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発行年月内　　　　容タイトル

免震部材の接合部・取付け
躯体の設計指針
≪改訂版≫

免震部材の接合部や取付け躯体の設計をする際のガイドライン

免震建築物のための設計用
入力地震動作成ガイドライン
≪改訂版≫

【A4版・82頁】
￥1,500

￥2,000
2014年1月

内　　　　容 発行年月
会員価格
非会員価格

会誌「MENSHIN」
【A4版・約90頁】

免震建築・技術に関わる情報誌、免震建築紹介、免震建築訪問記、設計例、部材の性能、
免震関連技術等

￥2,500

￥3,000

免震部材標準品リスト
≪改訂版≫－2009－ 【A4版・760頁】

￥3,500

￥4,000

大臣認定された免震部材で、免震建築物の設計に必要な部材ごとの性能基準値を一覧表に
まとめたもの（CD-ROM付き）

免震建物の維持管理基準
≪改訂版≫－2014－ （ユーザーズマニュアル付）

免震層・免震部材を中心とした通常点検・定期点検など、免震建物維持管理のための点検
要領などを定めた協会の基準

【A4版・35頁】

￥700

￥1,400
設計・施工に役立つ問題事例
と推奨事例ー点検業務から
見た免震建物ー 画、免震部材、維持管理について解説。

免震建物の点検時に発見される設計や施工に起因する不具合事例について、推奨事例も含
めて解説。チェック編と解説編から構成。建築計画、構造計画、配管・配線計画、施工計

【A4版・20頁】

￥500

￥1,000

積層ゴムの限界性能とすべり・
転がり支承の摩擦特性の現状

積層ゴムアイソレーターの限界性能、すべり・転がり支承の摩擦特性に関する実データを
集積し調査結果をまとめたもの

【A4版・46頁】
￥1,500

年4回発行
2月､5月､
8月､11月

2009年11月

2014年8月

2007年8月

2003年8月

パッシブ制振構造設計・
施工マニュアル
≪第3版　第1刷≫－2013年版－

【A4版・565頁】
わが国で唯一の制振構造専門の設計・施工指針
第2版をより分かり易くした改訂版 ￥5,0002013年11月

時刻歴応答解析法により免震建築物の耐震安全性を検証する際の設計マニュアル
【A4版・206頁】

￥2,000

￥2,500
2010年3月

免震建築物の
耐震性能評価表示指針
及び性能評価例 【A4版・225頁】

免震建築物の地震に対する性能を時刻歴応答解析法により評価する具体的な方法を示すも
ので、性能評価例付き

￥2,000

￥2,500
2005年11月

JSSI 時刻歴応答解析による
免震建築物の設計基準・
同マニュアル及び設計例≪改訂版≫

免震建物の建築・設備標準
－2009－

免震建物の建築や設備の設計に関する標準を示すもの
【A4版・87頁】

￥1,000

￥1,500
2009年12月

一般社団法人日本免震構造協会出版物のご案内 2014年10月1日

免震・制振構造ハンドブック
【朝倉書店】

￥7,800

￥7,992
2014年10月

免震構造施工標準
－2013－

【経済調査会】

￥2,300

￥2,571
2013年7月免震構造の施工に関する標準を示すもので免震部建築施工管理技術者必携のもの

【A4版・117頁】

【オーム社】

￥4,800

￥5,400
2010年12月免震構造に携わる実務者必携の書。部材の基礎知識から免震構造の設計、免震層の施工、

維持管理に関する実践的知識までを系統的に、かつ、平易に解説 【B5版・310頁】

免震構造
－部材の基本から設計･施工まで－

建築の設計に携わる方々のために「免震と制震の技術」について実際的に解説した待望の
総合的成書

【B5版・296頁】

住宅）

免震建築物の技術基準解説及び
計算例とその解説（戸建て免震

【日本建築センター】

￥3,550

￥4,100
2006年2月*1

主に戸建て免震住宅に関して平成16年国土交通省告示第1160号により改正された「免震
告示」の解説書

【A4版・195頁】

*1　協会の販売は2006年5月～

協会編集書籍のご案内（他社出版）
タイトル

￥2,000

￥3,000
免震建物の耐火設計ガイドブック 免震建物の耐火設計・免震装置の構成材料の温度特性・装置の耐火性・耐火被覆方法等に

関する実務書 【A4版・185頁】 2012年3月

￥2,000

￥3,000
主に免震建築物の設計実務に携わる構造技術者が入力地震動について理解を深めようとする
際の指標となるもの 【A4版・123頁】 2014年1月

￥2,000

￥3,000
免震建築物の耐風設計指針 高層建築物や塔状比の大きな建築物への免震構造適用の増加に伴い必要性が高まってきた

免震エキスパンションジョイント
ガイドライン

免震構造の耐風設計指針・解説と関連技術情報を整備 【A4版・151頁】

免震エキスパンションジョイントの地震時の損傷防止のためのガイドライン。エキスパンシ
ョンジョイントの目標性能を示すとともに、設計、製作、施工、検査、維持管理上の留意点

2012年9月

【A4版・134頁】をまとめた。

￥2,000

￥3,000
2013年4月

大地震に備える
～免震構造の魅力～
【日本語・DVD】

免震建築の普及のため建築主向けに免震構造を分かり易く解説したもの
【DVD　7分30秒】

￥2,000
￥2,500

※Academy
￥1,500

2014年3月

大地震に備える 【ナレーション・字幕/英語】
～免震構造の魅力～
【英語・DVD】

免震建築の普及のため建築主向けに免震構造を分かり易く解説したもの
【DVD　約9分】

￥1,500
￥2,000

※Academy
￥1,000

2006年11月

地震から建物を守る免震
【和文、英文版】

免震建築の普及のため一般向けに免震構造を説明したカラーパンフレット
【A5版・6頁】 2009年9月

30部まで無料
（31部以上
1部￥100）

ユーザーズマニュアル 免震建物を使用または所有されている方への注意点をまとめたカラーパンフレット
【A4版・2ツ折】

2007年10月
30部まで無料
（31部以上
1部￥50）

免震のすすめ
これから建物を建てようとする方々向けに大地震から人命・財産・日常生活を守る免震建
物を分かり易く解説、メリット・装置の役割・コストと性能などを記したカラーパンフレ
ット

30部まで無料
（31部以上
ご相談）

2005年8月
【A4版・3ツ折】

免震建築の基本がわかる本
【オーム社】

￥2,800

￥3,024
2013年6月

建築家、建築構造技術者など免震建築の関係者対象の技術書。
Ｑ＆Ａ方式で、免震建築、特に事務所やマンションなどのビルもの全般にわたり、免震の
基本的なところから計画・設計・施工・維持管理など幅広く解説。 【A5版・190頁】

【Ohmsha】

￥5,950How to Plan and Implement 
Seismic Isolation for Buildings

￥6,696
2013年4月考え方進め方免震建築の英語版

【A5判・123頁】
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創立20周年記念
　会長の挨拶
　　創立20周年を機に新たな出発	 日本免震構造協会　会長	 和田　　章･ ････････････ ･ 1
　免震に思う
　　創立20周年を迎えて	 日本免震構造協会　元会長	 山口　昭一･ ････････････ ･ 3
　　日本免震構造協会の20年を振り返って	 日本免震構造協会　前会長	 西川　孝夫･ ････････････ ･ 6
　　地震動と免震構造設計	 東京理科大学　教授	 北村　春幸･ ････････････ ･ 7
　　免震の現在・過去・未来	 福岡大学　教授	 髙山　峯夫･ ････････････ ･ 9
　　活断層近傍の強震動と免震	 工学院大学　教授	 久田　嘉章･ ････････････ ･ 11
　　免震建築物における行政への技術的支援	 北海道大学大学院　教授（元・建築研究所）	 飯場　正紀･ ････････････ ･ 12
　　最近の免震構造に思うこと	 日本設計	 伊藤　　優･ ････････････ ･ 14
　　免震のすすめ	 竹中工務店	 岡本　達雄･ ････････････ ･ 16
　　耐風設計指針	 神奈川大学　名誉教授	 大熊　武司･ ････････････ ･ 19
　免震・制震建築の発展
　　超高層免震建物の開発と発展	 竹中工務店	 東野　雅彦･ ････････････ ･ 21
　　中間層免震構造の設計	 日建設計	 吉田　　聡･ ････････････ ･ 24
　	 	 久次米　薫
　　免震の制振	 大林組	 勝俣　英雄･ ････････････ ･ 27
　　多様化する庁舎の免震レトロフィットについて	 大成建設	 細澤　　治･ ････････････ ･ 30
　　制震レトロフィット	 鹿島建設	 栗野　治彦･ ････････････ ･ 33
　　免震構造の応用	 清水建設	 猿田　正明･ ････････････ ･ 36
　　3次元免震建物	 構造計画研究所	 髙橋　　治･ ････････････ ･ 39
　　未来の免震・制震	 日本大学　教授	 古橋　　剛･ ････････････ ･ 43
　竣工24年を迎えた免震建築建物訪問記	 記念事業委員会　広報部会
　　泉電力ビル	 鹿島建設	 齋藤　　一･ ････････････ ･ 45
　	 清水建設	 猿田　正明
　	 竹中工務店	 浜辺千佐子
　免震建築年表	 記念事業委員会　広報部会
　　年表で見る免震建築の20年	 CERA建築構造設計	 世良　信次･ ････････････ ･ 49

創立20周年記念事業
　委員長の挨拶	 記念事業委員会　委員長	 井上　範夫･ ････････････ ･ 54
　記念事業概要	 記念事業委員会　副委員長	 田村　和夫･ ････････････ ･ 56
　第13回世界免震・制振会議開催報告	 国際会議部会　部会長	 斉藤　大樹･ ････････････ ･ 57
　「学生アイデアコンペ」報告	 イベント部会　部会長	 立道　郁生･ ････････････ ･ 63
　広報部会（見学講演会）活動概要	 広報部会　部会長	 加藤　晋平･ ････････････ ･ 77
　第1回見学講演会「東京駅丸の内駅舎保存・復原」	 広報部会　委員	 猿田　正明･ ････････････ ･ 79
　第2回見学講演会「中之島フェスティバルタワー」	 　 〃	 浜辺千佐子･ ････････････ ･ 83
　第3回見学講演会「東北大学　青葉山キャンパス」	 　 〃	 世良　信次･ ････････････ ･ 87
　創立20周年記念式典概要	 イベント部会　部会長	 立道　郁生･ ････････････ ･ 91
　創立20周年記念式典に参加して	 イベント部会　委員	 藤波　健剛･ ････････････ ･ 93
　20周年記念功労賞−表彰者及び選定経緯−	 表彰部会　部会長	 井上　範夫･ ････････････ ･ 98
　創立20周年記念事業委員会委員名簿	 	 ･････････････････････････････ ･ 99

協会20年のあゆみ	 日本免震構造協会　顧問	 可児　長英･ ････････････ ･100
事務局のあゆみ	 日本免震構造協会　事務局長	 佐賀　優子･ ････････････ ･120

委員会報告	 	
　平成26年度免震部建築施工管理技術者講習・試験の実施	 資格制度委員会　委員長	 長橋　純男･ ････････････ ･122
　および合格者（ホームページ掲載）発表	 	
理事会議事録	 	 ･････････････････････････････ ･123
性能評価及び評定業務	 	 ･････････････････････････････ ･126

委員会の動き
　○運営委員会　○技術委員会　○普及委員会　○国際委員会　○資格制度委員会　○維持管理委員会	 ･････････････････････････････ ･127
　○原子力関係施設免震構造委員会　○記念事業委員会　○委員会活動報告（2014.7.1〜2014.9.30）
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1会長の挨拶

創立20周年記念

1　はじめに
身の回りから広い世界を見渡すなかで、昨日と今

日、今日と明日を比べても、その差や変化にはほと
んど気づかない。しかし、10年前と今、今と10年後
にははっきりとした差や変化が見え、10年の年月を
20年、100年のように拡げるとさらにあきらかな変
化が見えてくる。
この中でも、テレビからコンピュータなどの情報

技術の変化は非常に激しく、これに比べ人々の暮ら
し方の変化はゆっくりとしていて、これに最も近い
建築の変化も同じようにゆっくりしている。それで
も江戸のまちと明治のまちはあきらかに異なり、大
正から昭和、さらに平成でも目に見える変化がある。
日本の土木・建築はGNPの10％を占める大きな産

業である。新しい技術開発は国の研究所や大学だけ
でなく、民間の建設会社やハウスメーカ、設計事務
所でも行われている。身近な技術であるが、日々新
しいものを求める素晴らしい人々が最も多く活躍し
ている分野とも言える。これらの多くの研究の中か
ら筋の良い技術が生き残り、世に広まっていく。
世界有数の地震国である日本で培われてきた免震

構造と制振構造は、研究、設計、具体的な施工、そ
して実際の地震の経験を積み重ねた改良のすべてが
成就した筋の良い技術と言える。もちろん相手が自
然の猛威であるから楽観は許されず、有頂天になっ
ても行けない。我々は、さらにより良い免震技術・
制振技術に発展させ、日本だけでなく世界の地震国
にも広めていかねばならない。

2　新しい始まり
21年目に入った日本免震構造協会の役割と使命は

増々重要になるが、2014年10月10日に開かれた第1

回の理事会で各理事から述べられたご提案を含め、
今後さらに進めていきたい取組と課題を以下に列記

日本免震構造協会　会長
東京工業大学　名誉教授

和田　章

させていただく。
a）  ホームページの充実と技術教育と技術普及、
質問と回答集
会員向け、建築家向け、技術者向け、一般
向け（老若男女を含めて）Internetを活用し
た講習（Web Seminar）の充実
技術が成熟し、開発期の苦労を知らない人
が増えている問題の解決
技術を創り発展させてきた先人からの伝承
過去のMENSHIN誌のアーカイブス
免震構造の利点、制振構造の利点、技術紹
介の動画配信を充実

b）世界との交流
ヨーロッパ、米国などの視察、東南アジア、
トルコなどへの技術移転

c）小冊子、専門書の更なる充実
免震構造の薦め
－建築主と建築家に向けて－

魅力ある自由な平面計画、魅力ある自
由な立面計画、魅力ある自由な建築、
構造設計上工夫したこと、注意すべき
点なども記述

制振構造の勧め
－建築主と建築家に向けて－

魅力ある自由な平面計画、魅力ある自
由な立面計画、魅力ある自由な建築、
構造設計上工夫したこと、注意すべき
点なども記述

d）  地震観測データ集の編纂（建物毎に2～4ページ）
免震構造、制振構造

e）モニタリング技術の活用
廉価なモニタリング技術の開発、得られる
メガデータの活用
地震後の健全性の発表、次の設計への活用

会長の挨拶
創立20周年を機に新たな出発
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など
組織や社会のBCPを実現し、Resilience社会
を構築する

f）  長周期・長時間地震動の研究と設計施工上の
対策
外乱の取り扱い、検討用地震動のあり方
免震構造（既存、新築）
超高層（鉄骨造、鉄筋コンクリート造、
制振ダンパーの有無）
長時間の強風に対する免震構造の挙動
大地震後、強風後の残存性能の明確化

g）  接合部の詳細に関する更なる研究と詳細図集
積層ゴムの上下の接合部、ダンパーの接合
部
制振構造に用いるダンパーの接合部

h）  エキスパンションジョイント
確実で廉価なエキスパンションジョイント
の開発
バリアフリーの条件を満たした上で、確実
で廉価な技術が必要

i）  耐震構造・免震構造に関する国内外の図書リ
ストと関連図書の収集

j）  性能評価業務の更なる充実と展開
k）  免震エンジニアの裾野のさらなる拡大のため

に、セミナーの充実

3　使命と役割
新しく理事になられた神田順先生から、1999年に

出版されたDennis Mileti著のDisasters by Design: A 

Reassessment of Natural Hazards in the United Statesと
いう興味深い本を教えていただいた。戦前に書かれ
た寺田寅彦の「天災と国防」には“人類がまだ草昧
の時代を脱しなかったころ、がんじょうな岩山の洞
窟の中に住まっていたとすれば、たいていの地震や
暴風でも平気であったろうし、これらの天変によっ
て破壊さるべきなんらの造営物をも持ち合わせな
かったのである。”とあるように、現在の文明、我々
がデザインして作っている建築や高架道路、大都市
などが大きな災害を生んでいることは間違いない。
免震構造や制振構造による建築、その他の建築や

土木構造物で作られる大都市、これらの中に暮らし
ている多くの人々、そして社会の活動が、大地震を
受けて大きな災害を生まないようにする必要があ
る。日本だけでなく世界を住みやすいところにする
ために、20周年を機に会員の皆様の力を得て、社会
に役立つ協会として更なる発展をめざしたいと思い
ます。
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はじめに
先ずは20周年、おめでとうございます。
現在、免震構造は時代の要請に応える新しい構法

として、社会に定着したと言えます。この原動力は
協会が当初の大目標であった、“免震建築の健全な
発展、普及”を着実に実践してきたこと、と言って
良いでしょう。また、このことを誇りに思います。
これは会員の皆様や運営に従事された多くの方々の
努力の結果であることは言うまでもありません。深
く敬意を表します。
協会設立に関与した一人として、執筆の機会を与

えられましたので、設立当時の想い出などを、纏め
てみました。設立には、その助走期間のようなもの
がありますので、約30数年前に遡ることになります。
やや昔話になってしまい、また、正確さには欠ける
のですが、歴史の一部として想出すことなどを述べ
させてください。

私の免震事始め（師と友人との出会い）
地震災害を見て、いかにしてこれを防ぐかについ

て多くの人々が考えをめぐらしたかと思う。対策の
一つとして免震構法とみなせるものが提案されるの
はごく自然に思われる。文献上に現れる、これらの
提案は1890年代に遡れる。また、大きな地震災害に
続いて活発になっています。
級友多田英之さんがいち早くフランスのGAPEC

システム（免震システム）に注目し、ユニチカ（株）
の協力を得て、本格的に免震システムの開発に全力
を傾けるようになったのは1979年頃からだったと思
います。私は彼の熱意に惹かれその実現に協力した
一人です。
当時は免震といっても誰も相手にしてくれませ

ん。（免震という言葉はありました）悪く言えば、
世を拐かす誤った構法とも一部では捉えられていた

日本免震構造協会　元会長
（2000年6月〜2006年5月）
東京建築研究所

山口　昭一

と思います。しかし、いわゆる、新耐震設計法が施
行され、建築基準法に動的解析の思想が導入された
こともあり、免震は容易に認められるだろうと、や
や楽観していました。
幸に、武藤清先生、梅村魁先生のご指導で、東大

大型試験棟の一部に設置されたセラックをよく使わ
せて頂いたこと、また超高層建物の振動解析を多少
行っていたこともあり、免震構法に違和感はありま
せんでした。しかし当時マレーシアンラバーでの積
層ゴムアイソレータや、米国でのケリーさんの論文
は、多田さんから渡されるまで知りませんでした。
何れにせよ、実現には多くの人の協力が不可欠と

考えた多田さんは、梅村先生を座長とする、勉強会
（実は私には飲む会に近かった）を故北澤勲さんの
サポートではじめました。故大沢胖さん、和泉正哲
さん、寺本隆幸さん、故園部泰寿さん、秋山宏さん、
和田章さん、天羽信也さんもご一緒したと思います。
北澤さんも梅村先生にお会いするのを楽しみに、時
折参加されました。ここでの話の中味は殆ど覚えて
いませんが、私にとって強い刺激を受けたことは確
かです。
ここでの話の延長かもしれませんが、机上の論だ

けでは免震建物の実現は難しい。実験建物を造ろう
ということに話が進みました。
実験建物なら、私邸の庭を提供してもよいと申し

入れました。早速、天羽さんが視察に来られ、こん
な狭い所ではユニチカの面子が立たない、で八千代
台に約80坪の土地を用意し、そこに免震第1号住宅
が建てられることになりました。これがユニチカ式
“八千代台住宅”です。記録を見ると1982年4月23日
に“BCJ－LC99”で建築センターの評定が出ていま
す。
旧38条の適用を受けるべく、建築センターに持込

みました。当時は免震を審査する部署はなく、RC2

免震に思う
創立20周年を迎えて
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階建建物ということで、“コンクリート系組立構造”
として評定を受けることになりました。ここでは園
部泰寿さんを委員長として、西川孝夫さん、村上雅
也さん、野村設郎さんの審査を受けましたが、いく
つかの条件付きで、面白そうだ、まあいいのではと
いった雰囲気で早々にOKが出ました。
しかし、後でお聞きしたのですが、審査でのスト

レスは、並でなかったそうで、恐縮しました。
次はBCJ－DC13、耐久性検討委員会に申請、これ

も故岸谷孝一さんのOKを得たのですが中々38条認
定が出ません。またまた梅村先生に窮状を訴えまし
た。先生は、「関係者に聞いてみましょう」でした。
それからしばらくして認定書が届きました。先生

がどうされたかは知る由はありませんが、梅村先生
が全ての立場の方に対して、ずば抜けた信頼を得て
おられた証だと思います。八千代台住宅は、免震層
に強制変位を与えた自由振動試験、屋上に2台の起
振材による強制振動試験、ダンパを含めた建物の振
動性状、アイソレータの取り替えなどの実験による
検証を条件に、認可を得ました。
これらの実験は、建研（北川良和さん、西山功さ

ん）、福岡大学多田研究室（多田さん、高山峯夫さん）
担当で実施され、それぞれの、特性をうまく把握

できたと思います。ただ、アイソレータの径が30cm

であることから、変形限界は約20cm程度しかあり
ません（一次固有周期約1.8秒）ので、設計上当時
の外乱450galは充分満たすものの、それを大きく超
えた時の積層アイソレータの破壊が起こるものと
し、この時は1Fばりが12mm下の基礎ばりに軟着陸
するとして、50cmの変位に対し1Fばりが基礎ばり
から脱落しないようにしています。竣工後31年です
が、変状（クリープなど）はありません。この間に
いくつかの震度5弱程度の地震を受けていますが、
強震計の記録からは、他の免震建築に比べて見劣り
しない効果が保たれています（地震動が優しかった
かも）。
これをテコにして、第2号の免震建物の申請を行っ

たところ、行政は対応に困ったのでしょう。建築セ
ンターに“ユニチカ式免震構造”研究委員会を設け
“技術指導”という審査を受けることになりました。
委員会は4部編成で委員長は梅村先生、第1部「免震
効果の評価と安全性のレベル設定（免震の目的の明
確化）」の委員長は、故中野清司先生でした。
ここまで、多くの先輩、友人、後輩のお名前を出

してしまいましたが、その心はこれらの方々のご指
導、ご援助無くして今の免震がなくまた、今の私が
存在しなかったかも知れない、ことについて心より
感謝の気持ちで一杯だからです。

話はやや前後しますが、今年は中野清司さんが逝
かれました。初代会長の梅村先生の後を引継いでい
ただき、当協会の基礎固めに尽力されました。改め
てご冥福をお祈りいたします。

免震協会設立の動き
ユニチカ式“八千代台住宅”は小規模な試験的な

免震建物とはいえ、建築確認を取得したことが、刺
激になったのでしょう。今まで、静かに動いていた
免震構法の開発が活発化し、各社の開発競争が激し
くなってきました。背景には、日本建築学会の免震
小委員会の成果（1886～1990）、建築技術誌の特集「免
震Q＆A」（1987）なども見逃せないと思います。

免震構法は、従来の耐震手法では得られない利点
を持ち得る新構法であるが、未経験の構法のため、
単なる一企業で推進するには、多くの問題、即ち膨
大な開発費、技術の透明性、社会へ普及の手法など
が存在します。
これらを乗り切るには、透明性の高い技術者集団

の力が必要とする考え方が関係者の中で固まりまし
た。
そこで、関係各社の意向を確かめるため、幹部の

方と個別の会談をしました。ここで二つ対立する考
え方に出会いました。一方は、「この開発は、自社
の差別化が目標で、他社との共同開発になじまな
い。」で、他方は、「技術の共有は、普及には欠かせ
ない。」です。両者の思想は、それなりの理があり
ます。
でも私は、後者を推進することが、健全な発展に

欠かせない、しばらく時をおいて、賛成の仲間と説
得を続けることにしました。

1992年ころ、やっと設立準備会ができ、翌年の設
立を迎えました。

免震構造発展の転機
免震構造の進展の弾みは、1994年1月のノースリッ

ジ地震とその1年後の阪神淡路大震災により一気に
強まりました。私は、和田章さん、翠川三郎さんご
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指導でWESTビルの設計に参加し、竣工後2ヶ月で
この大地震に遭遇しました。一年前のノースリッジ
地震での免震建物の挙動と同様な免震の効果が計測
されたことで、免震に対する信頼が高まりました。
同時に免震協会があって良かった、とほっとしたこ
とを覚えています。

免震建物への説得
免震構造にしたい建物の一つとして、病院があり

ます。たまたま、稲城市立病院の計画に関与しまし
たが、免震の良さは、ある程度説得できたのですが
容易には認められませんでした。ここでの説得がで
きないのであれば私は免震建物の設計を引受ける資
格がない、免震から引き下がろうとも悩んでいまし
た。
稲城市の不安点は、①免震がそんなに良いものな

らもっと大きな都市の病院に採用されているはずだ。
今そうなっていない理由が分からない。②特殊な技
術と言うことで、事前に建設会社を特定することに
ならないか（要するに紐付き）が主な事項でした。
協会の存在は、これらの説得に有効だったとおも

います。ここでの大詰めの打合せの帰路、梅村先生
の訃報を受けました。可児長英さんとご一緒だった
と思いますが大きな後ろ盾を失い、いまの計画が不

調に終わる懸念が頭を走り抜けました。結果は阪神
淡路大震災と、WESTビルの成果もあり、採用とな
りました。私の念願が叶いました。
幸にもこの病院はJSSI作品賞を受けました。3．

11災害の後、絆の力がよく取り上げられいますが、
以上のことからも、繰り返しになりますが、私は多
くの方々との絆によって生きてこられたとつくづく
感じます。

1995年を境にして免震建築は急激に普及しはじめ
ましたが、その後いくつかの問題が起こりました。
大きな問題として鉛ダンパとアンカーボルトとエク
スパンテンション継手の不具合でしょう。前者はほ
ぼ解決したと思いますが、継手の方は、利便性、耐
用性、コストなどから完璧なものにしにくいので、
運用面での配慮が必要です。
これと長周期地震動対策は頭の痛い問題ですが、

ダンパを強めることで一応の対策になります。
また、ダンパの繰り返し変形に対する、性能劣化

の研究も、充実してきました。これらの諸問題につ
いても当協会は真剣に取り組み、解決に努力してい
ることは、賞賛に値します。
今後、さらに、我が国のみならず、強震に襲われ

る地域の人々の為に、尽力される事を期待していま
す。
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創立20周年記念

数多くの会員に助けられ、昨年6月で創立20周年
を迎えた。20年間にわたる活動内容については可児
長英氏の「創立20周年記念事業をふりかえって」に
詳しい。それらの活動の大半は会員の全くのボラン
テイアーによるものであることも特筆することであ
る。ここ数年のうちに「免震」のキーワードが一般
の人々に広く浸透したのも、協会の地道な啓蒙・普
及活動のおかげである。実際に新潟県中越地震、東
北地方太平洋沖地震などの巨大地震でその有効性を
証明した。地震保険の優遇措置も行われるように
なった。これからもますます免震構造を採用する建
物が増えていくことが予想される。海外に目を向け
て見ても、隣国の中国での免震構造の発展はめざま
しい。特に2008年の四川大地震の後は免震建築物の
建設数は我が国を遙かにしのいでいる。免震構造に
関しては我々が世界一であると豪語するのも肯ける
とこあるが、免震材料の品質については多少問題が
あるようである。しかし、製品の値段の安さなどを
考えると他の地震国においても中国式免震構造が採
用されていく可能性を秘めており、免震先進国の我
が国としてもうかうかできない。免震構造協会は何
度か国際会議を開催し、諸外国との技術交流を行っ
てきた。我が国ほど地震観測データーを持ち、基礎
実験から応用実験までの実績を持つ国はほかに見ら
れず、海外からの参加者は一様にこのような国際会
議をもっと頻度を上げて開催して欲しいとの要望を
寄せられるが、今の協会のマンパワーと財力ではそ
うも行かずこれからの検討課題であるが、HPなど
を介してできるだけ有効な情報を発信して行く必要
があるように思われる。さらにメーカーと共同して
安価でかつ健全、品質の高い免震材料の普及と開発
に努める必要がある。現在積層ゴムのJIS化に向け
ての動きがあるがこれを国際スタンダードに持って

いくような活動が必要であろう。
免震構造が地震に対して非常によい挙動をするこ

とはこれまでの実績から証明された。しかし、東北
地方太平洋沖地震で問題となったエキスパンション
ジョイントの変形追従性の問題などまだまだ解決さ
れなければならない点もある。特に上下動に対する
応答低減をどのようにすれば安価に実現できるか、
これからの課題である。構造設計の面からも、免震
構造だからと安易な設計（入力低減できる）がなさ
れないような配慮は必要である。免震装置がうまく
作動しないときでも、建物が崩壊しない、とくに柱
部材がせん断破壊を起こさないかなどの配慮は必要
である。
よく地震の後で、免震構造の建物に住んでいる方

から、「揺れるではないか」とのおしかりを受ける
ことがある。免震構造が地震時に揺れにくいとの
誤った情報を今でも流している人がいるのは残念で
ある。免震構造は正確に言うと減震構造でありシス
テムとして長周期させ地震時の建物に生じる地震力
を低減させる構造である。従って建物に生じる加速
度（地震力）を一般の耐震構造の建物より小さくす
ることが可能で、決して揺れを小さくするものでな
い。免震装置を入れた層の変形が大きくなり、建物
の層間変形が小さくなり、しかもゆっくり揺れるも
のである。専門家は分かっているのであまり一般の
人に十分な説明をしないが、協会としては免震構造
の正しい知識をさらにひろめて行く必要があろう。
いずれにしても日本免震構造協会は会員の並並なら
ないご尽力よって成り立っているので、これら会員
の期待に沿えるよう協会としての舵取りをお願いし
たいものである。30周年、40周年へと協会が発展し
ていくことを心から祈念している。

免震に思う
日本免震構造協会の20年を振り返って

日本免震構造協会　前会長
（2006年6月〜2014年5月）
首都大学東京　名誉教授

西川　孝夫
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創立20周年記念

設計用地震動は観測波（標準波）のみであった
1980年代に入って、積層ゴムを用いた本格的な免

震構造の設計が始まった。1995年兵庫県南部地震が
発生するまでは、80棟余りにとどまり、その設計も
建物ごとに模索する状態が続いていた。当初は、超
高層建物にならい、地震応答解析設計に基づく設計
がおこなわれたので、設計用地震動も最大速度
50cm/sに基準化した標準波のみを用いるものが多
かった。臨海副都心の開発を契機に目標スペクトル
を設定して、それに適合する模擬波を作成する試み
がなされ、建築センター波なども提示されたが、一
部で使用されるにとどまった。表1の各種設計用地
震動の速度応答スペクトルとエネルギースペクトル
の関係に示すように、標準波のみでは3秒以上の周
期帯におけるパワーが小さく、標準波のみで適切な
免震構造が設計できるかが、建築学会・免震構造設
計指針初版・1989の設計例を作成する際にも議論さ
れた。

1995年兵庫県南部地震を契機にサイト波が対
象に加わる

1995年兵庫県南部地震を契機に、建物に求める耐

震性能が基準法の保証する「倒壊・崩壊をまぬがれ、
人命が保護されること」では十分でなく、建物が財
産価値を失わないことや、地震後にも建物としての
機能を維持することが求められるようになってき
た。地震後も構造体が健全なことに加えて、什器・
備品や設備機器・配管含めた建物機能が維持できた
ことから、免震構造に備わった高い耐震性能に対す
る期待が高まり、多くの建物が免震構造で設計され
るようになった。
兵庫県南部地震を契機に地震動観測網が整備さ

れ、都市部の深い地下構造調査や、全国の主要な活
断層調査が行われ、地震動研究が飛躍的に進んだ。
これらの成果が取り込まれ、近い将来の発生が危惧
される主要な大地震の断層モデルを設定して、大都
市部の予測波が作成されるようになった。その結果、
建設地で想定すべき大地震の予測波（サイト波）を
用いて、建物のゆれをシミュレーションできるよう
になった。これにより、具体的な大地震に対する建
物の耐震性能を説明できるようになり、免震構造は
地震後の機能維持が必要な病院や庁舎をはじめ、集
合住宅、事務所などで採用されるようになった。

表1　地震動の速度応答スペクトルとエネルギースペクトルの関係

東京理科大学　教授

北村　春幸

免震に思う
地震動と免震構造設計
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2000年告示波が標準波に変わって免震性能の
評価尺度となる

2000年の基準法改正に伴い、静的地震荷重と動的
地震動レベルを、解放工学的基盤面における応答ス
ペクトルを用いて、統一することが行われた。これ
により、超高層建物や免震建物では、標準波に加え
て、目標スペクトルに一致するように作成された模
擬波（告示波）を採用するようになった。その際、
位相特性として、近距離地震動の位相特性を反映し
たJMA KOBE 1995 NSと、遠距離地震動の位相特性
を反映したHACHINOHE 1968 EWが、位相特性とし
て採用されている。このように、告示波として、目
標スペクトルと位相特性が規定された模擬波を設計
用地震動として採用されるようになったことから、
標準波に変わって、JMA KOBE位相告示波と
HACHINOHE位相告示波の応答値が免震性能の評価
尺度になった1）。大きい免震層変位を生じるJMA 

KOBE位相告示波による応答値から、ダンパー量の
多寡が推定できるなど、建物間の免震性能を横並び
で評価できるようになった。

2011年東北地方太平洋沖地震により、継続時
間の長い長周期地震動が設計対象に

2003年十勝沖地震の際に、苫小牧でのスロッシン
グに起因する石油タンク火災から、超高層建物や免
震建物などの長周期構造物の長周期地震動対策が検
討され始めた。その最中に発生した2011年東北地方
太平洋沖地震により、改めてその重要性が認識され
た。東北地方太平洋沖地震では、M8クラスの巨大
地震が連続して起きてM9クラスの極大地震になっ
たことから、南海トラフの連動地震への対応が現実
味をおびてきた。
これまでの知見を整理した表1に示すように、長

周期地震動は、平野ごとに特定される揺れが増幅す
る周期帯（特定の周期帯）では最大値に対応する速
度応答スペクトルS

V
も標準波・告示波に比べて大き

くなり、累積値に対応するエネルギースペクトルV
E

は数倍も大きくなると想定される。それ以外の周期
帯でもエネルギースペクトルV

E
は相当大きくなる2）。

免震周期が、特定の周期帯に含まれることから、鉛
プラグ入り積層ゴム、高減衰積層ゴム、滑り支承、

ダンパーなど、エネルギー吸収をする免震部材につ
いては、地震動継続時間中の温度上昇に起因する減
衰性能の低下、大振幅多数回繰返し加振による疲労
損傷評価などの、新たな性能評価が必要となった。

今後に向けた免震設計
我が国の免震建物が対象とすべき地震動は、1995

年兵庫県南部地震のような内陸型直下地震によるパ
ルス波と、2011年東北地方太平洋沖地震のような海
溝型巨大地震による継続時間の長い長周期地震動に
なる。直下地震としては、すでに首都直下地震や大
阪上町断層地震が想定されている。直下地震による
パルス波は、免震層に大きな変位を生じさせるため、
十分な免震部材の変形能力と免震クリアランスを確
保することが求められる。長周期地震動は、長時間
のゆれに対するダンパーの損傷評価や、温度上昇に
伴う減衰性能の低下を評価する必要がある。このよ
うな状況から、免震層の設計は、以前に比べて十分
な変位能力を確保するために直径の大きい積層ゴム
が採用されるようになり、減衰材料についても、告
示波を上回る長周期地震動に対しては、履歴系ダン
パーと粘性系ダンパーを組み合わせて、加速度の増
加を抑えつつ免震層変位を抑制する工夫がなされて
いる3）。地震動研究は進歩をつづけ、多くの予測地
震動が提示なされるものと思われる。岩盤の破壊現
象をモデル化し、シミュレーション解析する地震動
予測は、ばらつき幅を持つことが前提であり、それ
をどのように評価して建物設計に用いるかは建築構
造側に委ねられる状況は、今後とも変わらないであ
ろう。従って、設計者は積極的に知識を吸収して地
震動に対する判断力を備えてから、免震設計にあた
るべきである。

参考文献
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2）日本建築学会構造委員会長周期建物地震対応小委員会：長周期地震

動と超高層建物の対応策－専門家として知っておきたいこと－、

2013年10月15日

3）北村春幸：特集免震建築物の設計力UP　①総論なぜ今、免震建築

物が求められるのか、建築技術、pp.74-77、2013年6月
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日本における免震の「過去」「現在」を概観し、
免震の「未来」について考えてみたいと思います。
「過去」は研究開発初期から、「現在」は建築基準法
が改正施行された2000年からとします。

過去
1979年頃から福岡大学にて積層ゴムの研究開発が

行われました。わが国の地震動に対応できる変形性
能を備えた積層ゴムを開発するために、さまざまな
形状をもつ積層ゴムの実験を行いました。そして、
1981年にはせん断変形率300％を超える変形性能を
もった積層ゴムの開発に成功しました。これらの実
験結果に基づき積層ゴムの形状を規定する1次形状
係数と2次形状係数が定義され、荷重支持性能と変
形性能を満足する形状係数の範囲を提案しました。
その成果をもって、1982年に千葉県八千代市に積層
ゴムを使った免震住宅（八千代台住宅）が建設され、
自由振動実験などにより振動特性の検証を行いまし
た。現在の積層ゴムを中心とした免震構造技術の原
点は福岡大学の多田英之博士を中心とした研究開発
から始まったといっても過言ではないでしょう。い
までは、日本建築学会の全国大会で免震のセッショ
ンが設けられ、関連論文が100編以上も発表されて
います。しかし、当時は積層ゴムの実験結果などを
発表すると、いまでは想像できないかもしれません
が、「ゴム？？」「免震？？」といった雰囲気でした。
日本建築学会からは1989年に免震構造設計指針が

初めて刊行され、1993年には日本免震構造協会も設
立されました。免震構造の技術は確立されていった
ものの、免震建物の実績は増えませんでした。1995

年に阪神・淡路大震災が発生しました。多くの耐震
構造が大きな被害を受けたなかで、神戸市北区に
あった免震建物（WESTビル）は免震効果を発揮し
ました。基礎で300ガルの最大加速度が上部建物で

は約1/3に減少し、その性能が実証されました。免
震効果が実際の建物で検証されたことで、免震は一
気に採用されるようになっていきました。
この頃、積層ゴムの限界性能に関する検証実験を

行い、形状を工夫することで面圧30MPaでも十分な
変形性能と安定性を確保できることがわかりまし
た。この成果に基づいて積層ゴム（この頃は天然ゴ
ム系積層ゴムだけ）の長期面圧を15MPaに設定しま
した。現在では多くの積層ゴムの長期面圧が15MPa

となっており、すべり支承では20MPa以上としてい
るものもあります。天然ゴム系積層ゴムのクリープ
実験を20年近くも、面圧20MPaで続けていますが、
クリープ変形にほとんど進行は見られません。積層
ゴムの座屈応力度を高くするためには、ゴムのせん
断弾性率（G）と形状係数を大きくすることが効果
的です。Gを大きくすれば座屈応力度は高くなり、
それに伴って長期面圧を高く設定することは妥当だ
と思います。近い将来、適切な形状係数の範囲内で
積層ゴムの長期面圧を20MPa程度にすることも問題
ないのではないでしょうか。このとき使った試験装
置は、高速増殖炉（FBR）の免震化のために電力中
央研究所に設置されたもので、研究プロジェクトが
終わると残念ながら廃棄されました。いま次世代軽
水炉の免震技術確立のために、大型積層ゴムの破断
試験が行われています。この試験装置も研究プロ
ジェクトが終われば廃棄されるのでしょうか。

現在
2000年に免震告示が施行されました。それまでは、

免震部材も免震建物の設計と同じように建築基準法
の旧38条に基づいた評定の場で審査を受けていまし
た。それがなくなり、免震部材は大臣認定品（以下、
部材認定）となりました。また、2000年前後から免
震建物の高層化が始まりました。上部構造が高層化

福岡大学　教授

髙山　峯夫

免震に思う
免震の現在・過去・未来
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すると、より長い免震周期（より免震層を柔らかく
する）が求められ、積層ゴムに加えて、弾性すべり
支承や転がり支承が使われるようになってきまし
た。部材認定は、免震告示による設計のためには必
要だと思われますが、時刻歴応答解析による設計に
は必ずしも必要ではなかったのではないかと思いま
す。免震部材は免震構造を支える重要な構造部材で
あり、その部材性能は、大臣認定品であろうとなか
ろうと、設計者自身が責任をもって確認することが
求められます。

2011年に東日本大震災が発生しました。多くの免
震建物で地震観測記録が得られ、良好な免震性能を
発揮しました。一方、履歴型ダンパーは、受けた塑
性変形の大きさにより形状が変化しました。鉛ダン
パーは風応答による疲労損傷が地震時の変形で拡大
したものがみられました。これらの状況から、履歴
型ダンパーの累積損傷や損傷度評価手法が検討され
るようになりました。
一方、長周期地震動によるダンパーのエネルギー

吸収性能が問題視されるようになってきました。建
築基準整備促進事業の一環で、Eディフェンス（兵
庫県三木市）を使った免震部材の実大動的加振が行
われました。特に、鉛プラグ入り積層ゴムでは鉛の
発熱により耐力（降伏荷重）が低下すること、オイ
ルダンパーでは速度150cm/sの加振のときに減衰性
能が少し減少することなどが明らかにされました。
Eディフェンスを使った実験では有益な知見を得る
ことができましたが、実験が実施できていない免震
部材もあります。わが国で多数の免震建物が建設さ
れているにもかかわらず、実大製品を動的に加振で
きる大型の試験装置を有していないこと自体がおか
しいと思います。

未来
現在と過去を振り返ってきましたが、わが国にお

ける免震は成熟した技術になっているでしょうか？　
1年間に建設される免震建物の棟数は、わが国に建
設される建物数のおそらく1％未満です。まだまだ
技術的にも発展する余地があると思います。
当初、免震は低層建物にしか適用できないと言わ

れていましたが、それが高層建物にも適用されるよ
うになりました。1920年代の柔剛論争、あるいは戦
後の高さ制限の撤廃にみられるように、新しい知見
に基づいて技術は進歩してきています。ただ、技術

の適用範囲が拡大することで、新しい課題も出てき
ます。それらを解決していくことで技術は高度化し
ていくものだと思います。
一方、高度化するだけでなく、汎用型・簡易型の

免震システムについても技術の普及が必要でしょ
う。残留変形をそれほど気にしなければ、すべり支
承だけで免震システムを構成するような簡易型・普
及型の免震も可能ではないでしょうか。さらに、免
震構造＋制振構造のハイブリッド型。免震構造では、
上部構造は弾性範囲にとどめるのが原則だと考えて
いますが、上部構造でもエネルギー吸収を積極的に
行うことで新たな可能性も見えてくるかもしれませ
ん。さらに、アクティブ免震の導入、3次元免震化、
そして建物単体から街区全体の免震へと、やるべき
ことはいろいろあります。
免震建物は地震時そして地震後も、その機能を維

持できるものの、ライフラインが機能しない場合に
は建物内に住むことはできません。いま世界的に
Resilient Cityへの取り組みがなされようとしています
（http://www.100resilientcities.org/）。都市として防災や
防犯を含めた安全性を確保しようというもので、米
国では個々の建物の安全性、被害程度、回復性など
を評価しようとしています（http://www.usrc.org/）。

Resilient Cityのために免震建物などのような高性
能の建物を増やす必要があるでしょう。現在の免震
技術をより高度化するとともに、汎用化することで、
都市の回復性を高めることにつなげることができる
のではないでしょうか。そうすることで、「地震フ
リー建物」（日本学術会議『理学・工学分野におけ
る科学・夢ロードマップ』報告書）、さらには、『地
震フリー都市』の実現へとつなげていきたいものです。

まとめ
わが国は免震の技術開発では少し出遅れました

が、今では世界トップクラスの免震技術をもってい
ます。わが国の防災・減災に寄与することはもちろ
ん、世界中で発生している地震被害を抑制すること
に関与していくことも必要でしょう。そのためにも、
さらなる免震技術の高度化とあわせて、安価で途上
国でも導入しやすいシステムや住宅などの軽量建物
向けの免震システムなどの開発も求められます。免
震部材などのハード面だけでなく、設計手法などに
ついても、英語で海外に情報発信していくことがま
すます大切になっていくと思います。
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創立20周年記念

1　はじめに
2011年東北地方太平洋沖地震での津波や原発事故

では、想定を超える事態への備えと対応の重要性を
認識した。一方、来年は1995年兵庫県南部地震から
20年であるが、活断層に対する備えも再検討する必
要がある。ここでは大地震、特に活断層近傍の強震
動と免震の対策について私見を述べたい。

2　活断層近傍の強震動と免震
兵庫県南部地震の際、神戸市では非常に破壊力あ

る強震動である指向性パルスが発生し、震度7の大
被害発生の一因となった。一方、M7クラスの規模
を超える活断層では地表地震断層が出現し、その直
上の建物は大きな被害を生じる場合がある。フリン
グステップと呼ばれる地表断層により地盤に大きな
段差や傾斜が生じるため、免震にとって非常に厳し
い条件になる。写真1は2011年福島県浜通り地震で
出現した断層と、その直上の寺院の被害である1）。
地震動は特に強くなく、震度も5強～6弱であったが、
建物には80 cm程度の断層すべりによる強制変形が
生じた1）。この古い伝統建築は「大地震時に倒壊し
ない」という最低限の耐震性能を示していたが、逆
に免震であったらどう挙動をしたであろうか？
今後、免震建物を活断層の近くに建てる場合、指

向性パルスやフリングステップへの対策の検討が必
要になる2）。図1に地震動レベルと耐震と免震の損傷
度の概念図を示す。免震は想定される地震動レベル
以内であれば非常に高い効果が期待できるが、それ
を超えた場合、一般に耐震よりも冗長性に乏しい。
活断層による地震の発生確率は非常に小さいが、万
が一、想定を超える地震動が作用した場合や、地盤
が傾斜した場合に備え、想定を超える変形を抑制す
る何らかのフェールセーフ機能が必要であると思う。

3　おわりに
これまで免震建築は何度も震災を経験し、その有

効性を実証してきた。一方、今後は活断層近傍の強
震動など「万が一」に備え、想定を超える過酷事象
に対する安全対策を検討する必要があると思う。

参考文献

1）久田ほか、日本地震工学会論文集、Vol. 12、No. 4、pp.104-126、

2012

2）免震建築物のための設計用入力地震動作成ガイドライン、日本免震

構造協会、2014

写真1　地表地震断層による伝統木造建物の被害1）

図1　地震動レベルと耐震・免震の損傷度の概念図

工学院大学　教授

久田　嘉章

免震に思う
活断層近傍の強震動と免震
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創立20周年記念

1　はじめに
著者の免震建築物との付き合いも、20年程度とな

る。1995年兵庫県南部地震を含むいくつかの地震に
おける免震建築物の挙動確認や免震材料の特性、免
震建築物の構造安全性に関する行政への技術的支援
を行ってきた。ここでは、建築基準法に関係する行
政支援に関連した項目を紹介する。

2　		1995年兵庫県南部地震直後の建築基準法
令の対応

1984年頃から、免震建築物においても、構造安全
性に関する建設省（現、国土交通省）の大臣認定が
取得され始めた。1995年兵庫県南部地震までに認定
を受けた免震建築物は、84棟であった。兵庫県南部
地震の際、免震建築物の地震観測記録が得られ、こ
の記録から免震層より上階で、応答加速度が低減す
ることが確認された。その後、免震構造を採用した
建築物の棟数が増加している。
性能設計を目指し、1998年に建築基準法が改正さ

れた。本改正では、設計用地震動の設定、限界耐力
計算の導入などの、新しい形の構造安全性の検証方
法が提案された。免震建築物に関連する内容として、
以下のものがある。
1）  解放工学的基盤における地震動の設定（平成12

年建設省告示第1461号）
解放工学的基盤において、稀に発生する地震およ

び極めて稀に発生する地震における地震動が、加速
度応答スペクトルの形で規定された。
2）  表層地盤の地震動増幅の導入（平成12年建設省
告示第1457号）
地震動が工学的基盤上面で設定されたことから、

工学的基盤から地表面までの表層地盤における加速
度応答スペクトルの増幅率が規定された。
3）免震建築物の構造安全性に対する検証（平成12

年建設省告示第2009号）
免震建築物を1自由度系（建物質量と免震層の水

平ばね・ダッシュポット）にモデル化し、モデルの
等価周期と等価粘性減衰定数を算定し、加速度応答
スペクトルにより免震層の最大応答変位を求める方
法が提案された。
小規模（4号建築物相当）な免震建築物に対する

措置や一般建築物も含めた強風時・暴風時の対応に
関係する措置などが、平成16年に追加されている。
4）  免震材料の力学特性の評価（平成12年建設省告
示第1446号）
免震材料の試験から得られる特性値（告示では基

準値と呼ぶ）の評価を統一し、免震建築物の設計で
用いる数値の明確化を行った。
免震材料の特性評価や免震建築物の安全性検証の

告示作成における技術的支援に、多くの時間を要し
た。その際、日本免震構造協会（以下、免震協会）
や免震関連の研究者や技術者・設計者に、いろいろ
な協力をいただき、種々の技術情報を取りまとめる
ことができた。

3　		直下型地震および海溝型地震に対する免震
建築物の挙動把握

1995年兵庫県南部地震は、地震断層が比較的に浅
い位置にある直下型地震であり、主要動の時間が10－
20秒程度の比較的短い地震動であった。この地震以
後も直下型地震がいくつか発生したが、これらの地
震において、免震建築物の地震観測記録が得られ、
免震効果が確認された。

2004年新潟県中越地震では、断層の近傍に免震建
築物が建設されていたため、地盤の最大加速度が大
きく、免震層上部では最大加速度の低減効果が大き
かった。また2004年1月から2月にかけて、免震建築
物周辺の積雪状態を確認した。融雪装置により周辺

北海道大学大学院　教授
（元・建築研究所）

飯場　正紀

免震に思う
免震建築物における行政への技術的支援
（近年の20年間における日本免震構造協会との連携）
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に雪の少ない建築物も見られたが、融雪装置のない
建築物周辺では、免震層より1.5ないしは2.5m程度
の高さまで積雪があり、免震層の挙動が心配された。
直下型地震の場合、マグニチュードは比較的小さ

いが、断層位置が比較的浅いため、建築物に大きな
地震動が作用する。このような地震動はパルス型地
震動と呼ばれ、周期がやや長く、加速度振幅（また
は速度振幅）が大きくなる特徴がある。このため、
免震層の水平変位は、比較的大きくなる。
一方、2003年十勝沖地震や2011年東北地方太平洋

沖地震では、マグニチュードが大きかったため、長
い時間継続する地震動が発生した。十勝沖地震では
苫小牧で石油タンクの被害が発生し、また東北地方
太平洋沖地震では、首都圏および大阪湾岸地域での
超高層建築物などに、長時間継続する地震動が作用
し、建築物が長く揺れ続ける現象や一部の建築物に
被害が発生した。
また東北地方太平洋沖地震では、多くの建築物で

免震効果が確認されたが、一方で、鉛ダンパーの亀
裂、鋼材ダンパーの残留変位、エキスパンションジョ
イントの不具合なども確認された。東北地方太平洋
沖地震後、免震協会では免震建築物の挙動の詳細把
握、免震関連部材の不具合の発生原因の解明とその
対策等の検討が行われ、「免震建物の維持管理基準」
や「免震エキスパンションジョイントガイドライン」
などが作成されている。
将来の南海トラフで発生する地震による、長周期

成分を有する長時間継続する地震動に対して、免震
建築物の応答性状をより正確に把握することが必要
となっている。地震動が多数回繰り返されることに
より、免震部材に多くのエネルギーが吸収され、そ
のエネルギーが熱エネルギーに変化し、発熱により
材料の温度が上昇する。その結果、免震材料の降伏
荷重や摩擦係数が低下するなど、免震材料の特性が
変化する。

4　		長周期地震動に対する免震建築物の安全性
の検証
国土交通省・建築基準整備促進事業では、長周期・

長時間継続する地震動に対する免震部材の性能と免
震建築物の安全性に関する検討が行われた（H22～
25年度）。
多数回繰り返しを受ける免震部材の性能を明らか

にするために、実大または縮小試験体による性能評
価実験が行われた。鉛プラグ入り積層ゴムと高減衰
ゴム系積層ゴムおよび弾性すべり支承の実大試験体
の実験が、（独）防災科学技術研究所の大型実験施
設（E－ディフェンス）を用いて行われ、繰り返し
による温度上昇に伴う、降伏荷重（摩擦係数）など
の低下の程度が明らかにされた。支承材・減衰材に
ついて、過去に得られた知見とともに、限界特性、
繰返し依存性、実大・縮小モデルによる特性の相似
性、2方向加振時の特性などがまとめられた。
関東平野、濃尾平野および大阪平野など、大都市

の湾岸沿いの地域に、長周期・長時間継続する地震
動の発生が予想されている。これらの地震動は、免
震層の水平変位応答を増大させる。さらに既存の免
震建築物では、免震層の水平変位応答を低減するた
めに、各種ダンパーの増設などの検討が必要となる。
現在、免震協会の協力を得て、南海トラフ地震で

発生が予測される地震動に対する、免震材料の特性
評価のための試験方法、免震建築物の時刻歴応答性
状の分析および加速度応答スペクトルに基づく方法
の検証と適用性などの検討が行われている。

5　まとめ
行政的支援の立場としての約20年間における免震

建築物に対する対応について紹介した。将来の地震
動に備え、より一層の研究成果の活用および蓄積が
必要となっている。建築基準法令の見直しや免震建
築物の研究成果の反映などの行政への技術的支援を
継続するために、免震協会と連携し、将来への対策
を考えていきたい。
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創立20周年記念

1　はじめに
日本免震協会が発足したのは1993年であり、積層

ゴムを使用した免震建物第1号の八千代台住宅が完
成してから10年後のことである。1980年代後半、各
メーカー間では、鉛プラグ入り積層ゴム、高減衰積
層ゴム、滑りや転がり支承などの免震部材の開発競
争が激化し、一方ゼネコンの研究所では実験棟が競
い合って建設され、地震観測や実験などを行い、免
震構造の研究が急速に進んだ。因みに、日本設計に
おける最初の免震建物の設計は、府中インテリジェ
ントパークにある鉛入り積層ゴムを用いた第一生命 

府中ビルディング（1990年竣工）である。
私が主に携わっていたのは、免震建物ではなく超

高層建物であった。1993年は浜松アクトタワーが着
工したときで、強風時の風揺れを制御するために頂
部に多段振り子型のハイブリッド制振装置を載せて
いる。この当時、地震の揺れを制御する考え方はま
だ少なく、梁降伏先行型機構で梁端の塑性化でエネ
ルギー吸収するという考えが主であった。

1994年には、川崎市立川崎病院の設計を担当する
ことになった。それは15階建て、7階以上が28.5mも
左右に跳ね出した奴凧のような立面形状の建物であ
り、跳ね出し部の上下振動の制御が大きなテーマと
なった。レベル1で跳ね出し部先端が10cmも上下変

位する可能性も想定され、その対策として、低層部
の屋上との間にオイルダンパーを縦置きに配置し、
変位を低減する制振構造を採用した。12月に日本建
築センターの超高層建築物評定委員会に申し込み、
その第1回部会の1週間後、1995年1月17日に阪神淡
路大震災が発生した。川崎病院は元々特異な形状で
もあり、3人の先生方の2回目以降の部会対応が極端
にナーバスになったことを覚えている。

2　阪神淡路大震災
大都市を襲った阪神淡路大震災は、建築構造界に

いろいろな教訓を残した。
その一つは、梁降伏先行型の構造では被災後の修

復に多大な時間と費用がかかり過ぎると分かったこ
とである。入力エネルギーを限定的な局所で吸収し
修復は限定的にする部材を取り込んだ制振構造が考
えられようになった。現在では、履歴型、摩擦型、
粘（弾）性型など種々のダンパーが採用されている
が、免震構造と違って応答の制振効果はまちまちで
あり、従来の耐震構造に近いものもある。
免震建物もこの地震動を経験し、観測された地震

記録により免震による低減効果が証明され、これを
契機に伸び悩んでいた免震構造の普及が急速に早
まった。大震災以前の免震建物の棟数が80棟程度
だったのに比べ、2011年末までのそれはビルもので
約3,000棟、戸建住宅で約4,500棟と急速に普及し、
今後も大きく伸びていくことは確実である。

1990年代の免震は、中低層のRC造を対象にして
おり、データセンター、防災拠点となる官公庁や病
院など地震時に機能維持が重要なものが対象であっ
た。近年は、財産保全、BCPの観点から、集合住宅、
事務所、学校、美術館、戸建住宅、工場と幅広く採
用されるようになった。構造種別はRC造だけでな
くS造にも免震構造が適用され、RC超高層住宅や事川崎市立川崎病院

日本設計

伊藤　優

免震に思う
最近の免震構造に思うこと
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務所など、免震層の位置も基礎だけでなく中間層な
どの事例が増えている。日本における最高高さの免
震建物は、最高高さ177.4mのシティタワー西梅田
（2007年竣工）である。

3　免震建物のクライテリア
レベル2の地震動に対して、積層ゴムのせん断変

形は余裕度を考慮して積層ゴムの限界値の1/1.5であ
る約250％以下に抑えて、上部構造は許容応力度設
計を行い、1.5倍のクリアランスを取るのが、一般
的な免震建物のクライテリアである。
想定を超える外力に対して、制振構造や耐震構造

ではせん断破壊が起こらなければ梁端部の塑性化で
粘り強く抵抗するが、免震構造では非免震躯体との
衝突や免震ゴムの破断等の限界が存在し、その点で
冗長性がないため、余裕度の検討も行われる。1999

年の台湾の集集地震の記録による標準的免震建物の
免震層の水平変形は200cmを超える解析結果があ
り、長周期長時間地震や首都直下型地震など巨大地
震に対して十分に意識した設計をする必要がある。
建物によっては免震に向かない形状があり、無理

に免震にすると余裕度の少ないものになる可能性が
ある。東日本大震災後に制振構造の超高層ビルを免
震構造に設計変更する要望が事業主から出されたこ
とがある。いろいろ検討した結果、コストだけでは
解決できないことが分かり断念した。
免震構造は揺れない、壊れないという安全神話を

作り出し、盲目的に信仰することは避けなければな
らない。構造設計者は、建築主の要望する建物の性
能、パフォーマンスを具現化するために、いろいろ
なアイデアや工夫を創出し、議論しながら設計して
いくことが肝心である。

4　免震構造のメリット
免震構造のメリットは、免震層による地震動の遮

断により上部構造が地震力から解放され、自由な構
造計画ができることである。
軽快な構造デザイン建物が設計されている一方、

それを十分に生かし切っているのか疑問のある例が
目につく。その一つは中低層のRC建築物の構造ス
リットである。解析のしやすさのために闇雲に濫用
してはいないか、レベル2の地震で雑壁にクラック
を発生させてはいけないのか等、構造設計者の反省
すべき点ではなかろうか。開口部の納まりは、構造

スリットによって非常に難しいディテールを強いら
れ、漏水のリスクを負ったものとなる。

5　いろいろなアイデア
（1）基礎免震＋付加質量制振

2005年に日本設計で設計した滋賀県警本部は、地
下2階地上10階建て鉄骨造の基礎免震建物である。
高層の鉄骨造であるため、上部構造が応答し加速度
が増幅し、その低減が一つの課題であった。免震層
の剛性、減衰をいろいろ調整しても、なかなか加速
度を低減することが難しく、屋上のヘリポートを積
層ゴムで支持したTMDとするアイデアで、上層部
の加速度低減を実現した、免震＋制振の例である。
（2）アクティブ免震
絶対免震理論によるアクティブ制御の免震建物で

ある大林組技術研究所本館が2010年に竣工した。
フィードフォワード制御とフィードバック制御によ
る制御力で建物を絶対空間に静止させようとするも
のである。当然、制御力には継続時間の限界があり、
それを超えたら通常のパッシブ型の免震建物とな
る。よく経験するような地震に対しては高性能のパ
フォーマンスを発揮するという付加価値がある。
（3）三次元免震
免震構造は通常積層ゴムなどに支持されており、

それ自体には上下方向の免震効果はない。構造計画
研究所は、上下方向の地震動も低減する三次元免震
を知粋館（2011年竣工）で実現している。空気ばね
とオイルダンパーにより成っており、このシステム
は規模の面で限界がある。三次元免震台は美術品、
骨董品などの展示用として多く利用されている。

6　おわりに
地震は自然現象であり、その大きさには際限がな

い。耐震構造、制振構造、免震構造、それぞれに設
計クライテリアがあり、設計されている訳であるが、
免震構造は、他の構造と違い、免震層の変形に限度
があり、振動系がその限度を超えると全く違う振動
系になるということが大きく異なるところである。
したがって、1.5倍の余裕度を超える想定外の地震
動もあり得ることを念頭に、転倒することなく安定
状態になるような計画としたい。
また、上部構造が柔らかい場合、履歴系ダンパー

が降伏しない小地震時に揺れが増幅し、一般建物よ
り大きくなることもあるので説明が必要である。
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1　はじめに
私が免震に出会ったのは中学生の時であった。今

から53年前である。当時中学の文化祭で、文化映画
と呼ばれる作品を探して上映するという企画が文化
祭委員によって企画されていた。いくつかの映画を
記憶しているがカフカの虫という小説をそのまま映
画化した難解な作品に交じって、原子力発電所の原
子炉の基礎下にゴムを入れる免震原子力発電所の紹
介を行う映画が混じっていた記憶がある。当時は「な
んのこっちゃ！」という感想を持った記憶がある。
今から思えば免震との初めての出会いである。
その後、大学の建築学科で構造を学んだが、当時

の講義では免震について学ぶことはほとんどなかっ
た。40年前には決して構造のシステムとして主流で
はなかったのである。

2　免震構造の普及
その後、時代は下り、地震国であるニュージーラ

ンドで免震システムが本格的に建築物に使われ始め
た。日本でも先進的研究者の間で免震システムが研
究され始め、竹中工務店においても自社の研究所で
免震を使った構造物が試験的に造られ、1987年には
自社の独身寮に免震構造が使われた（写真1）。

しかし1995年の阪神大震災の被害が免震建築の普
及に大きな契機となった。戦後、耐震設計がなされ
た多くの建築構造物が大きな被害を受けた衝撃は構
造設計者にとって非常に大きなものがあった。被害
の結果から新耐震設計法がそれ以前の設計法に比べ
て有効であるとの認識は得られたが、大地震時には
建物の倒壊は免れても建物機能の復旧には費用と時
間がかかることや、地震の揺れによってもたらされ
る恐怖は尋常ではなく、これを何とかならないかと
の課題が明らかになったのである。
そこで、免震構造が脚光を浴びることになり、阪

神大震災以降の免震構造の採用は急激な増加を見る
こととなる（図1）。

しかし、阪神大震災直後に計画された分譲集合住
宅では必ずしも免震でなければならないというわけ
ではなかった。震災直後に実施された住宅購入者に
対するアンケート調査では、数百万円も追加で負担
して免震構造の住宅を購入したいとまでは思わない
という回答が過半を占めていたのである。その後、
免震構造の揺れの少なさを示すための様々な試みが
実施され、次第に免震の優れた耐揺れ性能が理解さ
れるようになってきた。そのうちの一つに、住宅の
室内を想定した実大室内試験体に家具等を配置し写真1　船橋竹友寮

図1　免震建物の年度別累積棟数
（出典：日本免震構造協会）

竹中工務店

岡本　達雄

免震に思う
免震のすすめ	
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て、免震と耐震の揺れ方の違いを実験で再現し、ビ
デオに撮って関係者に見てもらうなどの例がある
（写真2）。

免震の普及とともに免震建物として設計される建
物種別も増加してきた。当初は集合住宅や公的重要
施設への適用が主であったが、その後起こった様々
な地震被害の対策として免震構造の有効性が認識さ
れて、病院、事務所や半導体工場などBCP（ビジネ
スコンティニュイティプラン）対策として採用され
るようになった（図2）。

また、超高層建物への適用や、耐震設計が難しい
木造やレンガ造など伝統建築への適用も多くなった
（写真3）。

さらに耐震強度が不足する建築物を免震化するこ
とで耐震強度を増す事例も増えている（写真4）。

3　免震構造のこれから
このように阪神大震災を契機として始まった免震

建築の急増によって免震先進国となった我が国であ
るが、地震の頻度が日本ほど多くなく未だ免震建築
が普及していない諸外国では免震の有効性について
の理解がそれほど進んではいない。
大きな地震に見舞われる米国の西海岸でも免震高

層ビルはほとんどなくその優れた耐震性を検証する
論文が出されており（参考文献1）、免震建物の居住
安心性を指標で示した論文を米国のEERIニュース
に投稿した竹中工務店の試み（参考文献2）に対し
ても米国での免震建物の居住性に対する理解はまだ
まだである、という意見が米国有識者から寄せられ
ている。
確かにわが国では、阪神大震災を契機として免震

構造の普及を産官学一体となって推進し、顕著な増
加を可能としてきた。その経験を生かして、地震に
見舞われる諸外国に日本の免震技術を輸出する動き
がある。しかし、免震の良さをかの国の人々に理解
してもらわなければ免震の普及は進まない。我が国
でも免震建物の適用に当たって免震構造の居住性、
安全性に対して様々な手法でその良さをPRした経
験を糧として、地震の脅威に直面する関係国の行政
担当者や建物居住者・クライアントに免震構造の優
秀性を知ってもらう努力を行うことが肝要であると
思われる。
その点で考えると、わが国においても地震時の免

震建物の安全性に関する研究や法制化はかなり充実
してきているものの、建物室内環境の挙動を明らか
にし居住者や使用者により一層の安心を提供する免
震建物の優秀さを示す試みは未だ少ない。この分野

写真2　実大室内試験体による振動実験

写真4　江東区役所本庁舎

図2　ビスカス免震Ⓡ半導体工場

写真3　建部大社
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では、家具の転倒をシミュレーションする清水建設
金子美香氏の研究（参考文献3）や、竹中工務店の
安心設計の提案（参考文献4）がある。特に、任意
の地震に対する建物各階室内の家具什器の挙動を理
論的にシミュレーションしてCG動画で表示する手
法は免震構造の有効性を示す上で効果的である（図3）。

4　おわりに
免震構造は、これまで様々な建築に適用されて発

展してきた。さらに国土強靭化の政府方針のもと、
免震構造が適用される建物はさらに増加していくで

あろう。また、将来的に予測される我国の建設投資
縮小に対応するため免震構造技術の海外輸出も視野
に入れる必要がある。
海外で生まれ日本で大きく育った免震構造技術

を、今後日本も含めたグローバルな場に提供し普及
させることは我が国の使命でもある。そのために産
官学一体となって努力していきたいものである。

参考文献

1）T.Becker et al.: Application of isolation to high-rise buildings : A

Japanese design case study through aUS design code lens,

EarthquakeSpectra,（2014年4月に採用決定）

2）TakenakaCorporation, "Building Seismic Performance Evaluation

Methods forNon-Engineers" , EarthquakeEngineering Research

Institute,EERINewsletter,Vol.46,No.6,pp.10,2012.06

3）金子美香：地震時における家具の転倒率推定方法、日本建築学会構

造系論文集第551号,pp.61-68,2002.01

4）山本雅史他：地震時の室内における家具類の状況についての研究（そ

の1）（その2）、日本建築学会大会学術講演梗概集，構造II, pp.663-

666,2013.08

図3　家具什器挙動のシミュレーションCG
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高層ビルが風で揺れた
1965年5月、土木学会・本州四国連絡橋技術調査

委員会から第1次報告書・付属資料「耐風設計指針
（1964）および解説」が刊行され、続く1967年2月、
日本鋼構造協会により鋼構造物の耐風設計講習会が
3日間にわたって開催された。この頃から建築分野
でも、高層建築物を中心に風の動的作用についての
研究が活発になった。特に、1979年の20号台風によ
る新宿副都心界隈の高層建築物の風揺れは、「長時
間続く」という地震にはない風特有の現象のために、
相当数の利用者に不快感や不安感を与える事にな
り、風の動的作用を現実のものとして印象付けた。
一方、建築学会は風応答評価法の研究成果を踏まえ
て建築物荷重指針1981年版、1993年版を刊行した。
1993年は横浜ランドマークタワー（YLT：高さ
296m）が竣工した年でもあり、主要骨組が建物全
体にわたって風荷重によって設計された高層建築物
の出現ということで、弾塑性風応答、累積疲労損傷
等への関心を高めるとともに、煙突やタワー等だけ
でなく高層建築物についても、渦発生に起因する風
直交方向および捩れ振動に十分な注意が必要である
ことを示した。因みに、捩れ振動については、この
直交方向振動との連成を防ぐために剛性の確保とい
う対応が取られている。

YLTの「構造評定」は1991年に制定された「高層
建築物の構造評定用風荷重について」（日本建築セ
ンター）に準拠して実施され、「再現期間100年の風
速による荷重効果に対して許容応力度設計、同500

年に対してほぼ弾性的挙動の確保、また、空力不安
定振動は1000年再現期間風速に至るまで生じない」
を設計クライテリアとしている。因みに、「弾性的
挙動の確保」の趣旨は「多少の塑性化は許容するが、
風圧力の継続時間内に進行性の変形を生じさせな
い」ということである。

高層建築物の耐風設計評定方針の明確化、YLTの
出現等により、建築物の耐風設計・対風性能への関
心が加速される時代の1995年1月、阪神・淡路大震
災（兵庫県南部地震）が発生した。このために、関
心は耐震問題に戻るが、従来の耐震設計思想とは異
なる考え方に基づく制振建築物、免震建築物といっ
た建築物が増え始めた。

高層免震建築物の登場
2000年10月に免震建築物及び免震材料に関する技

術基準（平12建告第2009号）が告示されたことによ
り高層免震建築物も登場してきた。その安全性を複
数のそれもそれぞれが特有の復元力特性をもつ免震
部材のみで構成される「免震層」に委ねる建築物で
あるから、従来型に加えて免震層についてのより慎
重な耐風安全性の検証が求められる。幸い、その検
証方法に大きな示唆を与える研究成果が2000年12月
に開催された第16回風工学シンポジウムで発表され
た。鈴木・竹中等による「高層免震建物の台風時に
おける免震装置に関する動的加力実験」である。
加力実験の要点は、まず、鉛プラグ入り積層ゴム

（LRB）または高減衰積層ゴム（HRB）を使用した
標準的高層建築物モデルに風力の風洞実験データを
使って作成した継続時間5時間の台風時の風力時刻
歴波モデルを作用させて免震層に生じる剪断力の時
刻歴波モデルを得、ついで、その剪断力波を準実物
大鉛プラグ型積層ゴム、高減衰積層ゴム試験体に載
荷する、というもので、「剪断力の平均成分により
クリープが生じる」、「従来の地震応答用の復元力モ
デルを単純に適用することはできない」という極め
て重要な結論を提示した。
実際、免震部材について、平均成分の存在に留意

した長時間にわたる繰り返し載荷時の挙動、小振幅
振動時の復元力モデル等々の研究が加速した。

免震に思う
耐風設計指針

神奈川大学　名誉教授

大熊　武司
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「耐風設計指針」の視点
風外力を想定した免震部材の応答特性についての

情報の蓄積、安全性について詳細な検証が求められ
る免震建築物の増加が進む中、耐風設計についての
ガイドラインの類いの必要性を感じ始めた。「実務
者のための建築物風洞実験ガイドブック」（1994年、
建築センター）の作成研究会を立ち上げた時と似た
心境である。幸いにも、本協会から「耐風設計指針
の作成」のお話しを頂き（2007年6月）、技術委員会
に耐風設計部会が設けられ作業がスタートした。作
成の基本精神を上記ガイドブックと同じく「設計判
断を下すに至る作業を合理的かつ実務的に進めるこ
とが出来る技術環境の整備・体系化」とし、「適用
範囲」にあるように、免震部材の速度依存性、振幅
依存性、温度依存性および風力の平均成分による（ク
リープ性部材・すべり支承の）クリープ・すべりを
考慮した、「地震時の応答特性とは異なる免震構造
特有の風応答性状を実用的に評価する方法」を提示
することを目標とした。
具体的には、極めて希な暴風時の風荷重に対する

最大応答量、当該暴風時（必要に応じて、供用期間
中の強風・暴風時を含む）の長時間にわたる繰り返
し負荷による損傷の累積等に対する設計・検証方法
の提示である。とは言え、建築物荷重指針（建築学
会、最新版は2004年）に提示された耐風設計指針と
別世界のものに成るわけではなく、むしろその知見
は十分活用できる。免震用指針策定の基本方針にあ
る「免震層全体の応答を予測し、その予測挙動に対
して各免震部材の安全性を検証する」にそのポイン
トがある。つまり、先ず、適度な精度の等価静的風
荷重により免震層の応答レベルを把握し、そのレベ
ルに応じて求められる免震層の構成要素である各免
震部材の検証事項・方針を確認する、という考え方
であり、このために、免震層（免震部材）の応答レ
ベルを、【ランクA（a）】風荷重に対して免震層（免
震部材）は弾性限（降伏応力）を超えない、【ラン
クB（b）】風荷重に対しては弾性限（降伏応力）を
超えるが、変動成分に対しては弾性限（降伏応力）
を超えない、【ランクC（c）】変動成分に対しても弾
性限（降伏応力）を超える、にランク分けする。な
お、ダンパーが流体系のみで構成されている場合、
そのダンパーのランクはbあるいはcとする。
以上のような視点にたって、国交省H21、22年度

「建基整促進事業12」の成果も踏まえて、2012年9月、

指針が刊行された。取り纏めは、「技術資料の整備・
体系化」という考え方に従い、指針運用の理解・支
援および今後の技術情報の円滑な蓄積・更新が進む
ように、付録の充実に留意した。すなわち、付1．
免震部材の性能試験法、付2．免震部材の風応答特 

性、付3．暴風の継続時間、付4．暴風の累積作用時
間の簡易評価方法、付5．免震層の簡易風応答評価
方法、付6．免震層の風応答評価例、である。

課題
本指針では実用性を考慮して、免震層の風応答時

復元力特性を地震時復元力特性と同じでよいとして
いるが、ランクCの場合には、原則、応答振幅レベ
ルに応じた復元力特性を用いた時刻歴応答解析によ
るとしている。しかし、いきなり風外力を平均成分
と変動成分に分け、しかも、地震用復元力特性を用
いている実務例が見受けられる。外力を成分分けす
るという簡易な扱いを採用するのであれば、先ずは、
その妥当性、各免震部材の復元力特性のモデル化に
ついて考え方を示す必要がある。時刻歴応答解析に
ついては、「簡易」、「直接」に拘わらず、クリープ・
残留変形についての研究の進展も望まれる。
免震部材への総入力エネルギー、累積損傷等の評

価には、1イベントとしての暴風の継続時間の他、
必要に応じて日常的な強風も含めた供用期間中の累
積作用時間の評価が必要である。疲労の累積につい
ての試算によれば、日常的な強風の影響も大きく、
小振幅域の応答評価方法についての研究、特に、実
建物による研究が期待されるところである。なお、
暴風の継続時間の問題は荷重指針の改定版（近刊）
においても言及されることになっている。
繰り返し負荷による累積損傷評価については、免

震部材それぞれに特有な累積損傷事象を金属疲労と
同じような手法で評価できるかという問題もあり、
また、繰り返し負荷に伴う特性の変化にも注意する
必要がある。
最後に、改めて、安全性の検証には最大荷重時の

みならず供用期間中の荷重効果、特に風、地震等々
による累積的損傷の総合評価についての研究を期待
したい。
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1　はじめに
日本では1995年に発生した阪神大震災により人々
の耐震安全性への要求が高まり、免震構造への関心
も同時に高まりました。これにより免震構造技術は
完成度が高まり、法整備も充実してきました。一方、
社会に目を向けると、経済発展に伴い超高層建築の
建設も加速されてきました。更に、人々の居住環境
に関しても都心回帰への関心が高まりました。今世
紀の初め建設技術では高強度コンクリート技術が成
熟期を迎え、都心部での超高層RC集合住宅の建設
が盛んになってきました。それまで高嶺の花であっ
た超高層マンションは、高強度コンクリート技術の
おかげで大幅に値下がりしてきました。超高層建築
の構造設計には高いエンジニアリング能力が求めら
れます。更に、眺望や広い空間を確保して居住性を
向上するために、躯体の断面を必要最小限にする事
まで求められる場合があります。このように超高層
住宅の耐震性確保は容易ではありません。この困難
なニーズに応えるため、日本の構造エンジニアは高
強度コンクリート技術と免震構造技術を用いて世界
に類を見ない超高層免震構造の実現に向けて突き動
かされて来ました。
超高層免震構造は主に日本国外からは特異な技術
と見なされており、賛否両論があります。反対論の
筆頭は、「超高層建物は長周期構造物で既に応答加
速度はそれなりに低減されているのに、何故更に免
震化する必要があるのか」と言うものです。勿論こ
れ以外にも免震装置の高圧縮力や引き抜きに対する
性能、更に、この様な鉛直力下での水平変形性能な
ど様々な問題が指摘されています。このような議論
は大きく二つに分けて考えられます。一つは超高層
建物を免震化することのメリット、もう一つはメ

リットがあるとした場合に乗り越えなければならな
い技術的な課題です。

2　メリットと技術的課題
まず、メリットは何でしょう。前節に述べました
通り、社会のニーズは超高層建物での居住環境の向
上と耐震安全性の確保です。免震化でこの両者を実
現できればメリットは非常に大きいということがい
えます。従って課題は免震化することにより耐震性
が上がり地震応答を減らせるのかということと、そ
もそも超高層建物を免震化することが出来るのかと
いうことになります。
一番多い質問は、やはりアスペクト比の大きな建
物を免震構造にして地震の時に転倒しないかという
ものです。転倒は有次元問題で、同じアスペクト比
のものでも寸法の小さなものより大きなものは倒れ
にくくなります。振動台の上にアスペクト比が同じ
で大きさの異なる直方体を並べて実験するとその違
いは歴然です。一般に超高層建築の底辺は短くても
10m程度は有り、地震の振幅でこれを転倒させるの
は非常に困難です。つまり超高層建物を免震して柱
や杭の引き抜きや圧縮が課題になる事はあります
が、転倒が課題になる事はまずありません。
では免震により耐震安全性は上がるかです。構造
計画的に耐震安全性の向上を層間変形角の最小化と
して考えてみます。図1は超高層建物と免震化した
超高層建物のイメージです。基礎固定と免震した場
合の上部構造の変形を、上部構造の剛性に比べて免
震層が比較的硬い場合と免震層が柔らかい場合のそ
れぞれに対して概念的に図2に示しました。上部構
造の周期Tsと免震周期Tbが比較的近いかTsよりTbが
短い硬い免震の場合でも、免震装置を入れれば上部

免震・制震建築の発展
超高層免震建物の開発と発展

竹中工務店

東野　雅彦
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構造の変形δsは小さくなります。しかし、上部構造
の周期Tsに比べて免震周期Tbが十分に長ければ免震
層の変形δbが大きくなる一方、上部構造の変形δsは
より小さく抑えられます。更に、免震層につけるダ
ンパーの効果も免震層の変形が大きくなると減衰効
果をよく発揮し、免震層を含めた構造全体の減衰性
能を高めて応答低減効果を高めます。つまり、免震
装置が荷重支持能力と変形能力を担保できるのであ
れば、構造安全性上免震化した方が良いと言えます。
次に内容物と居住者の安全性です。構造体に損傷
がない前提で、居住者の安全は基本的に内装や家具
が被害を免れれば安全と考えられます。家具の転倒
あるいは滑りは家具のプロポーションや床と家具の
摩擦に対して床応答加速度が上回るかどうかで決ま
ります。耐震設計された超高層建物の場合、固有周
期は長周期化されていますが、制振などの手段を用
いない普通の耐震構造とした場合、床応答加速度は
それなりに大きくなるのが一般的です。従って免震
構造の導入により更なる長周期化と、ダンパーの導
入による大きな減衰の付加により、床応答加速度を
低減することは内装の被害を減らし、家具の転倒や
滑り出しを抑制するために非常に有効です。家具の
転倒などが低減できることは耐震安全性に加えて資
産価値が向上します。このことは日本で集合住宅の
免震が多い最大の理由となっています。
以上の様に、超高層建物でも免震構造を導入する
ことは構造的にも内容物にとっても安全性向上に有
効です。従ってこれを実現できる免震装置が存在す

るかが焦点になります。免震装置（アイソレータ）
に求められる性能は圧縮と引っ張り両方に関する鉛
直支持能力と水平変形能力です。また、出来るだけ
免震周期を延ばすことにより免震構造の性能を向上
させることが出来るために、復元力を持たない免震
装置があれば非常に有効です。現在、積層ゴムは
20,000kN～30,000kNの鉛直支持能力を持つものが生
産されています。また、水平剛性を持たない装置と
しては滑り支承と転がり支承があり、何れも
30,000kNクラスの支持能力があるものが生産されて
います。また、ダンパーも±50cmを超える変形性
能を持つものが生産されています。従って、道具立
ても揃い超高層免震建物は実現が可能となりました。

3　超高層免震建物の建設
これまで日本で建設された超高層免震建物の数を
年代別にまとめたのが図3です（日本免震構造協会
提供データに基づく）。2013年までに約300棟建設さ
れています。図4は超高層建物における耐震、制振、
免震の割合を示しています（日本免震構造協会提供
データを含む独自収集データによる概要）。近年で
は毎年約1／4は免震構造で設計されていることが判
り、現在では超高層免震建築は日本では広く普及し
ていると言えます。

ここで最近建設された超高層免震建物の一例を紹
介します。この建物は福岡県福岡市にある地上42階、
地下1階、高さ145.3mの超高層集合住宅です（写真1）。
超高層住宅のニーズである眺望を最大限にするため

図1　耐震建物と免震建物

図2　免震化による上部架構の変形

図3　近年の超高層免震建物建設状況

図4　超高層建物の「耐震、制振、免震」の割合
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に各棟各階の住戸数を4戸に限定し、全ての住戸を2

面採光する建築計画がされました。この計画を実現
するために、構造的には非常にスレンダーな建物3

棟を空中庭園で連結した連結制振構造と免震構造が
採用されました（図5、6）。連結構造の空中庭園は
超高層建築では実現しにくい開放的な空間を建物上
層階にも提供しています。免震構造は天然ゴム系積
層ゴムに低摩擦の滑り支承を組み合わせ、免震周期
の長周期化を図っています。また、空中庭園による
連結制振構造ではオイルダンパーと粘弾性体ダン
パーが採用され、地震時の免震層での引き抜きを抑
制するほか、強風時の居住性の改善にも貢献してい
ます。

4　おわりに
免震構造は超高層建物の免震化をはじめ耐震安全
性の向上に加えて建築計画上様々な自由度の拡大に
貢献してきています。その一方で、東北地方太平洋
沖地震の経験や地震の研究の発達により、建築が経

写真1　アイランドタワースカイクラブ外観

験するであろう地震動はより過酷なものが予測され
るようになってきました。優れた都市環境の実現の
ためには弛まない研究開発が必要で、エンジニアに
は今後更なる努力が求められているといえます。

図5　架構の概念図

図6　免震装置の配置
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1　はじめに
中間層免震構造は、敷地の制約が多い都市部のオ
フィス等を中心にその採用が増えている。とりわけ
超高層中間層免震等の実例も多くなっている。ここ
では、まずこれまでの中間層免震構造の設計上の所
感を述べ、最近の実施例について後に述べることと
する。

2　建築計画との整合性
前述の通り、都市部など限られた敷地の中で、地
下部に免震層を設けるとクリアランス等からその有
効平面積が小さくなり、それを解消する方策として、
また免震層を上部に設けることで、1階建物廻りと
いうパブリックな部分に免震可動部を設ける必要が
ないということから、中間層免震は非常に有効な構
造形式と言える。
また建物内で、上下で用途を変える場合などにも
有効であり、後述の実施例も上階のオフィスと下階
のホールの間に免震層を設けている。最近の事例で
はオフィスの上部に免震層を設け、その上部に住宅
を配して、住宅部の揺れを小さくして耐震安全性を
高くする例など、建築的な意味付けまで昇華できて
いるケースも出てきており、耐震性のみならず、建
築的なプログラムにマッチングした構造計画が可能
となる。
最近の中間層免震では、外装目地等も改良され、
外観からはどこが免震層か判らないような外装デザ
インの中間層免震構造も出てきており、デザイン性
も踏まえた建築家との対話が重要であると考える。

3　中間層免震と縦動線
中間層免震構造において、エレベータシャフトや

 

階段等の人的動線や設備配管等の処理は、基礎免震
構造の設計の場合に加えて、留意事項が多くなる。
エレベータに関しては、近年免震構造用エレベー
タも開発され、その実用例も多くなってきているが、
地震時の運転停止や復旧のシステムに関しては各社
各様であり、その特性を踏まえたクライアントとの
合意、設計が必要となる。
また設備配管等に関しても、多様な免震継手等が
開発されているが、免震層を通過する配管が多くな
るほど、注意すべき箇所が増えるため、将来的な可
変性も踏まえた免震層の設計を心がけたい。

4　中間層免震とフェールセーフ
言うまでもなく免震構造は免震層の特性によって
建物全体の耐震性が左右するような不静定次数の低
い構造と言えることから、フェールセーフを考える
ことは重要であり、10年前のJSSI「創立10周年記念
会史」においても指摘されているものである。中間
層免震、とりわけ地上部に免震層を配置した場合、
不測の事態で上部構造が転倒するような事象は、建
物本体のみならず周辺建物にも影響を及ぼしかね
ず、必ず避けるべきものである。この意味において、
中間層免震においてフェールセーフを考えることは
更に重要なことであると言える。
フェールセーフには、設計用地震動の入力レベル、
応答の余裕度、さらには後述の実用例でも述べてい
るようなハード面によるものなど、いろいろな形が
考えられるが、フェールセーフの設計を通して、そ
れをクライアントに説明し合意を得ることは、社会
資産としての建築に向き合う上で、常に心がけてい
くべき事項であると考えている。

免震・制震建築の発展
中間層免震構造の設計

同

久次米　薫

日建設計

吉田　聡
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5　		中間層免震の採用事例（中之島フェスティ
バルタワー）
本建物は、低層部（2～7階）をホール、高層部（9～

36階）をオフィスとする超高層複合施設である。
高い耐震・環境性能、最新の演目に対応したホー
ル、地域特性を意識したセンターコアオフィス等が
建築主の要望事項であり、十分な面積を確保してこ
れらを実現するため、各用途を縦に積むことでその
要望に応える計画としている。
図1にホールとオフィス平面の重ね図を示すが、
構造計画上は以下の2つを核として計画した。

・  高層階の荷重を外周部に集約し、ホールの大空
間を実現する「巨大トラス」
・  異なる用途・構造形式を柔らかく連結し、地震
エネルギーを集中的に吸収する「中間層免震」
低層階がSRC造、中間階と高層階がS造で、低層

階と中間階の間に免震層を設けた中間層免震構造と
し、建築基準法の極めて稀に発生する地震に対し、
各部を短期許容応力度以下とする高い耐震性能を実
現した。

【メガトラスと大臣柱の設計】
巨大トラス（図2）は、高層階コア柱を建物外周

の16本の大臣柱（巨大トラスにより高層部重量を集
約して支持する柱の通称）に連結する「メガトラス」
と、高層階外周柱を大臣柱に集約する「ベルトトラ
ス」からなる。
これらの部材はレベル2地震時の1.5倍の応力に対

して各部を弾性に留める等、建物を支える極めて重
要な部材として十分な安全性を確保した。

【中間免震層の設計】
免震層は客席直上の地上約45mの高さにあり、一
部、舞台上部空間のため段違いの免震層となってい
る。段違い部上下の構造は耐震壁やブレースにより
変形差が最小となる計画とした。図3に免震部材配
置図を示す。
免震部材は鉛入り積層ゴム（LRB）及びオイルダ
ンパーを使用し、1柱で約6000トンの荷重を支える
大臣柱部には1500mmの角型LRBを2基連結して使用図1　ホールとオフィス階重ね図

写真1　建物外観（南面）

図2　巨大トラスと中間層免震概念図
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した（写真2）。低層階は極力剛性を高め、高層部重
量がマスダンパーとして働く効果を小さくし、高層
部重量や剛性の不確実性に対する安定性を高めた。

【中間層免震ならではの対策】
暴風時の免震層貫通エレベータの停止を防ぐた
め、免震層の変形を拘束する機構（耐風シアピン）
を免震層に設置した（写真3）。

図3　免震部材配置図

写真2　免震部材設置状況

写真3　耐風シアピン

ピンはレベル1風荷重まで変形を拘束し、中地震
時には破断して免震機能を発揮できるよう設定した。
本機構は新開発のため、支持部を含む実験装置に
よる破断実験や、破断を考慮した応答解析により所
定の性能を確保できることを確認した。
北面外壁には免震層をまたぐカーテンウォール

（CW）が存在する。このCWはLMガイドとボール
ベアリングにより可動機構を持ち、水平・鉛直変形
に追随できるものを開発した。（写真4）

【フェールセーフ】
免震層では、上部建物重量の約95％が巨大トラス
で集約された大臣柱下部の免震部材にて支持され
る。残る5％は9階から12階までの中間階を支持する
800φ～1000φの積層ゴムである。大臣柱下部の積層
ゴムは大径で十分な変形能力があるが、小径の積層
ゴムは想定外の変形による破断の危険性があると考
えた。破断した積層ゴムが支える荷重を支持可能な
束柱を積層ゴム周囲に設けることで想定外の地震に
対するフェールセーフとした。

写真4　外観（北面）
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創立20周年記念

1　はじめに
後述する「アクティブ免震」建物の実施例1、2）を
紹介するとき、「免震の制振」と説明して何度か不
興を買ったことがあり、最近ではこの言葉は避けて
きた。世の中では「耐震」「免震」「制振」は全く別
概念の構造システムとして定着しているため、余計
な混乱を引き起こすのであろう。今回は読者に許し
ていただくこととして、あえてこの言葉のまま、免
震建物に制振技術を導入してより高い免震効果を得
る事例を紹介する。

2　免震建物への制振技術の展開
まず、「免震の制振」の対象を明確にしよう（図1）。
免震建物は免震層に復元装置・減衰装置・支承を設
置して免震構造とする。簡略なモデルでは免震層以
上の部分を1自由度系と見なしうる。減衰装置を高
度化しても、後述の「制御」を加えず、かつ1自由
度系で扱えるならば、「免震の制振」とは言えない
だろう。

一方、減衰装置に慣性質量ダンパーなどを用いる
場合3）は1自由度系では扱い難い。また、免震建物
と耐震建物の連結制振4）する場合も同様である。こ

れらは「免震の制振」であると言える。ただし、「制
御」が加えられていないことから「パッシブ制振」
された「免震」と言えるだろう。
その他に、建物や地盤の振動などの時々刻々の
計測情報を基に、建物の振動を減らすように「働
きかけ」を行うこと、すなわち「アクティブ」な「制
御」も考えられる。「パッシブ制振」も広義の「制御」
に含みうるが、ここでは時々刻々の計測情報を使
うものに限って「制御」と言うことにする。なお、
「働きかけ」の方法として、減衰装置などの特性を
変化させる「セミアクティブ」5、6）およびアクチュ
エータで制御力を加える「（フル）アクティブ」が
ある1、2）。
一般論として、パッシブ→セミアクティブ→アク
ティブの順に免震効果は高くなるが、技術的・コス
ト的なハードルも高くなる。

3　制御アルゴリズム
ここでは、免震建物を1自由度系（図2）と見なし、
アクティブ制御の制御アルゴリズムとして、絶対制
振理論7）を簡単に紹介する。

図1　制振技術を加えた免震構造

図2　制御対象とする免震建物モデル

免震・制震建築の発展
免震の制振

大林組

勝俣　英雄
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相対座標系を使って運動方程式を書いてみる。

ここで、m：質量、c：減衰係数、k：剛性、x：
免震変位、x0：地動変位、・・，・：（2、1階）時
間微分。
免震層にアクチュエータを設置して、地面に反力
を取って建物に制御力fを加えるとする。このとき、

とすれば、振動系の外乱がゼロになり、免
震変位xはゼロになる。これでは地面と同じ加速度
が建物に生じ、免震効果はない。
一方、絶対座標系で運動方程式を書く。

制御力 を加えると、右辺の振動
系の外乱がゼロ→絶対座標系の応答 はゼロ→
建物加速度もゼロ、となる。これは振動系に入力す
る前に制御を加えるので、フィードフォワード制御
（FF制御）と言う。なお、cやkはあらかじめ振動モ
デルとして制御システムに組み込んでおく。
当然のことながら、制御では誤差を許容しなけれ
ばならない。つまり、cやkの設定誤差や の計
測誤差のため、FF制御しても絶対座標系の応答はゼ
ロにならない。そこで、絶対速度に比例する制御力

を加えると（ここで、cs：係数）、
粘性減衰係数がc→c＋csに大きくなったように、振
動の減衰が早まる。これは振動系の応答の情報を戻
して使うので、フィードバック制御（FB制御）と
言う。また、このように仮想の絶対空間上に反力点
を取って減衰を高める制御のことをスカイフックダ
ンパーと呼び、機械分野では広く使われている。
セミアクティブ制御では、その制御対象・装置の
範囲内でアクティブ制御にできるだけ近づけるよう
に制御を行う。例えば、粘性減衰係数をcHとcLの2段
階（ただし、cH＞cL）に切り替えられるオイルダンパー
を使うとする。このとき、上述したスカイフックダ
ンパーをセミアクティブ制御で近似するには、例え
ば下記のように行えばよい。

が同符号のとき、cHに切り替える。
そうでなければ、cLのままとする。
なお、実際の制御アルゴリズムは、様々な要因（ロ
バスト性、安定性、装置容量、・・）を考慮して非
常に複雑である。上記のように単純ではない。

4　アクティブ免震建物の実施例
最後にアクティブ免震建物の実施例1、 2）を簡単に

述べる。建物概要を表1と写真1に示す。上部構造は
鉄骨造3階である。免震構造としたことと柱に超高

強度CFTを採用したことにより、スパン18mを柱直
径500mmで実現した。知的生産を行う研究所にふさ
わしく、非常に軽快な空間を構成している。
制御は3．で述べたFF制御とFB制御を組み合わせ、
建物応答加速度を地動加速度の1/30程度にすること
を狙っている。制御力は各水平方向に2台の出力
1100kN・ストローク±200mmの油圧アクチュエー
タを配置して加えている。免震層の伏図を図3に、
制御装置の概念図を図4に示す。
制御アルゴリズムは既に1988年に考えられたが、
実現するには次の課題があった。詳細は文献1）に譲
りたい。

表1　建物概要

写真1　建物外観

図3　免震層伏図
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①制御の安定化
②地動変位・速度の計測
③積層ゴムの低剛性化
④フェイルセーフ
図5に設計段階における地震応答解析結果の概要
を示す。この建物の設計では告示波200galまではア
クティブ制御が働くようになっており、建物応答加
速度が非常に小さくできることが分かる。200galを
超えると一部の時間帯でフェイルセーフが働き、ア
クチュエータをホールドしてパッシブ免震になる。
このため、建物応答は大きくなるが、通常のパッシ
ブ免震（オイルダンパー）より応答はまだ小さい。

5　おわりに
免震構造の進化の方向の1つは免震効果の向上で
あろう。例えば、免震構造に制振技術を組み合わせ
る方法、「免震の制振」がある。ここでは、アクティ
ブ免震の事例を中心に紹介した。「免震の制振」が

普及するには様々な課題はあるが、今後の発展が期
待できる。
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図4　アクティブ免震装置の構成

図5　アクティブ免震の効果



30 MENSHIN　NO.86　2014.11

創立20周年記念

1　はじめに
旧基準で設計された建築物の耐震性を補う改修
は、平成7年に発生した阪神大震災を契機に施行さ
れた耐震改修促進法により始まり、来年で20周年を
迎える。日本における免震改修も、在来の耐震改修
と同時にこの頃から始まり、特に地震直後から防災
拠点としての機能維持を必要とする庁舎では多くの
計画や工事が進められている。ここでは、多様化す
る庁舎免震改修の計画例を紹介する。

2　		免震改修が選ばれる理由（東京都豊島区役
所本庁舎の場合）
免震改修が採用される一番の理由は、耐震改修と
比較して、什器等の転倒防止など、その高い耐震性
能を確保することが可能な点である。初めて居なが
らの免震改修がなされた豊島区役所本庁舎（設計・
施工：平成9～12年）では、改修中・改修後の使い
勝手や改修中の移転費用を考慮して、基礎下免震改

図2　基礎下免震と中間層免震の比較

図1　免震改修前後の断面図と工事範囲（豊島区役所）

レトロフィット後の断面図

免震・制震建築の発展
多様化する庁舎の免震レトロフィットについて

大成建設

細澤　治
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修が採用された。当庁舎は当初、耐震補強として計
画された。しかし、補強部材が建物全体に配置され
るため、①工事範囲が全体におよび、引越しを余儀
なくされ経費がかさむ上、サービスが低下する。ま
た、②補強部材が執務室の有効スペースを減少させ、
使い勝手が悪くなると判断された。そこで、工事範
囲を免震工事部分に限定した「居ながら施工」が採
用された（図1）。施工手順は、最下階の土間床の解
体、掘削、ピット躯体の施工、免震装置の設置、そ
して、構造床の復旧とした。ただし、執務を続ける
ため、地下の機械室の機能を停止することはできず、
その部分のみ土間床の撤去を行わず、土間床を下部か
ら鉄骨梁で補強することで免震ピットを構築した。

3　		既存建物の状況に合わせて設定する免震位置
（山形県天童市役所本庁舎の場合、2015年
6月竣工予定）
図2は免震改修における免震位置の比較を示して
いる。中間層と比べて基礎下免震では、①非免震部

がなく全体が免震化でき、②工事範囲が執務階に及
ぶことがなく基礎下に集中し、③エレベーターシャ
フト・階段に影響することなく使い勝手が変わらず、
④専用ピット内にある設備継手や免震装置の維持管
理が容易となるなど、有利な点が多い。しかし、基
礎下免震の場合、既存の基礎や外周部の状況によっ
てはピットやクリアランス確保のための掘削が難し
く、事業予算を考慮すると造成を必要としない中間
層免震が適している場合がある。
山形県天童市役所本庁舎は、A棟とB棟に分かれ
ている。A棟は2層で南側のピロティ上部には議場
を有し、北側は1階部分が市民サービスのエントラ
ンスゾーンとなり上部に議員控室が配置されてい
る。B棟は5層の事務執務ゾーンで、A棟に隣接する
部分にエレベーターと階段が配されている。なお、
地上部の構造体には5㎝程度のEXP.Jが存在するが、
既存基礎部は一体構造であった。改修にあたり、使
い勝手を考慮し、両棟の間に新たに大きなEXP.Jを
設けることなく、基礎部の一体性をさらに補強を施
したうえで、両棟一体の複合免震とした。執務室部
分であるA棟は計画上有利な基礎下免震とし、屋外
のピロティ部は中間層免震である（図3）。
計画にあたっては、免震装置レベルも違い、その
形状は非常に複雑となるため、立体解析を行いねじ
れ変形の影響や上部構造のEXP.J部の状況を確認し
ながら設計した。図4に免震装置配置図を、表1に変
形の応答値を示している。オイルダンパーはY6と
Y10通に1台ずつ配置した場合と比較して、設計配
置のY6に2台設置することにより、ねじれが制御さ
れていることがわかる。

4　		狭隘な場所での免震改修計画（新宿区役所
本庁舎の場合、2015年11月竣工予定）
新宿区役所の配置図と断面図を図5に示す。北東
側の隣地境界線や、北西側の区道との境界線との間
隔は、既存建物の仕上げを削り取ったとしても300

㎜しかない。また、地下は敷地いっぱいに配置され、
B1階は機械室と食堂、B2階は駐車場として使用さ
れており、地上部は8階建ての議場を有する庁舎で

表1　オイルダンパーの違いによる応答値の比較（天童市役所）

図4　免震装置配置図と基礎補強位置（天童市役所）

図3　免震改修後の南側パース（天童市役所）

図5　配置図と断面図（新宿区役所）

ピロティ部：中間層免震

Ａ 棟 Ｂ 棟

免
震
装
置
レ
ベ
ル 執務室のある部分：基礎下免震
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ある。耐震診断の結果、補強が必要とされたが、こ
のような狭隘な場所で基礎下免震を実現するため、
3つの工夫で居ながらの改修計画をした。
工夫①　免震部分の曳家
通常の免震システムのクリアランス寸法は最低で
も500mm程度以上が必要になる。しかし、敷地境界
線までの間隔が300mmしかないため、南側にX、Y

方向共に100mm曳家することとした。曳家は、改修
時の支柱の下部にすべり板を設け、自重を反力とし
て移動させる計画とした（図6）。
工夫②　都市型小変位免震システム
免震システムは天然ゴム支承とオイルダンパーで
変形量を抑制した（図9）。ただし、X、Y方向共に
16台配しているオイルダンパーの半分はパッシブ切
換型とし（図7）、中小地震ではオイルの流れを2ルー
トとして通常のオイルダンパー使用時と同様の居住
性を維持し、大地震時にはシャットオフ弁により大
きな減衰力を発揮できる切換タイプのオイルダン
パーとした。この都市型小変位免震システムの採用
により400mm（300mm+100mm曳家）のクリアラン
スに対して十分な余裕を持った計画とすることがで
きた。
工夫③　施工方法
基礎下免震改修の施工では、一般には建物周辺に
ドライエリアを設け、施工時の地下への搬入経路を
確保する。しかし、敷地に余裕がなく、搬出入経路
を建物周辺部で十分に確保できないため、サンクン
ガーデンや地下駐車場への車路を利用し、掘削土の
搬出や資材の搬入経路を合理的に確保した。（図8）

5　まとめ
ここでは庁舎における免震改修事例を紹介した
が、歴史的建築物、病院・研究施設、その他、事務
所や百貨店など、さまざまな用途に免震レトロ
フィットは採用されつつあり、その件数も増えてい

る。さらに、東日本大震災以降は、旧耐震だけでな
く、新耐震建物においても、什器転倒防止のため免
震改修を計画した建築物もあると聞いている。既存
ストックの一層の有効活用を図ってゆくうえで、免
震化は有効な方法と考えられる。

図9　改修後の断面図と免震装置の配置図（新宿区役所）

図8　地上部の主な工事範囲と搬出入計画（新宿区役所）

図7　パッシブ切換え型オイルダンパーの機構（新宿区役所）

図6　隣地間隔を確保するための曳家の方法（新宿区役所）
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創立20周年記念

1　はじめに
既存建物の補強計画における重要な制約条件の1

つに補強構面の確保の問題がある。開口の減少や部
屋の細分化などによる建物機能の低下を避け、騒音
や居住者の移動といった工事中の影響を最小限に留
めるためには補強構面はなるべく少なく、かつ集約
させたい。レトロフィットの構法として在来の耐震
でなく制震を採用する利点の1つはこの点にある。
制震装置のエネルギー吸収（減衰付加）による応答
低減効果のため、必要な装置耐力（補強構面数）を
削減した効率的な補強が可能となるからである。制
震補強は動的設計が前提となるため、設計用地震動
や対象建物の変形性能に応じたクライテリアの設定
が必要となるが、90年代より主に中低層建物に適用
が進んで来た。大地震時の効果に重きが置かれ、安
価で使い易い弾塑性ダンパーが多く採用された。
一方、2003年の十勝沖地震を契機に広く知られる
ようになった長周期地震動の問題は、既存超高層ビ
ルの制震改修という新たなニーズを生み出してい
る。2011年の東北地方太平洋沖地震の際には首都圏
の超高層ビルが長時間に渡り揺れ続け、構造体に大
きな損傷は無かったものの、天井や間仕切り等の二
次部材の被害や居住者の恐怖心の問題がクローズ
アップされ、耐震安全性だけでなく機能維持性・安
心性が強く求められるようになった。長周期地震動
のような共振的振動には減衰付加が効果的であり、
対応振幅レンジの広い高性能な粘性型制震装置を用
いた制震レトロフィットに期待が高まっている。
制震レトロフィットの目的や対象とする建物は多
岐に渡るが、本稿では超高層ビルの長周期対策とし
ての改修技術に焦点を絞り、代表的な技術と適用事
例を紹介する。

2　長周期地震動対策としての制震技術
耐震補強に比べて補強構面数を低減出来るとはい
え、補強箇所の確保は常に難問である。改めて制震
装置の配置計画において要求される項目を列記すると、
①建物の機能性を損なわない
②工事の影響を最小限に留められる
③制震装置に変形を集められる剛性を有している
④制震装置の反力に耐えられる強度を有している
①②に対しては、建物構造形式に応じた様々な計画
上の工夫が行われている。図1の例1）では38階にベ
ルトトラスを有するスーパーストラクチャの特徴を
考慮し、24階にオイルダンパーを集中配置する事で
影響範囲を最小限に留めている。ダンパー構面をロ
ングスパン梁中央部に新設することで③の効率を高
める工夫もなされている。本建物は2009年に制震改

図1　52階建て超高層オフィスビル1）

免震・制震建築の発展
制震レトロフィット

鹿島建設

栗野　治彦
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修工事が完了し、2011年の東北地方太平洋沖地震の
際に観測記録が得られており、優れた応答低減効果
が確認されている1）。
図2の例2）ではオイルダンパーを含む3種類のダン
パーを全て共用部に設置することで、専有部に対す
る工事の影響を最小限に抑える工夫がなされている。
一方、③④に対しては、制震装置の側で工夫を凝
らすことで解決を図っている例もある。③に対して
は、制御機能（減衰係数切替機能）を付与すること
でエネルギー吸収効率を高めたオイルダンパー3）が
実用化されており、前述の2つの超高層ビルではこ
の装置が採用されている。これ以外にも、てこの原
理や慣性質量による動的共振効果4）を利用してダン
パー変形（効率）を増大させる装置も開発されてい
る。④に対しては、変形に応じて抵抗力を低減させ、
既存柱への負荷を低減するオイルダンパー5）も開発
されている。
上記の層間設置型ダンパーに対し、設置形態の全

く異なる制震システムとしてTMD（同調質量ダン
パー）がある。屋上（建物上部）に集中設置するだ
けで良いため工事範囲が限定され、一般居室階への
影響を回避できる点が大きな魅力である。定常振動
を前提としたシステムであるため長周期地震動のよ
うな外乱には大きな効果が期待できるが、これまで
超高層を対象とした大地震対応のTMDは実用化さ
れなかった。大規模超高層では必要な錘重量が千ト
ン単位に及ぶが、こうした巨大な錘を安全に支持し
つつ2～3メートルに達する変位（ストローク）を許
容する支持機構やオイルダンパーの実現性の問題、
更には建物頂部に千トン規模の重量物を設置するこ
とに対するフェイルセーフの問題等が障害になって
いたものと考えられる。次章では、上記の課題を解
決して開発された超大型TMDを適用した既存超高
層ビルの制震改修事例について紹介する。

3　超大型TMDによる制震レトロフィット事例6）

図4の例は、55階建てのS造オフィスビルである。
制震装置の配置計画を図5に示す。本建物のコア周
辺部はスリット壁と呼ばれるRC耐震壁で占有され
ているため、当初は減衰係数切替型オイルダンパー
を一般居室階の窓際に設置する案から検討を開始し
たが、眺望障害や室内工事が発生するという理由で
再検討が求められ、最終的に超大型のTMDによる
制震補強案に到達した。なお、建物短辺方向につい
ては、専有部に影響を与えないコア共用部の5～10

階に減衰係数切替型オイルダンパー3）も設置し、長
周期地震動に対する余裕度を向上させる計画として
いる。

TMDは錘300tを1ユニットとし、屋上階に合計6基
（錘合計1800t）を設置する計画とした。大地震に対
して安定した効果を期待できるよう、建物有効質量
の6％強（地上部質量の2％強）の質量比としている。
錘は構造用ケーブルによる懸垂式（吊長8m）とし、
水平全方向に対して稼働できる構造とした。限られ
た屋上のスペースの中で、TMD構成要素間の干渉
を避けながら錘の可動範囲（±2m）を確保するこ
とが設計上のポイントになったが、西新宿エリアは
地域冷暖房のため屋上に設備機器等がなく、大型
TMDの設置が可能であった条件が大いに幸いした。
なお、なお、図6に断面図を示すように、TMDは屋
上階の既存梁に負担を与えないよう新設の梁上に設
置するものとし、最上階の既存柱梁に対する補強量
を最小限に留めている。
本システムの実現に重要な役割を果たしているの

図2　60階建て超高層オフィスビル2）

図3　減衰係数切替型オイルダンパー3）
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が新開発のオイルダンパーである。±2mの大変形
に追従してTMDに必要な減衰を付与するだけでな
く、万一の際に錘を安全に制御する機能が盛り込ま
れている。1つは、速度が一定以上に達すると減衰
係数が切替わって急激に抵抗力を増大させ、錘の運
動エネルギーを制限することで変形を抑制する機能
である。この制御機構には前述の減衰係数切替型オ
イルダンパーの油圧技術が応用されており、通常時
の制御性能を損なうことなく安全性を高めている。
更にストロークエンドにはバッファが設けられてお
り、変形が許容値に達した場合にはバネとなって抵
抗する。当然、ダンパーや取付フレームは万一の衝
突時の荷重にも耐えられる余裕のある強度設計が施
されている。
図7は、本TMDによる長周期地震動に対する制震
効果を示したものである。左図は建物全体変形、右
図は最上階の床の2次元的な動きを示したものであ
り、本TMDが全ての方向に対して効果を発揮して、
揺れを半減していることが分かる。
既存超高層ビルの制震改修技術の新たな選択肢と
して加わった本TMDは、現在施工が進められてお
り、2015年4月末に完成予定である。

4　おわりに
成熟したストック時代に入った日本では、今後レ
トロフィットの需要が増していくことは明らかであ
り、建物機能性と耐震性の向上を高次元で両立可能
な制震改修への期待・要望はますます高まると考え
られる。建設年代、構造形式、建物用途、目標クラ
イテリア、施工条件など様々な制約条件が加わる既
存改修では、新築の場合以上に高度な技術が要求さ
れる場合も多く、事業者・設計者・施工者の緊密な
連携も不可欠である。制震レトロフィットが魅力あ
るストック再生技術として発展していくためには、
不断の研究開発、既存技術の改良・改善と同時に、
事業者・設計者・施工者の信頼関係を深める努力が
重要である。

1）建築技術、株式会社建築技術,pp.108-109,2013.7

2）鹿島プレスリリース

http://www.kajima.co.jp/news/press/201403/5a1-j.htm

3）制震技術HiDAX（ハイダックス）

http://www.kajima.co.jp/tech/seishin_menshin/str_ctrl/hidax/

index.html

4）建築技術、株式会社建築技術,pp.105-107,2013.7

5）鉄鋼技術,鋼構造出版，pp.31-37，2011.9

6）鹿島プレスリリース

http://www.kajima.co.jp/news/press/201307/29a1-j.htm

図4　55階建て超高層オフィスビルとTMDの概要

図5　制震装置配置計画

図6　TMD断面図

図7　長周期地震動に対する制震効果
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創立20周年記念

1　はじめに
日本において、1980年代に開発が始まった免震構

造は、30年近く経った現在、ようやく市民権を得た
かの感がある。1995年兵庫県南部地震以前は、採用
件数が伸びず低迷していた。1994年米国ノースリッ
ジ地震と兵庫県南部地震において、免震建物での応
答低減効果が実証されたことを契機に、集合住宅を
中心に飛躍的に適用件数が伸びて、今日では、優に
3000棟を越える免震建物が建設されている。2011年
東北地方太平洋沖地震でも、多くの免震建物で応答
低減効果を実証出来た。
この間、免震構造の適用拡大を図るために、いろ
いろな開発が行われて来ている。ここでは、その一
例を紹介する。

2　パーシャルフロート免震構造
パーシャルフロート免震構造は、図1に示すよう
に、建物重量の一部を水の浮力により支持すること
によって、免震装置の支持する鉛直荷重を低減して
積層ゴム径の縮小化を図るものである。その結果と
して、免震構造の固有周期のより長周期化を実現し
ようとするものである。
清水建設技術研究所の風洞実験棟は、パーシャル
フロート免震構造を採用して建設された建物であ
る。鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造）地下1階地
上2階建て、延床面積は1253m2の建物で、2005年7月
に竣工した。図2に建物の全景を示す。建物重量は
約2900tfである。建物の2.3mが水中に沈んでおり、
これにより1500tfの浮力が得られている。図3に断面
パースを示す。
免震装置は、清水建設とブリヂストンの共同開発
による水中使用型の高減衰積層ゴム（650φ7基、

700φ7基）と貯水槽の壁面に設置したポリプロピレ
ンを立体網目状にした透水体である。透水体は、地

免震・制震建築の発展
免震構造の応用

清水建設

猿田　正明

図1　パーシャルフロート免震構造の概念

図2　風洞実験棟の全景

図3　風洞実験棟の断面パース
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震時に建物が発生させる波を消波することで減衰効
果を発揮するものである。
この建物では、構造モニタリングシステムを設置
しており、2011年3月11日東北地方太平洋沖地震に
おいても観測記録が得られている。図4に観測され
た加速度の最大値を示す。底盤の揺れに対して、建
物の応答は、約1/2と低減されていることが分かる。
また、図5に底盤に対するB1階の伝達関数を示す。
固有周期が2秒を越えており、長周期化しているこ
とが分かる。
パーシャルフロート免震構造は、貯水している水
を大地震時などの非常時に中水や消防用水等として
利用することも可能であり、防災拠点や病院等への
適用が期待される。

3　塔頂免震構造
塔頂免震構造は、建物の頂部に免震装置を配置し
て、そこから建物を吊り下げることによって、建物
がやじろべえのように動くものである。この構造で
は、建物の重心が免震装置より下方に位置するため、
振り子の効果により復元力も得られ、長周期の安定

図4　加速度最大値

図5　伝達関数（B1F／底盤）

した免震構造を実現できる。
塔頂免震構造の概要を図6に示す。頂部に配した

積層ゴムは、二段構造となっており、上下それぞれ
仮想回転中心に向かって曲率を持つように設置され
ている。これにより、吊り下げ部のスウェイ・スウィ
ングの動き、コア部頂部のロッキングの動きに対応
できる。なお、塔頂免震構造は、第一工房の高橋靗
一氏、東京工業大学の和田章氏（現名誉教授）、竹
内徹氏、オーヴ・アラップ・ジャパンの彦根茂氏と
清水建設とで共同開発したものである。
この構造を採用した清水建設技術研究所安全安震
館は、鉄筋コンクリート造のコア壁と鉄骨造の外周
吊りフレームからなる4階建て、延床面積214m2で、
2006年12月に竣工した建物である。図7に全景を示
すように、柱のない全面ガラス貼りの外観となって
いる。図8に頂部の免震装置を示す。300φの積層ゴ
ムが1段に4個配置されている。
この建物では、設計時の水平1次固有周期は5秒で

図6　塔頂免震構造の概要

図7　安全安震館の全景
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ある。強風時の揺れを押えるために、頂部と2階床
にオイルダンパーを設置し、平常時はロックされて
いる。地震時には、1Fに設置した加速度センサーが
設定値を越えるとオイルダンパーのロックが解除さ
れ、減衰装置として機能するシステムである。
東北地方太平洋沖地震での観測記録を図9、10に
示す。加速度最大値を見ると、RCコア頂部では1F

に比べて増幅しているものの、免震装置を介した
ハットトラス部では約1/2に低減されており、そこ
から吊り下げられている建物部分（2F、RF）もほ
ぼ同じ大きさである。伝達関数より、建物部分の固
有周期は3秒を越える長周期となっており、長周期
化を目指した免震建物として機能していることが確
認出来た。

4　おわりに
日本列島は、地震の活動期に入ったと言われ、東
海・東南海地震や首都直下地震の発生も懸念されて
いる。その中で、ますます期待を集める免震構造で
ある。さらなる安全な構造として、新たな免震構造
の開発を進めて行きたい。

図8　頂部免震装置

図10　伝達関数（RF／1F）

図9　加速度最大値
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1　はじめに
従来の免震構造は、水平方向の地震動のみに対し
て有効なものであった。その理由としては、建物の
損傷は上下動よりも水平動が支配的であると考えら
れてきたことが挙げられる。しかし、2008年の岩手・
宮城内陸地震により、震源に最も近いKiK-net観測
点IWTH25（一関西）の地表の上下成分において、
4000gal近い極めて大きな加速度が観測1）されるな
ど、近年の全国的な強震観測網の整備と観測セン
サーの精度向上に伴い、上下動はこれまで考えられ
てきたより大きな地動の存在が明らかとなった。こ
のような設計時の想定を超える地震を受けた場合
に、ロングスパンの梁をもつ建物等に有害な損傷が
発生してしまう可能性も高まっている。このような
構造安全性の他にも、拠点医療施設では医療機器の
散乱を防いで地震直後から即座に医療活動を行うた
め、また、危険物を扱う研究所や半導体製造施設に
代表される高価な製造設備を有する工場など、建物
内部の資産保全の観点からも上下免震の実現が期待
されている。
しかしながら、上下免震装置は建物を常時支えな
がら、地震時には上下方向へ自由に運動することに
なる。各柱下で上下運動を自由に行えることは建物
重心位置の移動や地震時転倒モーメントによるロッ
キング振動が起こり易くなることでもある。そのた
め、これらを抑制して、建物を水平に保ちながら上
下方向に運動させる仕組みが必要とされる。さらに、
建物の重量配分は内部の利用状況によって日々変化
しているため、この変化に対し建物を常に水平に保
ち続けることも求められる。以上を踏まえて、本稿
では水平・上下方向に対して有効な3次元免震装置の
開発とその装置を用いた建物設計例7）～9）を紹介する。

2　建物概要および構造計画
3次元免震を適用した建物は、地上3階、最高部高

さ9.0mの共同住宅である（図1、写真1）。基準階の
平面形状は、X方向2.7mおよび7.2mの3スパン、Y方
向4.5mの3スパンで構成されている（図2）。建物に
は1階床梁下と基礎の間に3次元免震装置を設置して
いる。免震材料には、水平方向に対しては天然ゴム
系積層ゴム支承と水平方向用オイルダンパー、上下
方向に対しては空気ばねとスライダーおよびロッキ
ング抑制付オイルダンパーシステムを採用してい
る。クリアランスは水平方向60cm、鉛直方向10cm

としている。表2に構造設計クライテリアを示す。

写真1　阿佐ヶ谷「知粋館」

図1　建物外観

免震・制震建築の発展
3次元免震建物
−建物の概要及び特徴と免震装置について−

構造計画研究所

髙橋　治
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3　免震装置概要
（1）3次元免震装置
免震装置は一般の免震で用いられる天然ゴム系積
層ゴム支承の下に鉄骨架台を組み、これらを空気ば
ねで支える構造である。また、空気ばねがせん断力
を負担し過ぎないよう、上下方向に摺動しながら建
物のせん断力を基礎へ伝えるスライダー（せん断力
伝達装置）を配している。このように水平方向と上
下方向とで装置を独立させることによって、免震層

における解析の明快さを確保するとともに、各支点
下で水平方向・上下方向それぞれに装置を選定でき
る組合せの自由度を得る事ができる。なお、空気ば
ねは長期時においては自動レベリング装置により支
点の位置が所定より高ければ空気を抜き、低ければ
コンプレッサーにより空気を入れ、常に一定の高さ
を保つ機構を備えている。

（2）ロッキング抑制付オイルダンパーシステム
本建物のように各支点が上下に自由に動く場合、
建物が地震力等によるロッキング運動に対して抵抗
できなくなる。そこで図4に示すように2本のオイル
ダンパーを、配管により建物の対角線上にたすき掛
けにして繋ぎ、ダンパー間をオイルが行き来できる
ようにすることで、上下動成分に対しては配管抵抗
による適度な減衰で上下方向のエネルギーを吸収
し、ロッキング動成分に対してはダンパー絞りによ
る過大な減衰でロッキング動を抑制する。これらは
油圧を用いた機械的な仕組みで実現できるパッシブ
な装置であるため、電気トラブルによる故障や誤動
作の心配がなく高い信頼性を確保することができる。

4　振動解析概要
解析モデルは各装置の実大試験により得られた
データを踏まえて立体時刻歴解析用のモデルを作成

表1　阿佐ヶ谷「知粋館」概要

図2　伏図

表2（1）　水平方向設計クライテリア

表2（2）　上下方向設計クライテリア

図3　3次元免震装置の構造

図4　ロッキング抑制付オイルダンパーシステムの仕組み
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した。各柱下に3次元免震装置モデルを配置した立
体モデルとした。図5に示すように各装置を構成す
る積層ゴム、鉄骨架台、スライダーおよび空気ばね
をそれぞれモデル化している。ここで、空気ばね、
スライダーは3体、もしくは4体を個別にモデル化し、
実装置と同様の位置関係で配置した。ロッキング抑
制付オイルダンパーシステムは実建物同様に対角の
柱を結ぶように2組配置している。

図7に水平・上下方向同時入力地震波応答解析に
おける上下方向成分の応答解析結果を示す。なお、
上下方向最大応答加速度には水平免震のみの場合お
よび基礎固定時の解析結果も併せて記載している。

水平免震のみ・耐震の上下方向最大応答加速度は、
建物頂部で著しく加速度が増幅しており、これはロ
ングスパン梁の上下振幅による影響と考えられる。
このような場合においても、上下免震を行った場合
では床の応答加速度は各階で一様となっている。

また、ロッキング抑制付オイルダンパーの効果検
証として、建物対角の2点を結ぶ各支点の上下の時
刻歴変位を図8に示す。ロッキング抑制付オイルダ
ンパーを取り付けた2点間は位相をほぼ同一にしな
がら互いに追従して動き、建物が水平を維持しなが
ら上下方向に変位していることが確認できる。なお、
建物のロッキング角はY方向最大で1/570となっている。

図5　3次元免震装置のモデル

図6　ロッキング抑制付オイルダンパーシステムのモデル図

表3　固有値解析結果

表4　各装置のモデル化方針

表5（1）　水平方向入力地震動一覧

表5（2）　上下方向入力地震動一覧

図7　上下方向最大応答値
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5　おわりに
3次元免震装置の開発と建物への適用例について、
建物の概要と設計方針およびこれらを踏まえた構造
設計について紹介した。今回、世界で初めて開発し
た免震装置は、水平力によって摩擦力が変動するス
ライダーの複雑さがあるものの、基本的には単純な
バネやダッシュポッドで構成されており、要求性能
に見合ったシステムを実現している。実建物による
データ収集も行っており、2011年東北太平洋沖地震
に関する報告も出来る状態である。今後は、より高
性能かつ低コストな装置の開発を進めている最中で
ある。
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1　建物の耐久性と耐震性
建物の短期間での建設・解体は多くの資源やエネ
ルギーを無駄使いする。限りある資源と地球環境を
守るためには、こうした悪習慣をやめて、建物をよ
り長期間使い続ける必要がある。建物の長寿命化が
必要である。そのためには建物は現状より高耐久で
ある必要がある。さて、建物の想定寿命が現在より
何倍か長くなると、建物がその使用中に遭遇するか
もしれないと想定すべき地震動は、現状で想定して
いる地震動より当然大きくなる。したがって、地球
環境を守るためには高耐久の建物が必要であり、高
耐久の建物は高い耐震性が必要である。他にもいく
つかの理由があるが、この「地球環境保護－建物の
長寿命化－高耐久化－高耐震化」という論理が、筆
者らがわが国で免震や制震の建築を推進する必要が
あるとする理由のひとつである。また、機会を捉え
てはこのような説を論じてきている。

2　石造りの建築の耐久性
ヨーロッパで建物を見る機会があった。彼の地で
は建物の長寿命化－高耐久化－高耐震化という議論
はいささか事情が違うようである。ヨーロッパにお
いては100年、200年前の建物を改修して使用するの
はあたりまえである。なかには500年前、1000年前
の建物がまだ使われていたりする。また、オフィス
を美術館に、農家をホテルになど用途を変更して使
い続けることも多い。ことさら、コンバージョンな
どとはいわないようである。わが国の建物を短期間
で建設・解体を繰り返す習性とはずいぶん違いがあ
る。そのあたりをヨーロッパ在住の日本人に聞くと
「こちらは石の文化であるから」という答えがあっ
た。同じ質問を旅行中の日本人にしてみると「日本

は地震が多いから」という答えがあった。どちらも
建築関係の方ではない。一般的に、ヨーロッパの石
造り建物は耐久性があるので長期間使い続け、日本
の建物は強震動に構造がもたないので寿命が短いと
解釈されているようだ。わが国の建物の建て替え習
慣は構造の耐震性の低さから来ていると思われてい
るのかと気づかされる。
たしかにヨーロッパの数100年前の建物となると
大概は石造りの組積造か、れんが造りの組積造であ
る。建築材料としての石材は非常に耐久性が高そう
である。石造りの組積造の建物の耐久性は非常に高
いといえよう。一方、組積造といえばその耐震性の
低さから、わが国では大正関東地震以降ほとんど使
用されなくなった構造形式である。これに対して、
ヨーロッパは地震や台風の襲来がなく、自然災害は
数10年から100年に一度の水害程度であるので、耐
震性の低い組積造の建物が多数残っていると考えら
れる。つまり高耐久性が高耐震性に直結しないので
ある、と考えるのが一般的である。
実際に多くの建物を見て、本当にそれだけであろ
うかと考えた。ヨーロッパでも南ヨーロッパの地中
海沿いでは頻度は低いもののリスボン地震やメッ
シーナ地震など100年～数100年単位では大きな地震
災害、さらには津波災害がおきたりしている。そう
した地域でも、石造りの組積造建物を長期間使いつ
づける伝統をもっている。
石の組積造の水平強度はモルタルによる接着で決
まるとして、古代のセメントは優秀であったという
説を聞いたことがある。また、うまく積めば十分な
鉛直強度だけではなく、多少の水平強度も有したの
ではないであろうか。石の太い柱は、1本物であるか、
接着強度が十分であれば、日本の寺社の柱のように

免震・制震建築の発展
未来の免震・制震
−免震でめざせ1000年建物−

日本大学　教授

古橋　剛
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傾斜復元力だけでも多少の水平耐力がありそうにも
見える。
余談になるが、1755年の大地震・大津波で壊滅的
な被害を受けたリスボンの復興にあたって、その指
揮をとった宰相ポンバルは、模型を使って建物の耐
震性を確認してから建設させたとされている。
よくできた石造りの組積造の建物が実際には多少
の水平強度を有していたかどうかは専門の方の教え
を請うことにして、南ヨーロッパ、地中海沿いの地
震地域で、十分な水平強度がない石造り、れんが造
りの組積造建物が100年単位の地震で大被害を受け
ているのは近年のラクイラ地震などを見ても明らか
であるが、そんな地域においても建物を数100年使
い続ける習慣を持っていることもまた事実である。

3　未来の建物
本稿のテーマである未来の免震・制震建物を考え
るにあたって、未来という言葉をどのくらいの期間
をさして使おうか迷った。今日現在わが国で建設さ
れている建物で100年後に存在している建物はどれ
くらいあるであろうか。この稿を読まれていらっ
しゃる方の多数を占めているであろう建築関係の
方、100年後にもあなたの仕事が残っている自信は
あるでしょうか。築後数10年で名建築、歴史的（呼
び方が矛盾している？）建築が取り壊される国であ
る。筆者には免震・制震建物でなくても、100年後
の未来の建物、あるいは都市景観を創造するのは難
しく思える。
ただし、現在でも明確に未来の建物が存在してい
る。それは築数100年を経ても現在使われている建
物である。すでに数100年使われている建物は、今
から100年後にも使われている可能性が非常に高い
のは自明である。すなわち、現在使われている長寿
命建築物は、現在存在している未来の建物でもある
のである。そしてそのような建物はヨーロッパには
多く存在し、わが国で、一部の神社・仏閣など小数
しか存在していない。

4　未来の免震・制震
私事で恐縮であるが、筆者は構造技術者時代に材
料にけやき材を使用した伝統木造工法の寺社建築を
免震化して建設するプロジェクトに携わったことが
ある。
その際、住職は「このお寺はよい木材と免震を使
用しているので500年はもつ。長く使い続けられる
お寺を建てることは、結局は地球環境に優しいのだ」
と胸をはって説明していた。実際にはそのような耐
久性条件は請負契約には入っていなかったが、その
ような観点から考えると、よい木材は数100年保つ
のであろう。免震装置は一式交換可能である。数
100年使用ということとなると、基礎や基盤のコン
クリートの耐久性がもっとも気になるところであっ
た。
ヨーロッパにおける積層ゴムの実用化から始まっ
た現代の免震構造は、わが国に伝わって大きく進化
した。免震支承においては種々のすべり、転がり支
承など、減衰装置においても種々のダンパーなどの
新免震装置が多く開発されている。また、高層免震
や中間層免震、あるいは戸建て免震住宅も一般化し
た。さらには3次元免震、空気免震、浮き免震、絶
対制振といった新免震・制振形式も一部で既に現実
の建物で試みられている。100年後の免制震を技術
的見地から予測するのは難しい。
一方，見方を変えると、免制震は地震から建物の
機能や財産価値を守ることが重要なだけでなく、建
物を長期間使いつづけるものとすることが肝要であ
るといえる。未来の免制震は、建物を100年使い続
けるどころか、数100年使い続けるのが当然となる
ような機能を果たせることがその重要な意義ではな
いだろうかと考える。
どなたか免制震をつかって1000年使い続けられる
建物を造ってくれないだろうか。それは現在存在す
る未来の建物となる。現代版の石造りの組積造に
チャレンジしませんか。
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主な地震履歴
・2003年5月26日：宮城県沖の地震（M7.1）
・2005年8月16日：宮城県沖の地震（M7.2）
・2008年6月14日：岩手・宮城内陸地震（M7.2）
・2011年3月11日：東北地方太平洋沖地震（M9.0）
・3.11後1か月間のM5以上の余震は約200回

1　はじめに
本建築物は日本で最初に免震構造を採用した電算
センターであり、竣工後24年間に大地震を何度も経
験しており、地震時および地震後の影響を伺うこと
が出来たので日本免震構造協会が創立20周年の免震
建築建物訪問記として相応しい本建物を報告します。
報告する建物は、仙台市北部の工業流通団地内に
あり、他の工場や倉庫群と調和しながら、電算セン
ターにふさわしい信頼感を全面タイル貼の外壁や
ハーフミラーガラス窓によりデザインされている。
本敷地には、今回紹介する電算棟と隣接する非免
震建物の事務棟があるが、両建物とも地震観測を
行っており、免震部材による水平方向の十分な低減
効果が確認出来ている。
本建物の主体構造は鉄筋コンクリート造（一部鉄
骨鉄筋コンクリート造）のラーメン架構であり、基
礎はGL-2.75mの凝灰岩層（Vs＝750m/s）に直接支
持としている。免震部材には高減衰積層ゴムを用い
ており、直接基礎と1階柱脚部との間に40基設置し
ている。

建築物概要
建　設　地：宮城県仙台市泉区明通三丁目
建 物 規 模：地上5階（一部6階建）
構 造 種 別：鉄筋コンクリート造
架 構 形 式：耐震壁付ラーメン構造
免 震 位 置：基礎免震
建 築 面 積：1,934m2

延 床 面 積：10,032m2

基 礎 種 別：直接基礎
免 震 部 材：高減衰積層ゴム（40基）
施 工 期 間：1989年03月～1990年03月

写真1　建物外観（左側が電算センター）

写真2　免震部材展示状況

竣工24年を迎えた免震建築建物訪問記
泉電力ビル

記念事業委員会 広報部会
竹中工務店

浜辺　千佐子

記念事業委員会 広報部会
清水建設

猿田　正明

記念事業委員会 広報部会
鹿島建設

齋藤　一
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2　免震層見学状況
本建築物は大地震時の災害から電算センターとし
ての機能を守る目的で免震構造を採用しているが、
日本で最初に免震部材として、高減衰積層ゴム（（株）
ブリヂストン製）を適用しており、履歴復元力特性・
繰り返し変形特性・振動数依存特性・面圧依存特性・
温度依存特性・経年変化特性等の諸特性を把握した
詳細検討を行っている。写真2はエントランスに展
示されている高減衰積層ゴムである。図1は各柱下
に設けられた高減衰積層ゴムの配置を示す免震層伏
図で、図2は桁方向軸組図を示す。竣工後は、免震
効果の確認のため地震観測を継続し、地震後には免
震建物の地震応答解析を行って、地表面や各階の観
測記録と比較を行っている。図3に東北地方太平洋

図2　桁方向軸組図

沖地震の際にこの建物で観測された記録の最大加速
度の分布を示す（参考文献）。免震建屋では、免震
基礎よりも応答は小さくなっており上部構造での増
幅は見られない。また、隣接する非免震建屋の屋上
と比べると免震建屋の応答は約1/5になっているこ
とが分かる。
震度6強の激震が約3分間続いた2011年3月11日の
仙台市では、天井パネルが落下し、本棚が倒れたビ
ルもあったと聞いているが、この免震建物では、全
く被害は無かったとのことである。
この敷地地盤は、ほぼ南北に延びる穏やかな丘陵
地に位置しており、第3紀層の岩盤が地表部に露出
する敷地であり、非常に堅い岩盤上に建設されてい
るため、他の地盤に建つ免震建物よりも免震効果が
大きく発揮できていると思われる。
免震層は、竣工後24年が経過しているとは思えな
いほど、大変綺麗な状態であった。
写真5は免震層外周部であるが、右側の擁壁と上
部のスラブ（免震側）との接触部分でスラブ下に設
けた断熱材が凹んでいる箇所で地震時の変形量をう
かがえた。写真6は免震層の見学ルートであるが、
大梁を潜ると免震構造を説明するパネルも設置され
ている十分な有効高さの空間が設けられている。
写真7は1階から免震層に下りる階段であるが、階

段の中間部に建物側と大地側を明記して、可動位置
を知らせている。写真8は免震層外周部の一部の柱
位置に設けられている衝突緩衝材である。3段の衝
突緩衝材の上部には、擁壁上の隙間をゴム製の部材

図1　免震層伏図

図3　地震観測記録（2011年3月11日本震）



竣工24年を迎えた免震建築建物訪問記 47

で塞いでいる状況が解かる。写真9は上下動用の地
震計で、1階スラブ下（建物側）と基礎上（大地側）
に設置されており、ロッキングを確認する目的で、
2014年8月に免震層の隅部3か所に追加したとのこと
である。写真10は免震部材等の監視用モニターで、

積層ゴムの地震時の挙動が記録されるとのことである。

3　見学記
日本免震構造協会創立20周年記念の免震建築訪問
として、20年以上使用している本免震電算センター

写真6　免震層見学状況

写真8　外周部の衝突緩衝材

写真7　免震層のEXP階段

写真3　積層ゴム

写真5　免震層外周部

写真4　別置き試験体
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写真9　上下動用地震観測計

写真10　免震部材監視用モニター

写真11　免震棟と非免震棟の連結部

を見学させて頂きましたが、充実した維持管理や地
震直後の地震観測記録の分析などから地震対策に対
する意識の高さと免震構造の有効性を改めて認識す
ることが出来ました。

4　おわりに
貴重な免震建築物をご案内下さった東日本興業株
式会社の伊藤様、倉科様、阿部様に厚く御礼申し上
げます。

参考文献

東北地方で観測された2011年東北地方太平洋沖地震の建物・地盤系強

震データ集、日本建築学会東北支部、2013年6月

写真12　集合写真
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創立20周年記念

1　はじめに
日本免震構造協会（以後、JSSIと称する）が創立されて20年が経過した。今回も広報部会に所属する私は、

この20年間の免震建築の年表を作成することとなった。作成した年表は表1、2に添付している。 実は2003年
の創立10周年時にも年表を作成した。それは免震建築が現れてからの年表で、概ね1880年～2003年までの120

年間のものとなっている。当時は免震に関する歴史は、免震技術を紹介した文献の中で前座のような話とし
て示されている程度であった。また参考文献は大半が洋書であったため身近な現実の話とは思えなかった。
そんな折に渡米の機会を得て、UCB/EERCの図書館に寄り道し文献の原本を探した。2時間程度の間で数十冊
の文献を見つけたが、読む時間はなく、図書館の所員にコピーをお願いし空港に向い帰路についた。帰国後、
数日で膨大なコピーが航空便で届いた。参考文献となっていた資料を手元にとり「これが原本か！」と感動
したことを思い出す。UCB/EERCの図書館の所員には改めてお礼を申し上げたい。
作成した120年間の年表は、やや省略された形で「免震建築の基本がわかる本　JSSI編　付録2」に掲載さ
れている。今回はその続きとなるが、地震歴と基準法の変遷、その中にJSSIの20周年の歩みを記録し作成した。

2　20年間の地震と免震建築
年表を見るまでもないが、この20年間に巨大地震が数回にわたり発生している。環太平洋諸国においても

同様な傾向がある。東日本大震災による被害を除いても、国内の震災による全壊棟数は約105,700棟になる。
被災者は、その数倍となっている。一方、免震建築は戸建て住宅を入れても約7500棟である。地震のたびに
免震建築の効果が報告されているが、その棟数比は1/14程度であり、免震建築によってつぎの震災を軽減で
きる可能性はまだまだ低い。図1には免震建築物計画推移棟数を民間系と官庁系別に示す。1996年、2006～
2008年、2012年の3つの山は、どれも大震災後の影響であることは明らかで、社会情報や人の感情に左右され
ている。しかし、官庁系の建物はほぼ一定しており、行政においては確実に免震化が進められている。また、
図2には病院建物が増加していることが示されている。現在、ほとんどの市町村の庁舎、総合病院の新築や改

図1　免震建築物計画推移棟数（官庁・民間） 図2　免震病院施設計画推移
出典：JSSI「MENSHIN」No.85、2014.8、p.37〜p.39

免震建築年表
年表で見る免震建築の20年

記念事業委員会 広報部会
CERA建築構造設計

世良　信次
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修工事で、免震構造の選択が検討されている。私の故郷である四国松山の愛媛県庁舎（第一別館）も免震構
造で改修中であると聞いた。東日本大震災では、石巻赤十字病院の役割は、全国にその重要性を示した。また、
東北大学のように震災復興の手段として免震構造を多くの建物に採用し、価値判断を明確に示した。

表1　免震建築の年表　1993年〜2002年（創立から10年）



51免震建築年表

3　20年間のJSSIの活動
JSSIは1993年に免震構造の健全なる普及を目的に発足し、各技術委員会による技術の研鑽や基準化、普及
活動が行われた。JSSIの技術委員会には免震構造の設計技術者や研究者が集まり、各委員の技術をフィード
バックしながら設計技術をまとめ、免震構造の設計入門書を発刊している。1995年の阪神淡路大震災後は、
これらの準備された設計技術をもとに共同住宅のみならず、銀行、医療施設、消防施設、通信施設、学校、
寺社、さらに超高層ビルなど多種にわたる用途の建物に免震構造が採用された。同時に、施工の経験が増え、
施工技術者や製造メーカーの意見を交え、JSSIの専門委員によって維持管理基準をまとめている。

1998年には建築基準法においても性能設計の考えが導入され、免震構造や制振構造が基準法上で扱われる
ようになった。それを受けて2000年には、免震部材などを大臣認定により品質を基準化する法制化が行われた。

表2　免震建築の年表　2003年〜2013年（創立から20年）
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さらに、認定された免震部材を使用することを前提として設計審査に大臣認定のルートに加え、限界耐力法
を用いた建築確認ルートが準備された。JSSIはこれらの法改正に先駆け「免震部材JSSI規格2000」を定め、
免震部材の認定基準の基本資料を提案している。また、技術委員会には免震建築の施工技術者や製造管理者
が集まり、各委員の技術をフィードバックしながら施工技術をまとめ、免震構造の施工標準、建築・設備標
準書を発刊している。それを基に「免震部建築施工管理技術者」、「免震建物点検技術者」の資格を設け、免
震建物の施工管理の知識を教育することで免震構造の健全な普及を手掛けている。

2003年には、創立10周年を迎えたが、2011年までに巨大地震が連続する。2004年の新潟県中越地震では
JSSIの視察団が小千谷総合病院の仙水の家などを訪問し、免震効果による建物の継続使用の価値を再認識し
た。2005年、実大建物スケールの地震応答実験ができるE-ディフェンスが試験を開始した。免震構造も不明
確になっている技術的課題を実大スケールの建物の試験により随時検証してきている。

2005年に発覚した「耐震強度偽装事件」は、建築士法と審査体制の大掛かりな改正となった。免震構造に
及ぶ問題ではなかったが、JSSIは免震構造の設計計算方法である「時刻歴応答解析による免震建築物の設計
基準」等をまとめ設計計算の考え方を改めて指導している。2009年には免震建物の効果の報告のなかで、ア
ンカーボルトの定着不良の報告があり、JSSIは委員会を設けて設計と施工の両面から対応策を図り、「免震部
材の接合部・取付け躯体の設計指針」をまとめ発刊している。

2011年には想定外の巨大地震が発生し東日本大震災となった。免震層が海水で初めて冠水した。長周期で
長時間の振動が鋼材系ダンパーの損傷に繋がった。エキスパンションにも地震動の複雑な動きに追従できな
いものに損傷を生じた。JSSIの関連する委員が協力して、実態の調査を行い鋼材ダンパーの残存耐力の確認
試験などの結果をまとめその評価方法を示した。また「免震エキスパンションジョイントガイドライン」を
まとめ課題を逐次解決している。

4　おわりに
年表からは、地震歴と基準法の変遷が慌ただしく交差している。変遷のキーワードは、各震災の特徴を表
す「直下地震」、「想定外の巨大地震」、「都市災害」、「長周期地震」、「余震」、「津波」、「非構造部材」など、
またそれらの対応として「耐震診断・改修」、「都市防災・避難計画」などがあげられる。JSSIは、そのつど
免震建築、制振建築においてこれらの課題に対応し、社会的信頼を得てきたことは明らかである。しかし、
耐震改修としての「免震改修」の優位性が一向に構造設計者には聞こえてこない。図3の免震レトロフィット
建築物計画推移を見るとその数が毎年ひと桁程度である。また、図4の免震戸建住宅計画推移を見るとその数
の低下が見られる。そこにはコストパフォーマンスと限定された普及領域の壁のようなものが存在するよう
に感じている。
今後この年表を作成する機会があれば、これらの課題がどのように解決されたか書けるように一人の免震
構造技術者としてJSSIの活動に協力していきたい。

図3　免震レトロフィット建築物計画推移
出典：JSSI「MENSHIN」No.85、2014.8、p.37〜p.39

図4　免震戸建住宅計画推移
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創立20周年記念事業

日本において最初の免震建物である八千代台住宅
が1983年に竣工し、それを契機として研究開発が進
んだ。その後、いくつかの免震建物が実現していく
過程で、免震技術の発展と普及を目指して、1993年
6月17日に日本免震構造協会が設立され、昨年2013

年には、創立20周年を迎えることとなった。協会設
立2年後の1995年には兵庫県南部地震が発生し、一
般建物に大きな被害が生じたのに対して、免震建物
がその性能を如何なく発揮し、設置された地震計の
記録からも、建物の応答が大きく軽減されたことが
実証された。1981年に制定された現行の新耐震設計
法では、主たる構造体の損傷を犠牲にして人命を守
ることを目標としているが、免震建物にすれば、構
造体の損傷を大きく軽減して、人命のみならず非構
造部材や建物内の重要な品々をも守ることができ、
大切な財産の保全も可能であることが示された。こ
の時を境にして、免震建物の設計数が爆発的に増加
することとなった。また、エネルギー応答の概念の
浸透と、各種ダンパーの開発を支えとして、超高層
建物を主体として制振建物の普及も進んだので、当
協会においては制振技術についても活動範囲に含め
ることになった。このような創立以来の当協会の活
動については、本誌の「20年の歩み」に詳しく述べ
られているのでご覧いただきたい。
創立20周年を迎えるにあたっては、これを記念し、

「免震構造等の健全なる普及に寄与すること」を目
的として、2012年から20周年記念事業委員会を特別
委員会として設立して活動を行ってきた。20周年記
念事業としては、15周年の事業にならって、記念事
業委員会のもとに、広報部会、イベント部会、国際
会議部会を設立して活動を続けてきた。その詳細は、
本誌のそれぞれの報告をご覧いただくこととし、こ
こではその概要を述べる。
広報部会は、東京高速の加藤晋平氏を部会長とし

て、3回の見学講演会を実施した。第1回目の東京駅
丸の内駅舎では、重要文化財に指定された建物を継
続使用するために免震を採用したこと、第2回目の
大阪の中之島フェスティバルタワーでは、中間層免
震を用いて大規模な複合建物を実現させたこと、第
3回目の仙台の東北大学青葉山キャンパスの実験研
究棟では、2011年の東北地方太平洋沖地震により大
きな被害を受けた苦い経験から、大地震後にも、大
学における継続的な研究・教育活動を可能とするた
めに免震を採用したことが示され、免震技術がそれ
ぞれ違った意味で活用されていることがよく理解さ
れ、免震に関する新しい技術情報の交換に大いに役
立ったものと思う。
イベント部会は、明星大学の立道郁夫教授を部会
長として、15周年の時の「国際アイデアコンペ」に
ならって、学生を対象として、「免震・制振はもう
古い？？生き延びる建築・街づくり」と題して、学
生アイデアコンペを行った。？を二つ付けてあるの
は、現在の技術をもう古いのではないかと一度見直
して、その上で更なる展開・発展を望む気持ちを持
たせたものである。高専から大学院まで幅広い年齢
層からの応募があり、外部の方々にもご参加いただ
いた審査委員会で慎重に審議した結果、最優秀賞1

点（最終的には辞退）、優秀賞2点、佳作2点、特別
賞1点を選抜し、協会の雑誌「MENSHIN」5月号に
発表した。地震の他、津波、土砂崩れ、火災、暴風、
噴火、積雪などの自然災害が対象とされ、個別の建
築だけではなく街という観点も考慮されたので、各
提案は様々なものが見られることとなった。まだ、
免震・制振技術を十分理解していない学生を対象に
したわけであるが、この機会に、これから免震・制
振技術を学んで、その発展に寄与してくれることを
期待している。
国際会議部会では、豊橋技術科学大学の斉藤大樹

記念事業委員会　委員長
東北大学　名誉教授

井上　範夫

委員長の挨拶
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教授が部会長となり、世界免震・制振会議を仙台の
東北大学川内北キャンパスを会場として、昨年9月
24日から27日の期間開催した。本会議は、第13回世
界免震・制振会議（ASSISi, Anti-Seismic Systems 

International Society主催）と当協会の20周年記念シ
ンポジウムの合同国際会議であり、東北大学災害科
学国際研究所からの共催としての協力も得て、海外
からの60名を含む210名の参加があり、150篇の論文
が提出されて盛大に実施することができた。我が国
の免震・制振の技術の高さを世界に発信するよい機
会となった。
これらの20周年記念事業を締めくくる行事として

2014年9月1日に、記念フォーラムを開催した。ここ
では、当協会の20年の歩みについて可児顧問（元専
務理事）から紹介があり、引き続いて、本協会の発
展に貢献してくださった企業と個人の方々を、記念
功労者として表彰させていただいた。その後、宇宙
航空研究開発機構の森田秦弘教授から「イプシロン
ロケットの挑戦」というタイトルで記念講演をして
いただいた。
以上述べた様々な事業を行うに当たっては、各部
会長および多くの部会委員の多大なるご協力をいた
だくとともに、会員の方々のご支援をいただいた。
また、当協会の創立以来、協会発展のために尽力し
ていただいた可児元専務および事務局の方々には多
くのサポートをいただきました。御礼申し上げます。

15周年記念事業から20周年記念事業の間には、東
日本大震災が発生し、広い範囲にわたって大きな被
害を受けた。この地震の振動による被害はそれほど
大きいものではなかったが、「想定外」の巨大な津
波の被害は甚大であった。津波により多くの方々が

亡くなるとともに、原子力発電所では未曾有の被害
が発生して、これから何十年も影響を及ぼす放射能
汚染が深刻な問題となっており、いまだ多くの方々
が避難生活を余儀なくされている現状を見ると、技
術者、研究者のあり方に大きな反省と今後のあるべ
き姿を再考しなければならない課題が突きつけられ
ていると言える。
東日本大震災の被害を踏まえて耐震設計はどこに
向かっていくべきなのだろうか。現在まで多くの被
害調査報告が行われたが、概ねの意見としては、主
たる構造体の被害は少なく、現在の耐震基準を大き
く変更しなければならないというものは見当たらな
いものの、非構造部材や天井などの2次部材の被害
により建物の継続的使用が困難となった例が多い。
これをみると、従来の耐震設計は構造体の被害を防
止して人命を守ることを第一の目標にしてきたが、
その手法は概ね目標レベルに達してきたことを意味
しており、今後は、人命のみならず、財産保持や地
震後における建物の継続的使用、経済活動の継続性
なども視野に入れたより幅広い設計目標に対処して
いく必要があるといえよう。このような、よりレベ
ルの高い設計目標を可能にするためには、免震・制
振技術の活用がますます必要になってくると思われ
る。
今後、南海トラフや相模トラフなどによる巨大地
震が大都市圏に襲来することが危惧されている。こ
の次の記念事業を行う節目の年までに、巨大地震の
到来がないことを祈るが、不幸にも到来が現実化し
たとしても、免震・制振技術により被害が大きく軽
減することができたという報告がなされることを期
待する。



56 MENSHIN　NO.86　2014.11

創立20周年記念事業

日本免震構造協会創立20周年記念事業は、2013年
1月に第1回の記念事業委員会（井上範夫委員長）を
開催・発足し、2014年度にかけて様々な事業を実施
した。委員会の下に、広報部会（加藤晋平部会長）、
イベント部会（立道郁生部会長）、国際会議部会（斉
藤大樹部会長）、総務部会（可児長英部会長）の4部
会を設けた。計8回の全体委員会と各部会での数多
くの打ち合わせを行いながら、事業を進めてきた。
実施した事業の概要は以下のとおりである。

1　世界免震・制振会議
開催日：2013年9月24日～27日
場　所：東北大学・川内北キャンパス
参加者：15か国より210名
　　　　論文数143編、展示ブース12

内　容：日本免震構造協会の中に組織委員会（井上
範夫委員長）と実行委員会（斉藤大樹委員長）を設
置し、国際制振学会（ASSISi）との共同の会議とし
て実施した。各国の代表的研究者8名からの基調講
演の後、4つの会場に分かれて免震・制振に関する
研究発表を行った。また、スタディ・プログラムと
して東北大学青葉山キャンパスの免震構造建物見学
（参加者：34名）、オプショナル・ツアーとして東日
本大震災における津波被災地の視察（参加者：28名）
を行った。

2　学生アイデアコンペ
募集締切：2014年2月28日
応 募 数：19点

入　　賞：優秀賞2点、佳作2点、特別賞1点
審査委員：井上範夫委員長、芦原太郎・瀬川茂子・
中村淳・西川孝夫の各委員

3　見学講演会
2013年5月から2014年7月にかけて、以下の3件の建
物について、見学会および講演会を開催した。
第1回開催：2013年5月14日
「東京駅丸の内駅舎保存・復元」
講演会講師：田原幸夫　氏、蓮田常雄　氏
第2回開催：2013年10月18日
「中之島フェスティバルタワー」
講演会講師：藤谷秀雄　氏
第3回開催：2014年7月4日
「東北大学青葉山キャンパス 人間・環境系実験研究
棟、マテリアル・開発系実験研究棟」
講演会講師：井上範夫　氏

4　創立20周年記念式典
開催日：2014年9月1日
場　所：明治記念館
内　容：記念フォーラムと記念パーティを開催した。
フォーラムでは、和田章会長の式辞、可児長英顧問
による協会20周年のあゆみのスライド紹介に続き、
20周年記念功労者表彰式（企業表彰：39社、個人表
彰：12名）を行った。また記念講演として、宇宙航
空研究開発機構の森田泰弘教授より「イプシロンロ
ケットの挑戦」と題してお話しいただいた。

記念事業委員会　副委員長
千葉工業大学　教授

田村　和夫

記念事業概要
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創立20周年記念事業

1　はじめに
東北大学・川内北キャンパスにおいて、2013年9

月24日から27日の期間、第13回世界免震・制振会
議（13th World Conference on Seismic Isolation, 

Energy Dissipation and Active Vibration Control of 

Structures, 13WCSI）が開催された。本会議は、国
際 制 振 学 会（ASSISi, Anti-Seismic Systems 

International Society）が2年に1度開催するもので、
前回は2011年9月にロシアのソチ市で行われた。筆
者は日本免震構造協会からの理事として会議に参
加し、次の会議を日本免震構造協会の20周年イベ
ントの一つにすることや、2011年の東日本大震災
の経験を世界に発信する貴重な機会であることを
主張し、ASSISi理事会の承認を得て、日本での開
催が実現した。
会議の開催に当たり、日本免震構造協会の中に
組織委員会（委員長：井上範夫・東北大学名誉教授）
と実行委員会（委員長：斉藤大樹・豊橋技術科学
大学教授）が組織された。開催場所は早い時期か
ら仙台の東北大学で行うことを決定し、東日本大
震災での免震・制振建物の性能を報告する特別セッ

ションを設けることにした。これに合わせて、実
行委員会の副委員長を五十子幸樹・東北大学教授
にお願いし、東北大学、東北工業大学、仙台高等
専門学校の若手研究者にも実行委員会への参加を
お願いした。また、東北大学災害科学国際研究所
（IRIDeS）との共催とし、東北大学・川内北キャン
パスの講義棟やホールを会場として使用した。
会議には、日本を含め15か国から210名（うち海
外から60名）の参加があり、論文数は143編、12の
展示ブースが設けられた。また、ブースの一角では、
東北大学災害科学国際研究所による東日本大震災
のパネルや映像の展示がなされた。

2　会議概要
会議初日の朝9時から開会式が行われ、ASSISi会

長のFu Lin Zhou氏、JSSI会長の西川孝夫氏、運営委
員長の井上範夫氏が挨拶を行った。引き続き、基
調講演として、各国の代表的な研究者が、免震・
制振技術の適用事例や最新の研究成果を紹介した。
井上範夫氏からは、同調粘性マスダンパーや新
たに開発された速度非依存型ダンパーを用いた「変

写真1　会議場（東北大学川内北キャンパス） 写真2　受付の様子

国際会議部会 部会長
（13WCSI実行委員長）
豊橋技術科学大学　教授

斉藤　大樹

第13回世界免震・制振会議開催報告
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写真3　企業の展示ブース 写真4　東日本大震災の展示パネル

図1　会議スケジュール

表1　参加者
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位制御設計」が提唱され、免震建物や超高層建物
などの長周期建物における巨大地震に対する応答
制御に有効であることが述べられた。

Fu Lin Zhou氏からは、2013年4月中国Lushan（蘆
山）の地震における免震建物の挙動や中国の免震・
制振技術の適用事例について講演がなされた。そ

写真5　開会式会場（マルチメディアホール）  写真6　開会式の様子

写真7　基調講演の講師

（1）井上範夫氏 （2）Fu Lin Zhou氏 （3）Vladimir I. Smirnov氏

（4）Mikayel Melkumyan氏 （5）Gianmario Benzoni氏

（7）Shiang-Jung WANG氏 （8）笠井和彦氏

（6）Alessandro Martelli氏
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の中で、中国では2012年の時点で約4,000棟の免震
建物があり、その7割が住宅であること、エネルギー
吸収型の制振構造を採用した建物が約200棟あるこ
とが紹介された。

Vladimir I. Smirnov氏からは、ロシアの免震・制
振技術の適用事例について講演がなされた。その
中で、ロシアにはロッキング柱などの積層ゴムを
用いない免震構造も多くあり、総数が約550棟ある
こと、オリンピックを控えたソチ市において高層
の免震ホテルが多数建設中であることなどが紹介
された。

Mikayel Melkumyan氏からは、アルメニアの免震
建物について講演がなされた。その中で、免震建
物は建設中のものを入れると42棟あることや、既
存建物を独自の工法で免震補強していることが紹
介された。

Gianmario Benzoni氏からは、アメリカのカリフォ
ルニア大学サンディエゴ校にある大型実験施設を
用いた摩擦型アイソレーターの実験結果について
講演がなされた。

Alessandro Martelli氏からは、イタリアの免震・制
振技術の適用事例について講演がなされた。その
中で、2009年ラクイア地震を契機に免震建物が急
増し、現在では400棟を超えていること、一方で免
震装置の品質管理などの基準が十分でない問題も
指摘された。

Shiang-Jung WANG氏からは、台湾における免震・
制振技術の適用事例や設計法について講演がなさ
れた。その中で、1999年の集集地震を契機に免震・
制振技術が広く使われ始めたことや、免震建物と

速度依存型の減衰装置を用いた建物はそれぞれ100

棟と300棟に達することなどが紹介された。
最後に、笠井和彦氏からは、各種制振装置を設
けた実大架構の振動台実験結果と振動モデルの同
定手法、および東日本大震災における制振超高層
の観測記録と制振効果について講演がなされた。
基調講演のあとの初日の午後、二日目、三日目
の午前には、4つの会場に分かれて、免震および制
振に関する研究発表が行われた。三日目の午後に
は、特別セッション「東日本大震災における免震・
制振建物の挙動」として、日本免震構造協会の調
査報告を中心とした発表が行われた。
なお、三日目の午前にはASSISi総会が開催され、

理事の選出、会計報告、活動報告、次回の会議開
催国に関する協議などが行われた。会議開催国で
ある日本（日本免震構造協会）は自動的に理事に
選出された。次回（2015年）の開催国には米国と
ニュージーランドが立候補したため、今後、それ
ぞれが詳細な企画書を提出し、年内に理事の投票
により開催国を決めることになった。
三日目の午後の特別セッション終了後、閉会式
が行われた。ASSISi のFu Lin Zhou会長からは、ホ
ストである日本免震構造協会の企画・運営に感謝
する旨の言葉があった。最後に、実行委員長の斉
藤大樹が参加者各位の素晴らしい発表と熱心な討
論への感謝を述べ、司会の五十子幸樹氏の音頭に
よる一本締めで会を閉じた。
閉会式のあとには、免震建物の施工現場を視察
するスタディ・プログラムが実施され、翌日には
津波被災地へのオプショナル・ツアーが行われた。

写真8　一般セッションの様子 写真9　特別セッションの様子
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3　アイスブレーカーおよびレセプション
会議初日の夜には、アイスブレーカーとして、飲
み物と軽食が用意された。二日目の夜には、レセ
プションとして、仙台名物の牛タンや、芋煮、寿
司などが用意された。いずれも東北大学マルチメ

ディア教育研究棟の大ホールにおいて開催された。
レセプションは、中島正愛・京都大学防災研究所
教授の挨拶と岡本伸・日本免震構造協会国際委員
の乾杯の音頭により、和やかな雰囲気で始まった。
余興として、仙台すずめ踊りが披露された。

写真10　懇親会での中島正愛氏の挨拶 写真11　仙台すずめ踊り

写真12　人間環境系実験研究棟の現場見学 写真13　石巻消防本部免震層の見学

写真14　津波対策ビル「マスカー」の見学 写真15　女川の津波転倒ビルの視察
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4　	スタディ・プログラムおよびオプショナル・
ツアー
会議最終日の閉会式の後には、スタディ・プロ
グラムとして、免震構造として建設中の東北大学
青葉山キャンパスの人間環境系実験研究棟の現場
見学が行われた。参加者は，34名で2つのグループ
に分かれて見学した。

9月27日にはオプショナル・ツアーとして、東日
本大震災における津波被災地の視察旅行が企画さ
れ、28名の参加者があった。最初に、津波を受け
た免震建物である石巻地区広域行政事務組合消防
本部を訪問し、町を一望できる鹿島御児神社の高
台にて昼食後、女川町に移動して、カタールから
の義援金で新しく建設された津波対策を施した冷
凍冷蔵施設「マスカー」を訪問した。その後，津
波により転倒した建物を徒歩で視察した。天候も
よく、充実したツアーであった。

5　まとめ
会議開催の直前に、台風19号が香港を直撃し、中
国からの参加予定者が何人か来日できない事態に
なった。一方、日本にも台風20号が接近していたが、
幸い、東に逸れたため、大きな影響はなかった。
当初、参加費や論文登録費が未払いの参加者が多
く、受付が大混乱することが心配されたが、幸い、

大きなトラブルもなかった。東北大学の緑に囲ま
れたキャンパスで、講義棟の多くの教室を会議室・
事務室・展示ブースなどに贅沢に使うことができ、
発表時間も一人20分以上を確保した、ゆとりのあ
る会議であった。発表会場には、常に多くの聴衆
がおり、熱心な質疑が交わされた。海外からの参
加者からは会議の内容と運営に対して高い評価を
頂いた。
本会議は、20周年記念イベントの一つとして、日
本免震構造協会がホスト役を申し出たものである
が、免震・制振分野の日本の技術力の高さを世界
に示すことができた意義のある会議であった。こ
の会議を契機に、免震・制振技術がさらに普及す
ることを期待したい。

謝辞：実行委員会および協会事務局には、長期に
わたる会議の準備と運営にご尽力頂きました。東
北大学の学生には、会場の準備や片づけ・案内な
どに活躍して頂きました。また、本会議の開催には、
仙台観光コンベンション協会の支援を頂きました。
スタディ・プログラムでは、東北大学キャンパス
デザイン復興推進室・佐藤工業、オプショナル・
ツアーでは、石巻地区広域行政事務組合消防本部、
女川魚市場買受人協同組合、大成建設にご協力頂
きました。ここに感謝します。
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創立20周年記念事業

1　はじめに
日本免震構造協会創立20周年記念事業の一環
として「学生アイデアコンペ」が実施された。
過去創立10周年、および15周年記念事業では
「国際アイデアコンペ」が開催されているが、
それらの入選者は企業など専門知識を有する
応募者で占められていた。今回はイベント部
会並びに記念事業委員会で議論を重ね、将来
の免震・制振術の実現者である若い学生を対
象としたコンペを実施することとなった。こ
のコンペを通じ、学生にも免震・制振術につ
いて考える機会を与える普及活動の一環とし
ての意味合いも持たせた。

2　学生アイデアコンペの課題
これまでの記念事業コンペとの違いは、東日
本大震災を経験した後の開催であるという点
が大きい。津波と免震、防災・減災等、震災
後だからこその視点を盛り込んだ企画とした
かった。そこで、課題を『免震・制振はもう
古い？？～生き延びる建築・街づくり』とした。
対象を地震だけではなく「我が国の自然災害」
とした点や、あえて「免震・制振はもう古い」
という文言を入れ、さらに？を2つ付けること
によって、「本当に古いの？」という意味を込
めた点などを工夫した。主旨文、課題解説な
ど含め応募要項を別添する。

3　コンクールの経過
2013年10月：応募要項および広報チラシ（本

稿に添付）をホームページ上に掲載
広報活動として日本免震構造協会の第2種
会正会員（学術経験者）のメーリングリ
ストを使用し、要項・チラシを送信、応
募の呼びかけを行った。

2014年2月21日：応募の事前登録締め切り（要
項の2013年11月22日を延期した）
エントリー数30件（うち工業高等専門学
校6件、大学19件、大学院5件であった）

2014年2月28日：作品提出締め切り
提出作品総数：19作品（うち工業高等専
門学校4件、大学13件、大学院2件であった）
また審査会に向け、審査員にはPDF化した
応募作品を事前に送付した

2014年3月18日：審査会を開催
審査は審査員が応募者を特定できないよ
うにし、厳正に行った。この結果、最優
秀賞1点、優秀賞2点、佳作2点、および要
項にはないが佳作相当の特別賞1点を決定
した。
その後、応募者全員に審査結果をメール
にてお知らせするとともに。入選者には
賞状と賞金を送付した。なお、後日、最
優秀賞受賞者より、受賞辞退の申し出が
あり、審査委員会でこれを承認した。

2014年5月：「MENSHIN」（No.84）およびホー
ムページに審査結果と作品の掲載

2014年6月11日：日本免震構造協会総会にて入
選者の表彰を行った。

4　審査結果及び講評
審査員
委員長   井上　範夫（東北大学名誉教授、創立

20周年記念事業委員会委員長）
委　員   芦原　太郎（建築家、芦原太郎建築事

務所所長、日本建築家協会会長）
   瀬川　茂子（朝日新聞出版アエラ編集

部副編集長）
 中村　　淳（NHK社会部災害班デスク）
   西川　孝夫（首都大学東京名誉教授、

イベント部会　部会長
明星大学　教授

立道　郁生

「学生アイデアコンペ」報告
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日本免震構造協会会長）

賞
最優秀賞： 賞状および副賞30万円
優 秀 賞： 賞状および副賞10万円
佳作および特別賞： 賞状および副賞3万円

審査結果

優秀賞
　「東京計画2014」
　松岡　　舞、森　　雄矢
　「Vibration Reducing Bridge～減振橋～」
　大出　大輔、倉石　雄太
佳　作
　「HASHIRA  HOUSE」
　金子　拓也、大滝　優人、杉窪　宏哉、
　叶　　錦春
　「納豆制震～密接に結びつく都市～」
　中村　亮太、徳永　勇人
特別賞
　「災害と共に暮らす家－現代版ノアの方舟－」
　市川　　緑

総　評：審査委員長　井上　範夫
　本コンペは学生を対象としたもので、まだ
免震・制振技術を十分理解していない諸君に
将来を期待してテーマを設定したものである。
結果的には高専から大学院までの幅広い年齢
層の応募があった。そのため、技術の具体性
と提出図面の表現力に大きな差が生じたが、
審査においては、アイデアとコンセプトを重
視して選抜を行うこととした。テーマとして
「免震・制振はもう古い」の後に？を二つ付け
てあるのは、現在の技術をもう古いのではな
いかと一度見直して、その上で更なる展開・

発展を望む気持ちを持たせたものである。ま
た、個々の建築だけではなく、その集合体と
しての都市スケールまで考えて欲しいという
意味も込めてある。免震・制振の枠を外し、
地震以外の自然災害も対象としたので、地震
の他、津波、土砂崩れ、火災、暴風、火山、
積雪などが考慮された。しかし、地震国日本
を考えると、地震災害への対応が中心であり、
それに他の災害を加味したものが多かった。
具体的には、災害全般7、地震のみ6、地震と
津波2、津波2、土砂災害2の計19点の応募があっ
た。
　審査においては、各審査員が順位をつけず
に3点を選び、それを総合して7点を選抜し審
査員全員で1点毎に討議を行って順位を決め
た。各種の自然災害と、個別の建築・都市と
いう軸が交じりあったため、各提案は様々で
あり絞り込むのに議論を重ねた。また、空想
的なアイデアで技術的な提案が全くなされて
おらず、評価の俎上に乗らないものも数件あ
り残念なことであった。
　最終的には、都市・建築、免震・制振、津波、
災害全般のキーワードを含むことができ、審
査員の意見も一致して5点を選抜することと
なった。なお、若年のため表現が見劣りする
もののアイデアが評価できるとして、特別賞
を1点追加することとした。
　今回の応募者は学生であるため、技術的な
裏付けが少ないものが多く、また、極めて斬
新なアイデアとして目を見張るものはなかっ
たが、この機会に、これから大いに免震・制
振技術を学んでその発展に寄与してくれるこ
とを期待している。
　最後に、本企画を実施していただいた、立
道イベント部会部会長をはじめとする委員の
方々に御礼申し上げる。
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審査の様子
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優秀賞　「東京計画2014」
松岡　　舞、森　　雄矢（首都大学東京）
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講　評：中村　　淳
丹下健三氏の東京計画から50年余り。海上は大地と切り離されているため、確かに地震の影響は受けにくい。懸
念すべきは風だと思ったら、海に面した壁よりも低い空間を利用するなどよく考えられている。
ただ縮小社会、減築が議論されている中で、現実論としては、難しいと思う。
丹下の東京計画もそのものは実現していないが、そのコンセプトは現代の東京のそこかしこに生きているという
人もいる。未来につながることを期待したい。
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優秀賞　「VibrationReducingBridge～減振橋～」
大出　大輔、倉石　雄太（明治大学大学院）
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講　評：西川　孝夫
短周期の建物と長周期の建物とを（減振橋）で連結し、お互いの振動特性の違いを生かして、短周期が支配的な
地震に対しても、長周期が支配的な地震動に対しても制振（減振）効果を発揮はさせようとするアイデアである。
減振橋の構造やそれらが都市空間に及ぼす影響等、細かい点までよく考えられた提案であり図的表現にも優れて
いる。現時点でも少し工夫すれば実現出来そうなアイデアであり、優秀賞に相応しい作品である。
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佳作　「HASHIRAHOUSE」
金子　拓也、大滝　優人、杉窪　宏哉、叶　　錦春（日本大学）
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講　評：瀬川　茂子
地震を感知すると、建物の四隅の柱が伸びて、家が上昇して津波を避ける。家がそのまま避難所になるというア
イデアは、わかりやすく、実現したらよいなあと思わせた。
防潮堤と防災緑地で津波の勢いを抑え、さらに盛り土した道路や鉄道で抑え、家は高台に配置。高台で5メートル
リフトアップという街づくりの工夫もあわせて考えた。
暑い時にリフトアップして、風通しをよくするなど、日常時の利用法、技術的裏付けがあれば、もっと評価が高まっ
ただろう。
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佳作　「納豆制震～密接に結びつく都市～」
中村　亮太、徳永　勇人（熊本大学大学院）
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講　評：西川　孝夫
高層建物を円状に配置し、それらをSoy Beamと呼ぶカーボンナノチューブで出来た糸で連結すると言うアイデア
である。常時はこの糸は緩んでいるが、地震時に建物が変形すると、その変形に応じてこれらの糸にテンション
が生じ、建物の剛性が変化し、応答の制御が出来るとする考えである。この納豆と言うネーミングは面白く、か
つ絵からもそのアイデアの趣旨が伝わってくる。また、この糸の上を植栽すれば、高層ビルで囲まれた空間を緑
に囲まれた公園的空間に出来ると提案している。表現力にも優れ、優秀賞に近い佳作である。
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特別賞　「災害と共に暮らす家－現代版ノアの方舟－」
市川　　緑（高知工業高等専門学校）
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講　評：井上　範夫
災害に強い構造として球形の建物を提案したものが3点あったが、本提案ではその空間を住宅の一部分に限定し、
より可能性を高めたところが評価された。昔からある「地震の間」を発展させて、津波やその他の災害に対して
も安全な空間として、いわば「災害の間」を考えたものである。図面が雑で見劣りがするという意見が多かったが、
応募者が高専で16歳という最年少者であることから表現技術が不十分であるのはやむを得ないと判断し、これか
ら新鮮な目で技術の発展に寄与してもらうことを期待して特別賞を授与することとした。
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応募要項

チラシ

5　おわりに
この種の学生コンペとしては十分な件数の力
作が集まり、応募者の皆さんに深くお礼申し
上げます。エントリー者を含め、免震・制振
について若い学生が考えるきっかけとなった
ことは当初の目的を満足するものと考えます。
審査委員長の井上範夫先生をはじめとする審

査委員各位に心よりお礼を申し上げます。最
後に、イベント部会コンペWG委員の前林和彦
氏（清水建設）、濱智貴氏（清水建設）をはじ
めとするイベント部会委員各位の熱心な協働
と、日本免震構造協会事務局のご協力に深く
感謝します。
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創立20周年記念事業

1　はじめに
広報部会は、記念事業委員会にて決定された事業
計画に沿って「見学・講演会」の実施、各種記念事
業イベントの協力及び広報支援等を行い、会誌
MENSHIN「創立20周年記念特集号」を発行しました。
今回は、「創立20周年記念」と「創立20周年記念事業」
を合体した特集号として取りまとめました。
「創立20周年のあゆみ」をはじめ免制震に関係さ
れた方々の寄稿文「免震に思う」、「免震・制震建築
の発展」等が掲載され、さらに記念事業の一連の活
動内容をまとめた特集号となっています。本特集号
の発行をもって創立20周年記念事業を予定通り終了
することとなりました。ここに広報部会の活動概要
について紹介致します。
「見学・講演会」では、協会創立20周年を迎えて
免震構造の普及はかなり達成されていることも考慮
して、全国3地域で話題性がある建築物を選定し、
講演は設計者や大学の先生にタイムリーな話題を提
供して頂きました。

2　第1回見学講演会（東京）
東京駅丸の内駅舎保存・復原（免震レトロフィット）
開催日時：平成25年5月14日
「赤レンガ駅舎」として広く親しまれて来た「東
京駅丸の内駅舎」は、約5年半の工事期間を経て、
1945年の東京大空襲によって失われてしまった3階
ドーム部分も復元され、辰野金吾設計の創建当時の
姿が蘇りました。重要文化財の指定を受けて、使い
続ける建築として新たな歩みを始めた東京駅は免震
構造が採用されています。

「講演会」
ジェイアール東日本建築設計事務所　田原室長
「東京駅丸の内駅舎の保存・復原・活用―重要文
化財の使い続ける保存について」
東京建築研究所　蓮田取締役
「免震採用の経緯、設計・施工概要」

写真1　東京駅丸の内駅舎（免震レトロフィット）全景

図1　丸の内駅舎保存・復原　概念図

広報部会　部会長
東京高速道路

加藤　晋平

広報部会（見学講演会）活動概要
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3　第2回見学講演会（大阪）
中之島フェスティバルタワー（中間層免震）
開催日時：平成25年10月18日
「中之島フェスティバルタワー」は長年この地で
大阪の文化・芸術の発信拠点として親しまれてきた
フェステバルホールを建替え、中間層免震と巨大ト
ラスの採用により大ホール、商業施設、オフィスを
組み合わせて計画された高さ200mの超高層複合施
設となっています。

「講演会」
神戸大学　藤谷教授
「免震構造のセミアクティブ制御とリアルタイム・
ハイブリット実験」

4　第3回見学講演会（仙台）
東北大学青葉山キャンパス人間・環境系実験研究棟、
マテリアル・開発系実験研究棟（震災復興）
開催日時：平成26年7月4日

2011年3月11日の東北地方太平洋沖地震において
大きな被害を受け、継続使用が不可となった建物を、

大地震後に速やかに研究の継続が出来ることを目的
として免震構造を採用して建替えられました。青葉
山キャンパスでは3棟の免震構造の建物に建て替え
られておりますが、時間の関係もあり2棟の見学会
となりました。

「講演会」
東北大学　井上名誉教授
「地震に対する超高層・免震建物の変位制御設計」

5　おわりに
各見学・講演会にはキャンセル待ちの出るほどの
申し込みもあり、参加者の熱心な質疑もあって非常
に有意義な見学・講演会となりました。
また、記念事業の一環として行われた「記念フォー
ラム」・「第13回世界免震・制振会議」・「学生アイデ
アコンペ」等では、会誌に事前に事業内容を掲載し、
事後に速やかに実施状況を掲載して記念事業の進展
に合わせて広報活動に努めてまいりました。特に「学
生アイデアコンペ」では、若き学生達により地震だ
けでなく災害全般をテーマにした新しい意欲を感じ
ることができました。
このように予定通り本特集号の編集まで到達でき
ましたのは、見学・講演会の関係者や執筆された方々
をはじめ事務局、委員各位のご協力のお陰です。こ
こに深謝して記念事業委員会広報部会の活動紹介と
させて頂きました。

写真2　中之島フェスティバルタワー（中間層免震）外観

写真3　人間・環境系実験研究棟（免震）外観（工事中）

写真4　マテリアル・開発系実験研究棟（免震）　外観

図2　中之島フェスティバルタワー　架構断面
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創立20周年記念事業

1　はじめに
日本免震構造協会創立20周年記念行事の一環で

ある見学講演会の皮切りとして、第1回が2013年5

月14日、「東京駅丸の内駅舎保存・復原」をテーマ
として開催されました。
「赤レンガ駅舎」として広く親しまれて来た「東
京駅丸の内駅舎の保存・復原工事」は、約5年半の
工事期間を経て2012年10月1日にグランドオープン
しました。1923年の関東大震災でも大きな被害を
受けなかったものの、1945年の東京大空襲によっ
て失われてしまった3階のドーム部分も復原され、
辰野金吾設計の創建当時の姿が蘇りました。2012

年暮にはプロジェクションマッピングに予想以上
の人が集まり中止になるなど、人気スポットとし
て注目を集めています。本見学講演会も、協会ホー
ムページにて案内が出た当日に、40名の定員が一
杯となってしまうほどの大人気でした。なお、本
見学講演会は、日本建築構造技術者協会との共催
で実施されました。

2　講演会プログラム
見学講演会は、三菱ビル1階の「サクセス」を講

演会会場として、記念事業委員会広報部会齋藤委

員の司会進行にて、以下のプログラムに沿って進
められました。
1． 主催者挨拶

記念事業委員会広報部会部会長　加藤 晋平
2．講演会
「東京駅丸の内駅舎の保存・復原・活用
－重要文化財の使い続ける保存について－」
　　　ジェイアール東日本建築設計事務所

丸の内プロジェクト室　室長　田原 幸夫
「免震採用の経緯、設計・施工概要」
　　　　　　　　　　　　東京建築研究所

取締役　蓮田 常雄
3．施設見学
東京駅丸の内駅舎　外観・外周部・ドーム部

4．質疑
5．意見交換会

3　講演および施設見学
建物概要を以下に示します。
・敷地面積：117,324.04m2（一団地認定申請）
　　　　　　20,482.04m2（仮想敷地面積）
・建築面積：9,819.45m2

・延床面積：42,971.53m2

写真1　丸の内駅舎全景

広報部会　委員
清水建設

猿田　正明

第1回見学講演会
「東京駅丸の内駅舎保存・復原」
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・階　　数：地下2階、地上5階
・既存上部構造：鉄骨レンガ造
・増設部分：SRC造
・施設下部構造：RC造、SRC造
・ 免震構造（新設下部構造と既存上部構造の間
に免震層を設置、中間免震構造）

田原氏からは、丸の内駅舎誕生の歴史から、駅
舎として使い続けながら、安全をいかに担保して
工事を進めて来られかについて、お話し頂きまし
た。また、2003年に重要文化財に指定され、重要
文化財の保存活用の新しい時代を切り開くパイオ
ニアとして役割が期待されたなかで、博物館とし
てではなく、一般の現代建築と同様に使い続けな
がら、将来にわたり保存活用していくというテー
マへの取り組みや、長さが330mを超える長大なレ
ンガ建築を免震システムとして成立された数々の
アイデア・技術についてもご紹介頂きました。
図1に復原後の立面図を示します。3階および屋
根が復原部分で、南北のドーム部を始め、戦後2階
に移されていたイオニア式の柱頭が3階に戻されて
います。
続いて、蓮田氏からは、工事中の記録映像をご
紹介頂き、構造全般についてご説明頂きました。
既存レンガ壁・床組鉄骨を極力保存（外壁の既存

レンガ保存率は98.8％）して構造体として利用され
たり、3階部分を増築して創建時の姿に復原するに
当たり、レンガ壁の構造補強がほとんど不要とな
ることから周辺建物と複雑な関係にあるものの免

写真2　田原幸夫氏

写真3　蓮田常雄氏

図2　免震部材のレイアウト

図1　丸の内駅舎保存・復原　概念図
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震構造を採用するに至った経緯等について詳しく
お話し頂きました。長さが330mにおよぶ長大な免
震構造であるために、ねじれ解析や多点入力解析
などにより安全性の検証をされたり、隣接する中
央線高架橋との水平クリアランスが小さく、免震
層の変形を押さえるために約160台のオイルダン
パーの採用により、設計変位を20cmとされたこと
などご紹介頂きました。図2に免震部材のレイアウ
トを示します。
お二方のご講演の後、3グループに分かれての施

設見学となり、東日本旅客鉄道 奥氏のご協力の元、
田原・蓮田両氏、ジェイアール東日本建築設計事
務所 有村氏のご案内で、特別に駅構内にも入れて
頂き、約1時間にわたって丸の内駅舎内を見学して
回りました。駅構内のレンガ壁にも、パネルによ
り免震構造の紹介がありました。また、免震構造
と地面とのエキスパンション部の脇にも、免震構
造であることの表示がありました。
見学の後、再び「サクセス」に戻って、質疑が

写真6　柱頭免震部分（総武階段部）

写真7　エキスパンション部

写真8　駅構内の保存レンガ壁

写真4　復原された北側ドーム外観

写真5　北側ドームの内側
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行われ、耐火被覆・メンテナンスルート等につい
ての質問があり、田原・蓮田両氏にお答え頂きま
した。
この後、会場を移して、活発な意見交換会が行
われました。

4　おわりに
今回の見学講演会は、東京の玄関ともいえる東
京駅の丸の内駅舎保存・復原について実施されま
した。
重要文化財としての指定を受けて、使い続ける
建築として新たな歩みを始めた東京駅に免震構造
が採用されて、一般の方にもまた、免震構造が一
歩身近なものとなったのではないでしょうか。
最後になりましたが、見学講演会にご尽力頂い
た関係者の皆様に厚く御礼申し上げます。
なお、記念事業としての見学講演会は、10月に

大阪で開催が予定されております。

参考文献

1）鎌田、鈴木、田原、蓮田：「東京駅丸の内本屋（保存・復原）の免震

構造について」、MENSHINNO.78、2012.11

2）田原：「東京駅丸の内駅舎における重要文化財の現代的活用」、Re　

NO.178、2013.4

3）東京駅丸の内駅舎保存・復原　観光ガイド、東日本旅客鉄道

写真10　見学風景

写真9　講演会会場
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1　はじめに
日本免震構造協会20周年記念事業の一環である

見学講演会の第2回として平成25年10月18日に大阪
にて「中之島フェスティバルタワー」見学・講演
会が開催されました。
当日は本協会委員、関係者を含め総計51名が参
加されました。関西方面在住の方に加え、東北か
ら九州まで広くから多数のご参加がありました。

2　講演会プログラム
見学講演会は、中之島フェスティバルタワー37

階の会議室「シエル」を会場に、記念事業委員会
広報部会猿田委員の司会進行にて、以下のプログ
ラムに沿って進められました。
1. 主催者挨拶

記念事業委員会広報部会部会長　加藤晋平
2. 建物概要、構造、施工概要の説明

1）ご挨拶
 朝日ビルディング　
 営業部 建設監理セクション マネージャー

田能村 明
2）免震採用経緯、設計概要
 日建設計　構造設計部　主管

吉田 聡
3）施工概要
 竹中工務店　
  大阪・中之島プロジェクト西地区 計画・品

質グループ長 岡橋 稔

3. 施設見学
中之島フェスティバルタワー スカイロビー階（メ
ガトラス）、免震層、オフィス階、フェスティバル
ホール

4. 講演会
「免震構造のセミアクティブ制御とリアルタイ
ム・ハイブリッド実験」
神戸大学 工学研究科　建築学専攻
教授　藤谷 秀雄

3　建物概要
「中之島フェスティバルタワー」は長年この地で
大阪の文化・芸術の発信拠点として親しまれてき
たフェスティバルホールを建て替え、商業施設と
オフィスを組み合わせて計画された高さ200mの超
高層複合施設です。H24年秋に大阪の新たなランド
マークとしてオープンしました。

写真1　外観写真

広報部会　委員
竹中工務店

浜辺　千佐子

第２回見学講演会
「中之島フェスティバルタワー」
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建物概要を以下に示します。
建 築 地：大阪市北区中之島2-3-18

建 築 主：（株）朝日新聞社
用 　 　 途：事務所、劇場、店舗等
建 築 面 積：5,725m2

延 床 面 積：145,602m2

階 　 　 数：地上39階、地下3階
構 造 形 式：［高層部］S造（CFT柱併用）、［低層 

部］SRC造（一部S造）、RC耐震壁
付ラーメン構造、中間層免震

設計・監理：（株）日建設計
施 　 　 工：（株）竹中工務店
工 　 　 期：2010年1月～2012年10月

当日の見学会では、朝日ビルディング田能村氏
より、大阪の文化・芸術の継承ならびにBCPを大切
に高い耐震性能スペックとしたプロジェクト計画
についてご紹介がありました。続いて日建設計吉
田氏より、構造設計概要ならびに免震構造採用の

経緯についてご説明がありました。座席数2,700席
のフェスティバルホールの大空間の上に貸しやす
いテナントオフィス空間を設ける建築計画に対し
て、下階は耐震壁主体構造、上層階は鉄骨造と剛
性が大きく異なる2つの要素を連結し、双方に高い
耐震性を実現するために、高層階の荷重をホール
外周部に伝達する巨大トラス（ベルトトラス＋メ
ガトラス）と中間層免震構造を採用するまでの検
討経緯、設計概要の説明がありました。

さらに応力伝達・施工性を考慮したメガトラス
部材の設計概要や、中間階免震対応としての耐風
シアピン、中間階免震対応エレベータ、免震層部
分のカーテンウォールの紹介がありました。
続いて竹中工務店岡橋氏より、現場打ち施工で
は国内最大級の深度86mの多段拡径杭の施工、上下
2層にわたる逆打ち施工（地下・地上躯体部、免震
層上下階）の概要説明がありました。

4　施設見学
施設見学は2班に分かれて約1時間にわたり行わ

図1　断面構成

図2　架構断面
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れました。朝日ビルディング田能村氏・市原氏の
ご協力のもと日建設計吉田氏・岡田氏、竹中工務
店岡橋氏・陳氏のご案内により13階スカイロビー
（メガトラス）、免震層、19階オフィス階を見学し、
さらに特別にフェスティバルホールの中を見学さ
せて頂きました。
ダイナミックなメガトラス、柱がなく天井高3m

の広々としたオフィス空間、免震層では大きな軸
力を支える1500角の鉛プラグ入り積層ゴム2個使い
の設置、耐風シアピン等を見学し、最後にフェス
ティバルホールにて幻想的なレンガ積のホワイエ
空間や、荘厳なホール内の雰囲気を堪能しました。
施設見学終了後、会場に戻り質疑応答がありま
した。耐風シアピン挿入の運用方法や免震部材交
換ルート等、多数質疑がありました。

5　講演会
施設見学終了後、神戸大学藤谷教授による「免
震構造のセミアクティブ制御とリアルタイム・ハ
イブリッド実験」と題するご講演がありました。
地震時に免震構造の応答加速度、応答変形の両
方を低減できるような理想的な応答制御を実現す
る手段の一つであるセミアクティブ制御を用いた
国内の免震建物事例の紹介がありました。続いて、
速度に依存しない磁気粘性流体（MR）ダンパーを
用いた各種制御則における実験検証結果の紹介が
ありました。
またコンピュータ・シミュレーションと加力実
験を組み合わせたリアルタイムハイブリッド実験
の概要や、MRダンパーを用いた実験の取り組み、
世界での研究概要のご紹介がありあました。
ご講演後の質疑応答では、MRダンパーの品質管

理の課題など実プロジェクト普及にむけた活発な写真5　免震層

写真4　メガトラス階（スカイロビー）見学風景

写真2　田能村明氏 写真6　ホール内見学風景

写真3　吉田聡氏
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質疑応答がありました。
この後、会場を移して中之島フェスティバルタ
ワー内のレストランにて意見交換会が行われました。

6　おわりに
今回の見学会は中間階免震構造と巨大トラスの
採用により、大ホール、オフィス空間ともに高い
耐震性を実現した中之島フェスティバルタワーに
て行われました。また神戸大学藤谷先生より、先
進的かつ貴重なご講演をいただきました。
免震構造について、また今後のあり方について
も理解が深まる有意義な見学・講演会でした。
最後になりますが、見学会にご尽力いただいた
関係者の皆様に厚く御礼申し上げます。

参考文献

1）阿波野、吉田、岡田：「中之島フェスティバルタワー」、MENSHIN

No.78、2012.11

写真8　講演会会場

写真7　藤谷秀雄教授
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1　はじめに
この度、当協会では「創立20周年記念事業」の一
環として、全国において免震技術を駆使して建設さ
れた建築物の見学会及び講演会の開催を計画してい
る。先日、7月4日（金）に、「第3回見学講演会」と
して、2011年3月11日の東北地方太平洋沖地震にお
いて大きな被害を受け、継続使用が不可となった建
物を、大地震後に速やかに研究の継続ができること
を目的として免震構造を採用した「東北大学　青葉
山キャンパス　人間・環境系実験研究棟、マテリア
ル・開発系実験研究棟」2棟の見学講演会が東北大
学 青葉山キャンパス 工学部 総合研究棟にて開催さ
れた。青葉山キャンパスでは3棟が免震構造の建物
に建て替えられているが、見学時間の関係もあり2

棟の見学となった。
本報は、講演会の様子のほか、講演会の前に行わ
れた見学建物の概要説明、見学会の様子、および講
演会終了後の意見交換会の様子を報告する。
まず、今回の見学講演会のプログラムを以下に示
す。

2　プログラム
13:30～13:35（ 5分）　  主催者挨拶
13:35～13:50（15分）

  「青葉山東キャンパス三系建築計画」概要説明
  （東北大学大学院　キャンパスデザイン復興推進
室　助手　佐藤　芳治）

13:50～14:10（20分）
  「人間・環境系実験研究棟」建物概要、構造、施
工概要の説明

14:10～14:30（20分）
  「マテリアル・開発系実験研究棟」建物概要、構造、
施工概要の説明

14:30～15:30（60分）
  2棟の施設見学及び会場にて質疑

15:40～16:40（60分）
  講演会「地震に対する超高層・免震建物の変位制
御設計」
  （講師：東北大学　名誉教授　井上　範夫）

16:40～16:50（10分）　  質疑
17:10～18:40（90分）　  意見交換会

3　主催者あいさつ
記念事業委員会広報部会の加藤委員長から開催の
挨拶があり、井上名誉教授ほか出席頂いた先生方や
建物概要の説明者、現場見学の説明者に対し感謝を
示された。司会は同部会の人見委員が担当された。

4　「青葉山東キャンパス三系建築計画」概要説明
東北大学大学院キャンパスデザイン復興推進室の
佐藤芳治先生から震災後の建築計画の経緯説明が行
われた（写真1）。
震災後、キャンパス内の建物の応急危険度判定が
行われ、「危険」判定を受けた建物の再建計画がな

写真1　佐藤先生による説明状況

広報部会　委員
CERA建築構造設計

世良　信次

第3回見学講演会
「東北大学　青葉山キャンパス
人間・環境系実験研究棟、
マテリアル・開発系実験研究棟」
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された。再生の体制として工学研究科に各委員会が
設置された。キャンパスデザイン復興推進室は仮設
校舎の設計、新棟の計画・設計監修などを担当して
いる。3棟に共通の計画コンセプトとして、以下の
項目を設け、更にキャンパスの景観形成方針として、
新旧建築群の緩やかな統一感を目指した。
①高耐震性能：  中層化と免震構造化
②停電時の機能確保：  非常用発電機、非常用バッテ

リー（UPS）
③避難安全性：  自然光が入る複数の明快な経路、屋

内外に避難スペース
④省エネルギー：  スマートメーター（集中検針設備）、

日光・風・雨水などの活用と制御
各棟については、各棟固有のゾーニングによる明
快な空間計画がなされたことなどの説明があった。
免震化においては、建物利用者の免震構造に関す
る認識の不足、設計及び施工工期の長期化、予算の
不足などが課題となったことが挙げられた。

5　「人間・環境系実験研究棟」建物概要説明
構造設計を担当された日本設計の大沢和雅氏から
建物計画から構造設計にわたり、それらの概要説明
が行われた（写真2）。

特に、2階から5階までがS字の平面形状（図1）を
しており、室内空間のフレキシビリティーを確保す
るために、アウトフレームの構造体を数種類検討さ
れている。その結果、構造的には水平変形を抑える
効果が高いV字柱（トラス柱）を採用し、一体的な
構造計画としたこと（図2）。また、平面形状を考慮
して3次元立体骨組モデルによる地震応答解析を行
い、告示波の1.25倍の地震動や東北地方太平洋沖地
震の観測波による安全性の確認を行ったことなどの
説明がなされた。

6　		「マテリアル・開発系実験研究棟」建物概要
の説明
構造設計を担当された久米設計の井上啓氏から建
物計画から構造設計にわたり、それらの概要説明が
行われた（写真3）。特に、建物中央部の南北方向に

エントランスの吹き抜けを有し、更に東西方向にも
吹き抜け部があり、建物中央部に十字に吹き抜けを
有する建物となっている（図3）。また、吹き抜け部
にはランダムに床が配置された空間となっている
（図4）。外部柱は、アウトフレームとし柱をPCaとし
てシャープなファサードとなるように建築計画がさ
れている。その分、内部2構面は、柱を扁平形状とし、
耐力壁を配置して地震力の負担を図っている。免震
構造の性能設定では、設計地震動の周期特性を考慮
し、免震周期の長周期化を図り、免震効果が十分に
発揮されるように検討したことなどの説明がなされ
た。

写真2　大沢氏による説明状況

図1　2階平面図

図2　南西側イメージパース
出典：  平成24年度　東北大学工学研究科　キャンパスデザイン復

興推進室　年次報告書

写真3　井上氏による説明状況
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7　施設見学
施設見学は、参加者が多数のためA、B班に分け

て2棟を巡回した。
人間・環境系実験研究棟は、見学時は工事中で、
施工会社である佐藤工業の黒﨑所長と日本設計の大
沢氏の案内で、見学が可能な2階から入り、1階と免
震層を見学した。その状況を写真4、5に示す。マテ
リアル・開発系実験研究棟は竣工直後で、東北大学
の佐藤先生と久米設計の井上氏の案内で1階から5階
にEVで上り建物内部を見学した。その状況を写真6、
7に示す。

1）「人間・環境系実験研究棟」の見学状況

2）「マテリアル・開発系実験研究棟」の見学状況

8　講演会
見学会の後、東北大学名誉教授の井上範夫先生に
より、「地震に対する超高層・免震建物の変位制御
設計」というテーマで講演が行われた（写真8）。写
真9に満席の会場の状況を示す。
講演では、東北地方太平洋沖地震などのような長
周期地震動に対して安全性を確保する上で、固有周
期の長い超高層建物や免震建物の設計では、応答変
位を制御する設計法が重要であると説明された。そ
の方法として速度非依存性のダンパーが効果的で、

図3　2階平面図

写真5　工事中の免震層での説明状況

写真6　見学時の建物外観

写真7　天井の空調室内機の説明状況

図4　断面イメージパース
出典：  平成24年度　東北大学工学研究科　キャンパスデザイン復

興推進室　年次報告書

写真4　工事中のV字柱（左：外観、右：室内側）
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その解析モデルによる応答を試算し、解析結果を示
された。
また、制振建物への適用例として同調粘性マスダ
ンパーの理論を説明し、実大試験体による性能試験
の状況を紹介された（写真9）。さらに、同調粘性マ
スダンパーを用いた応答評価法を提案され、適用例
による応答解析結果を紹介された。

9　質疑・応答
講演後、講演会の内容、設計概要説明、現場見学
の質疑をまとめて受けた。その概要を以下に示す。
質疑1.   設計概要の説明時に示された設計波の速度応

答スペクトルを見ますと、3.5秒から4.0秒あ
たりにもピークが見られますが、免震周期の
設定ではこの周期に対してどのように考慮さ
れましたか？

回答.   「マテリアル・開発系実験研究棟」では、歪
250％時での等価周期を4.4秒とし、ピークを
避ける長い周期としています。
「人間・環境系実験研究棟」では、歪250％時

での等価周期が3.65秒となっていますが、こ
れらの設計波による応答解析を行い、設計ク
ライテリアを満たし、安全性が確保できてい
ることを確認しています。

質疑2.   同調粘性マスダンパーの周期を建物の1次周
期に合わせて制御するということですが、建
物の1次周期の誤差に対してはどの程度の感
度がありますか？

回答.   このダンパーは、ロバスト性があり、ある程
度の誤差に対しても制御効果があります。

10　意見交換会
講演会終了後、キャンパス内の青葉記念会館「レ
ストラン四季彩」で意見交換会が開かれた。開催に
当たり東北大学名誉教授の柴田明徳先生から講演者
へのねぎらいと50年前に青葉山キャンパスにいた当
時を振り返られて乾杯の御発声を頂いた（写真
10）。参加者は、各設計担当者や参加者同士で講演
会や建物概要について見学時の感想と合わせて意見
交換がなされた。本会の締めとして、東北大学教授
の五十子幸樹先生からは、20周年記念事業として国
際会議に続き、講演会が開かれたことに謝辞を頂い
た（写真11）。

11　おわりに
今回の見学講演会には、全国（秋田県、宮城県、
東京都、埼玉県、神奈川県、大阪府、岡山県）から
41名の方の参加がありました。講演会のみならず、
震災後の大学校舎の復興と免震構造による多様なデ
ザインの建築にも注目が集まったようです。
このように多くの免震建築による復興計画が成立
した経緯をお聞きし、免震建築を選択した背景には、
今後も発生しうる大地震に対して学生の安全を確保
し、研究活動が継続できることが代えがたい価値で
あると信じる大学側の思いを感じました。

写真8　井上先生による講演状況

写真10　挨拶される柴田先生 写真11　挨拶される五十子先生

写真9　同調粘性マスダンパー実大試験の説明状況
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創立20周年記念事業

1　はじめに
日本免震構造協会創立20周年記念事業の掉尾を飾り2014年9月1日、明治記念館にて「創立20周年記念式典」
が実施された。本式典は、広く協会会員とともに創立20周年を記念し、懇親を深める場として企画されもの
である。式典は「記念フォーラム」と「記念パーティ」の二部構成で行われた。当日はあいにくの雨模様の
中にも関わらず、フォーラムの参加者は182名で、たいへんな盛会となった。また、参加者には、20周年記念
事業委員会イベント部会の編纂による小冊子「日本免震構造協会20年の歩み」が配布された。
開会に先立ち、20周年記念事業委員会、井上範夫委員長（東北大学名誉教授）より開会の辞が述べられ、

今回の20周年記念事業の多くの取り組みについて説明がなされた。

2　記念フォーラム（15：00-17：50）
司会はイベント部会委員　久野雅祥氏（大成建設）、日本免震構造協会事務局長　佐賀優子氏が担当した。
プログラムは以下のようである。

式辞 日本免震構造協会会長 和田　章
講演「協会20年のあゆみ」 日本免震構造協会顧問 可児長英
20周年記念功労賞表彰式

表彰経緯 表彰部会部会長 井上範夫
表彰状授与 日本免震構造協会会長 和田　章

記念講演「イプシロンロケットの挑戦」
 宇宙航空研究開発機構（JAXA）
 宇宙科学研究所　教授 森田泰弘　氏

可児顧問による講演「協会20年のあゆみ」は、我が国における免震技術の黎明期から現在に至るまでの経
緯を、貴重な写真や動画を用いて説明され、会場を沸かせた。また、歴代の協会事務局員への感謝にも触れ
られていた。なお、講演後、可児顧問の長年にわたる協会への貢献を感謝し、記念品が贈呈された。

20周年記念功労賞表彰式は、企業表彰39社、個人表彰12名に対し、和田会長より表彰状が授与された（表
彰経緯などは別項を参照されたい）。
記念講演は、2013年（平成25年）に試験1号機が打ち上げられた「イプシロンロケット」のプロジェクトマ

ネージャーである森田泰弘先生をお迎えし、大変興味深いお話をいただいた。森田先生には、記念パーティ
にもご臨席いただき、協会会員が直接お話を伺うことができたことも大変貴重な時間となった。

イベント部会　部会長
明星大学　教授

立道　郁生

創立20周年記念式典概要
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3　記念パーティ（18：00-19：30）
記念フォーラムに引き続き、会場を変え記念パーティが行われた。司会はイベント部会委員、中澤昭伸氏（織
本構造設計事務所）が行い、和田会長の開会あいさつののち、以下の来賓の祝辞をいただいた。

国土交通省大臣官房審議官 杉藤　崇　氏
一般財団法人日本建築センター　理事長 松野　仁　氏
一般社団法人日本建築構造技術者協会　会長 金箱　温春　氏

なお、来賓として住宅局建築指導課課長　木下一也氏、同建築物防災対策室長　石崎和志氏、同企画専門官、
後藤裕氏のご臨席を賜った。
西川孝夫元会長の乾杯のご発声ののち、多くの会員の懇親の場となった。

4　おわりに
創立20周年記念式典の準備、運営には、日本免震構造協会事務局の多大なご尽力をいただいた。ありがと
うございました。
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日本免震構造協会創立20周年記念式典の概要につ
きましては、立道郁生イベント部会部会長より報告
されていますので、ここではイベント部会を代表し、
行われた記念式典の模様を、写真を中心にご報告致
します。
式典は、明治記念館2階富士の間で行われました。
入り口では事務局の方々による受付が行われました。

写真2に会場内の様子を示します。天井も高く、
広々とした会場で行われました。参加人数も182名
と、非常に盛況でした。

最初に、20周年記念事業委員会 井上範夫委員長
より、開会の辞が述べられました。5年前には15周
年記念事業が行われましたが、それ以降東北大震災

が発生し、免制振の技術が改めて見直されました。
今後想定される南海トラフの地震に対して、ますま
す免制振技術は必要となってくると結ばれました。
さらに今回の20周年記念事業に関して、3部会を
組織して対応したことを説明されました。広報部会
では3回の見学会を実施したこと、イベント部会で
は学生アイデアコンペを開催したこと、国際会議部
会では第13回世界免制震会議と20周年記念シンポジ
ウムを合同で行ったことが報告されました。

記念式典は、「記念フォーラム」と「記念パー
ティー」の二部構成で行われました。第一部の「記
念フォーラム」では、司会をイベント部会 久野雅
祥（大成建設）委員と日本免震構造協会 佐賀優子
事務局長が担当しました。
記念フォーラムでは、まず日本免震構造協会 和

田章会長から式辞が述べられました。日本では古く
から免震の概念があり、正倉院も免震の考え方が利
用されています。新耐震下でも免震ができないかを
梅村魁先生、多田英之先生他の方々を中心に検討を
始め、今に至っています。これに対し、ニュージー
ランドのポーレイ先生を中心とした、建物を梁で壊

写真1　入口受付の模様

写真2　会場内の様子

写真3　井上範夫委員長の開会の辞

イベント部会 委員
前田建設工業

藤波　健剛

創立20周年記念式典に参加して
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そうというキャパシティーデザインの考え方が提案
されています。しかし一方ではダクティリティーは
ダメージだという考え方も示されており、実際
ニュージーランドで発生したクライストチャーチ地
震では、2200棟の建物の内、1700棟余りが損傷した
ために壊されることになってしまいました。こう
いった事象も踏まえ、もっと耐震性能の良い建物を
作った方が良いという機運が出てきています。筋の
良いものは広がるということもあり、今後30年、40

年さらには100年に亘って、免震構造を用いた健全
な建物や街を作っていきたいと述べられました。

日本免震構造協会を代表して、可児長英顧問から、
「協会20年のあゆみ」と題してこれまでの協会の活
動概要が説明されました。出席者に配布された「日
本免震構造協会20年のあゆみ」に載せられた写真を
中心に、免震構造の研究が始まった1975年頃からの
歴史を紹介していただきました。特に、1991年に多
田英之先生らによって8000tonプレス機を用いて実
施された積層ゴムの圧縮破壊実験の動画は圧巻で、
可児顧問が柱の陰から撮影された際の恐怖感も伝
わってきました。破断の際に発生した白いガスに関
しては、未だにどういう成分か不明であるという説

明には、興味が湧きました。当時の写真に写った20

年前の姿は皆様若々しく、体型の変化と合わせて時
間の経過を改めて感じた次第でした。
本協会のこれまでの活動内容を拝見し、会員の皆
様の努力とその成果の大きさを再認識することが出
来ました。

講演後、可児顧問の長年に亘る協会への貢献を感
謝し、記念品が佐賀事務局長から贈呈されました。

引き続き、20周年記念功労賞の表彰式が行われま
した。井上範夫委員長より表彰経緯が説明され、企
業表彰として設計事務所16社、建設会社18社、製造
会社5社、個人表彰として12名の方々が表彰されま
した。企業表彰はこれまで免震の普及に貢献されて
きた企業に対して、また個人表彰は各委員会の委員
長として10年以上活躍された方々で、協会普及賞ま
たは10、15周年記念賞を既に授賞された方を除く
方々が表彰されました。和田章会長から、表彰者一
人一人に賞状が授与されました。
賞状授与後に、常木康弘氏（日建設計）が代表し
て受賞挨拶を行われました。免震構造であれば何で

写真4　記念フォーラム司会のお二人

写真5　和田章会長の式辞

写真6　可児長英顧問の講演

写真7　可児長英顧問への記念品贈呈



95創立20周年記念事業

も良いということではなく、免震をよく判っている
設計者がきちんと設計し、製造メーカーがしっかり
作り、施工者がちゃんと施工したものを、使用者が
免震構造であることを理解して使うことで、総合的
な意味で免震構造と言えるのではないかと話されま
した。

休憩の後、宇宙航空研究開発機構（JAXA）　宇宙
科学研究所 森田泰弘教授より、イプシロンロケッ
トの挑戦　～みんなの夢をのせて～「夢を追った7

年間」と題して記念講演が行われました。

森田教授は、1987年に東京大学の博士課程を修了
され、1990年から宇宙航空研究開発機構に所属され
ています。2003年10月からはM-Ⅴ（ミューファイブ）
ロケット開発責任者として同ロケットの打ち上げを
指揮され、引き続きイプシロンロケットのプロジェ
クトマネージャーとして我が国の固体ロケットの開
発をリードしておられます。

講演では、これまでの日本の固体ロケットの開発
の歴史をわかりやすく解説していただきました。日
本のロケット開発はペンシルロケットから始まりま
すが、これに先立つ数年前には糸川英夫博士がロ
ケット輸送機という発想をされていました。イギリ
スではすでにコメットというジェット旅客機が就航
しており、今さらジェットの研究でもないであろう
と考え、最初から外国のやっていないことを始める
パイオニア的な発想が必要だということになりまし
た。これが日本の固体ロケットの遺伝子として受け
継がれてきています。1985年には、固体ロケットで
地球の重力圏を脱出するミッションがM-3S-Ⅱロ
ケットを用いて行われましたが、これはハレー彗星
を探査することを目的とした人工衛星さきがけを打
ち上げるミッションでした。この時には、森田先生

写真8　企業表彰・設計事務所

写真9　企業表彰・建設会社

写真10　企業表彰・製造会社

写真11　個人表彰

写真12　常木康弘氏挨拶

写真13　森田泰弘教授の講演
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の修論であった姿勢制御を適用する機会に恵まれた
ということをお聞きし、最先端のミッションに若手
の技術者を起用する柔軟さに感銘を受けました。

1990年代にはM-Ⅴロケットが開発され、皆様ご
存知のように、2003年に小惑星探査機はやぶさを打
ち上げ、全段固体ロケットで小惑星探査を行い帰還
するという世界初のミッションを成功させました。
しかしながら、世界で最も素晴らしい固体燃料ロ
ケットとして高く評価されたものの、諸般の事情に
より、2006年9月のM-V7号機をもって開発が中止さ
れることになりました。どうすればよいかわからな
い3年間を経て、過去を忘れて良いロケットで未来
を拓けという恩師の秋葉鐐二郎先生のアドバイスの
もとに、打ち上げシステム全体の改革を行うことに
しました。
これからは小型、高性能、低コストの時代である
とし、性能、運用設備、使いやすさを三位一体とし
た打ち上げシステムを作り上げました。また、後継
機として、小さくても高性能な固体ロケット、イプ
シロンを開発するに至りました。イプシロンは3段
式全段固体燃料を用い、全長24m、重量は92tonとコ
ンパクトになっており、打ち上げ費用も38億円と安
価なものになっています。ロケットの発射管制にも
AI、IT技術を駆使し、数時間も要していた打ち上げ
前点検作業を知能化による自律点検化し、パソコン
1台（実際には冗長系のために2台）で数十秒で可能
となり、世界中を驚かせました。イプシロンでは人
工衛星「ひさき」を打ち上げましたが、これは世界
初の惑星専用の宇宙望遠鏡です。
日本は、予算も限られていることから、世界で無
理だと思われていたことをやり遂げるしかなかった
ということです。ペンシルロケットでは水平に打ち
上げ、レーダー技術なしで制御する方法を開発し、
ラムダロケットでは誘導制御技術なしに打ち上げを
成功させました。はやぶさでは全段固体ロケットで
小惑星探査を成功させ、イプシロンロケットではパ
ソコン2台でのモバイル管制を開発しました。
開発では常に逆境を目の当たりにされてきました
が、逆境は逆に飛躍のチャンスであると捉え、やり
遂げてこられました。さらによき仲間に恵まれるこ
とも重要なポイントであり、大変な業務の中でもひ
た向きに開発に従事するよき仲間の存在は非常に大
きいということでした。
最後に、イプシロンの言葉の意味の中には、エデュ

ケーションという意味合いも含まれているというこ
とでした。後に続く人材の育成は重要なポイントで
あり、森田先生も宇宙科学研究所の教授として、後
進の育成に携わっておられます。
盛大な拍手のもと、森田先生の講演が終了しまし
た。
引き続き、会場を隣室に移し、第二部の「記念パー
ティー」が開催されました。第二部は、イベント部
会 中澤昭伸委員（織本構造設計）の司会により行
われました。まず、和田章会長より会長挨拶があり、
森田先生の講演を受け、高校時代に糸川英夫博士を
招いて講義を受けたことがあるという驚きの紹介も
なされました。

次に、来賓の方々から祝辞をいただきました。国
土交通省大臣官房審議官杉藤崇氏からは、ここまで
進んだ免震技術を今後外国へも広げていってほしい
との激励をいただきました。
一般財団法人日本建築センター 松野仁理事長か
らは、免震とすることで地震保険が安くなる制度の
紹介があり、時期が合えば是非自宅を戸建て免震で
建てたかったとのお話がありました。
一般社団法人日本建築構造技術者協会 金箱温春
氏からは、共に免震構造の普及に協力していきま
しょうとのエールをいただきました。

写真14　中澤昭伸氏の司会

写真15　杉藤崇氏の来賓祝辞
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佐賀優子事務局長より、本日のパーティーのため
に厳選された食事とワインに関する丁寧な紹介があ
り、「皆様どうぞお召し上がりください」の言葉には、
参加者皆に笑顔が浮かびました。
ここで、西川孝夫前会長の音頭で乾杯がなされ、
記念パーティーが始まりました。パーティーでは皆
様説明のあった料理やワインを堪能し、あちこちで
会話の輪が広がりました。

最後に立道郁生イベント部会部会長から中締めが
なされましたが、時間一杯まで会話が弾みました。
森田泰弘先生には、最後までお付き合いいただき、

写真16　松野仁氏の来賓祝辞

写真17　金箱温春氏の来賓祝辞

宇宙開発のお話をお聞きすることが出来ました。
最後になりましたが、20周年記念式典の準備、運

営にかかわられた関係者の方々には、厚く御礼申し
上げます。

写真18　佐賀優子事務局長の料理の説明

写真19　西川孝夫前会長の乾杯

写真20　パーティーの模様

写真21　立道郁生イベント部会長の中締め

写真22　最後までお付合い頂いた森田泰弘先生
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創立20周年記念事業

本会はこれまで創立10周年、15周年記念事業を
行ってきました。今回の20周年記念事業におきまし
ても、免震構造の健全な普及、協会活動、免震・制
振建築物の実現などに貢献のあった企業・個人に功
労賞を贈ることとしました。草創期より活動されて
きた企業、免震や制振の実績を重ねてきた企業が会
員の中に多くあり、これらを20年の節目に賞するこ
とにしました。ただし、すでに10周年、15周年時に
授賞された企業は除きました。企業の分野は設計、
施工、製造としました。個人に関しましては、永い
間委員長を務め協会活動に貢献された方としまし
た。記念事業委員会は表彰部会を設け、これまでの
協会にあるさまざまな資料を基に選定いたしました。

1　企業表彰
永年にわたり免震・制振構造の健全な普及推進に
尽力されていて、協会活動にさいし、多くの委員を
派遣され、優れた免震・制振建築物の実現に貢献さ
れている、また、免震・制振関係の多くの技術者が
おり、これらの技術を支えている企業として選定し
ました。
・設計事務所
・施工会社
・製造会社

2　個人表彰
永年にわたり免震・制振構造の健全な普及推進の
ため本会の委員会委員長としてその責をつとめら
れ、また、それにより多くの技術者に広く免震・制
振構造を伝えることができ、技術の進展に寄与され
た方々を選定しました。
・永年にわたる協会の委員会委員長を務めた方々

日本免震構造協会20周年功労賞受賞者リスト
表彰日：平成26年9月1日（月）
会　場：明治記念館　2階「富士の間」

1　企業表彰
①設計事務所－16社
梓設計、石本建築事務所、NTTファシリティーズ、
織本構造設計、久米設計、構造計画研究所、大建設
計
ダイナミックデザイン、中山構造研究所、日建設計、
日建ハウジングシステム、日本設計、松田平田設計
三菱地所設計、安井建築設計事務所、山下設計

②建設会社－18社
淺沼組、安藤・間、大林組、奥村組、鹿島建設、熊
谷組、鴻池組、五洋建設、清水建設、大成建設
竹中工務店、東急建設、戸田建設、西松建設、長谷
工コーポレーション、フジタ、前田建設工業
三井住友建設

③製造会社－5社
オイレス工業、昭和電線デバイステクノロジー、新
日鉄住金エンジニアリング、東洋ゴム化工品
ブリヂストン

2　個人表彰
④委員会委員長－12名
笠井 和彦、加藤 晋平、木林 長仁、公塚 正行、酒井 

直己、杉崎 良一、瀬尾 和大、髙山 峯夫
舘野 孝信、中澤 昭伸、原田 直哉、深澤 義和

表彰部会　部会長
東北大学　名誉教授

井上　範夫

20周年記念功労賞
−表彰者及び選定経緯−



99創立20周年記念事業

創立20周年記念事業

記念事業委員会本委員会
委員長 井上 範夫 （東北大学）
委　員 飯場 正紀 （北海道大学）
 五十子 幸樹 （東北大学）
 池永 雅良 （オイレス工業）
 加藤 晋平 （東京高速道路）
 可児 長英 （日本免震構造協会）
 北村 春幸 （東京理科大学）
 斉藤 大樹 （豊橋技術科学大学）
 須賀川 勝 （日本免震構造協会 普及委員会）
 立道 郁生 （明星大学）
 中島 正愛 （京都大学）
 西川 孝夫 （日本免震構造協会前会長）
 西 敏夫 （東京工業大学）
 深澤 義和 （耐震総合安全機構）
幹　事 田村 和夫 （千葉工業大学）

国際会議部会
委員長 斉藤 大樹 （前掲）
委　員 M. アルベル （構造計画研究所）
 五十子 幸樹 （前掲）
 岡本 伸 （ピーエス三菱）
 温 留漢 （エーエス）
 川村 浩 （三菱地所設計）
 猿田 正明 （清水建設）
 関 松太郎 （建築研究所）
 田坂 雅則 （日建設計）
 濱口 弘樹 （竹中工務店）
 東野 雅彦 （竹中工務店）
 馮 徳民 （高環境エンジニアリング）
 平松 昌子 （大成建設）
 T. ベッカー （京都大学）
 向井 智久 （建築研究所）
 森田 慶子 （福岡大学）
 池永 昌容 （東北大学）
 藤田 智己 （仙台高等専門学校）
 堀 則男 （東北工業大学）
幹　事 可児 長英 （前掲）

イベント部会
委員長 立道 郁生 （前掲）

委　員 可児 長英 （前掲）
 沢田 研自 （日本免震構造協会）
 中澤 昭伸 （織本構造設計）
 久野 雅祥 （大成建設）
 藤波 健剛 （前田建設工業）
 前林 和彦 （清水建設）
幹　事 濱 智貴 （清水建設）

広報部会
委員長 加藤 晋平 （前掲）
委　員 小山 実 （大成建設）
 齋藤 一 （鹿島建設）
 猿田 正明 （前掲）
 世良 信次 （CERA建築構造設計）
 浜辺 千佐子 （竹中工務店）
 人見 泰義 （日本設計）
 増田 陽子 （日本免震構造協会）

表彰部会
委員長 井上 範夫 （前掲）
委　員 立道 郁生 （前掲）
 中澤 昭伸 （前掲）
 久野 雅祥 （前掲）
 可児 長英 （前掲）

総務部会
委員長 可児 長英 （前掲）
委　員 入江 麻子 （日本免震構造協会）
 堀 則男 （前掲）

学生アイデアコンペ審査会
委員長 井上 範夫 （前掲）
委　員 芦原 太郎   （芦原太郎建築事務所所長　 

日本建築家協会会長）
 瀬川 茂子   （朝日新聞出版アエラ編集部　

副編集長）
 中村 淳 （NHK社会部災害班デスク）
 西川 孝夫 （前掲）

記念フォーラム講演会
講　師 森田 泰弘 （宇宙航空研究開発機構）

創立20周年記念事業委員会委員名簿
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協会20年のあゆみ

はじめに
1970年代前半には、地震動波形の観測記録が得られるようになり、建築物がどのように揺れるのかという
解析もできるようになってきた。1975年頃から日本でも新構法としての免震構造に関
して設計者や研究者が開発を行うようになっていた。まだ「免震」という用語が明確
に定義されていたわけではなく、建物に地震力を何とかして伝えないように、あるい
は建物に入る前に地震エネルギーをどうにかカットできないかということであった。
1970年代後半になると、梅村魁、多田英之、山口昭一、和田章、長橋純男、天羽信也
等10名近くの方々が会合をもつようになり、1978年頃から福岡大学の多田研究室では
「免震装置」に関する多くの実験を行った。1980年代前半には総合建設業や免震装置
製作企業でも研究開発が行われ始めた。尚、写真のように、横浜ゴム工業製の防振用
積層ゴムが東芝研究所（1964年）に適用されていることが後に分かった。 防振用積層ゴム

多田研究室の加振試験

鋼棒ダンパーの試験

多田研究室の加振試験機

日本免震構造協会　顧問

可児　長英

協会20年のあゆみ
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1981年には「新耐震基準」が施行された。レーダーサイトの工作物に転がり
支承を用いた「レーダー用免震構造」が採用された。
同年、北川良和の紹介により山口昭一等はニュージランドの最初の建築家の

名を付したウィリアムクレイトンビルの見学をした。このとき鋼材の研究をし
ていたR.G. Tylerに会い鋼材ダンパーのヒントを得た。

1982年に、多田英之、山口昭一による日本初の免震建築物「八千代台住宅」が設計され、1983年に竣工した。
このとき、日本建築センターの低層コンクリート委員会（委員長園部泰寿、委員村上雅也、西川孝夫等）に
提出し承認され、半年後実建物の稼働実験をする条件で認可された。その後、免震構造研究会（委員長中野
清司）が設置され澤田美喜記念館が建設された。これを契機に総合建設業での免震の研究開発が一段と加速
した。また、免震構造に関係する人たちが度々会合を開くようになり、最初に免震建築物を設計した東京建
築研究所山口昭一のもとへ免震構造に関心のある人たちが集まった。

1984年には多田研究室で、ユニチカ浜松工場にRC造2階建ての免震建物を加振した。実際の免震建物の挙
動を直接見た初めての実験だった。その時の積層ゴムはφ300天然ゴムで、角鋼棒ダンパーを用いていて、装
置の実稼働試験も兼ねた。

免震レーダーサイト

八千代台住宅（φ300天然ゴム系積層ゴム） 澤田美喜記念館（φ435天然ゴム系積層ゴム）

RC造2階建て免震建物実物載荷試験 角鋼棒ダンパー及びアクチュエータ



102 MENSHIN　NO.86　2014.11

1985年から日本建築センターで免震構造評定が開始された。そのころ多田英之、山口昭一等の働きかけで、
日本建築学会に免震構造の委員会を設けようとの動きがあり、1986年に免震構造小委員会が設置された。小
委員会では40名ほどの委員が集まり、建物や装置の設計、施工あるいは維持管理などについて、活発な議論
が行われた。同年、「東北大学免震実証試験建屋」が東北大学に建設された。

1990年には、免震装置に耐火被覆を施した中間階免震「東伸24大森ビル」がJR大森駅前に建設された。
1991年、多田英之等により、「積層ゴム実機の圧縮破壊試験」が、三菱重工長崎造船所の8000tプレス機を用
いて実施された。

協会設立
1988年に日本建築学会の免震構造小委員会において「免震構造協会」の設立の提案がなされたが、時期尚
早とのことで見送られた。その後1992年6月に第1回協会設立準備会を開催し13名の方々が参加した。この年は、
協会設立のための準備期間として設立準備WGを発足させ、協会の名称、設立の意義、運営、会員種別、会費、
定款、免震装置の検査・性能評価・維持管理・特許関係の整理や協会パンフレットの作成等を行った。翌
1993年春には、設立趣意書・組織・定款・運営規則・事業計画・予算・役員・委員会・事務局等の案を固めた。

1993年6月17日、鉄鋼会館にて出席者44名で設立総会及び理事会を開催した。会長は梅村魁、副会長は救仁
郷斉、山口昭一、武田寿一が決定し、理事39名・監事2名で協会は発足した。また、技術委員長 和田章、規
格化・標準化委員長 寺本隆幸、広報委員長 須賀川勝、運営委員長 山口昭一、委託会計士 畑山俊久が決定した。
このときの議事録署名人は寺本隆幸と可児長英であった。

天然ゴム系積層ゴム支承（φ500）の圧縮破壊試験

設立総会後の懇親会（梅村会長他） 懇親会（多田先生他）
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設立後の活動
設立後、技術委員会にはアイソレータWG（主査：髙山峯夫）、ダンパーWG（主査：村井信義）、略設計

WG（主査：人見泰義）、上部構造・基礎構造WG（主査：山本裕）、規格化・標準化委員会の規格化WG（主査：
寺本隆幸）、維持管理WG（主査：三浦勝義）が早速活動を開始した。

1994年に「昭和電線電纜相模原工場」と「ブリヂストン横浜工場」にて協会主催の見学会が開催された。
第1回免震建築フォーラムが米国の研究者等を招いて建築会館にて開催された。この年に神戸市内に「松村
組技術研究所研究棟」、「ウエストビル」が建設された。菊地優による「積層ゴムの復元力モデル」も示された。
この年協会は、米国で発生したノースリッジ地震で免震構造の免震効果が得られたとのこと、調査団を派遣
した。

広報委員会（東京建築研究所）

第1回免震建築フォーラム　米国講師（アイケン他、建築会館）
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1995年に兵庫県南部地震が発生した。神戸市内の免震建物はその効果を発揮した。秋に、全国で「免震構
造入門」講習会を実施した。施工WG（主査：田中清）、維持管理委員会（委員長：三浦勝義）、協会の基盤
を固めるための基盤整備特別委員会（委員長：鈴木哲夫）、事業企画委員会（委員長：可児長英）、マンショ
ンの免震化の促進のための共同住宅特別委員会（委員長：山竹美尚）が発足した。

1996年、初の免震病院「星が浦病院」が釧路市に完成した。電力中央研究所にて石田勝彦等による「FBR

免震システム確証試験」で、φ1600の積層ゴム支承の破断実験が行われた。法人化委員会（委員長：小幡学）
が設置され、協会は任意団体から法人を目指すことになった。技術基準マニュアル作成WG（主査：公塚正行）、
ソフト整備WG（主査：原田直哉）、建築詳細WG（主査：寺本隆幸）が発足した。免震建築物の設計に備えて、
技術基準作成委員会（委員長：和田章）が設置され、早速「免震構造の設計に関する技術基準（案）」が作成
された。維持管理委員会維持管理標準WG（主査：中村康一）と維持管理事業WG（主査：木村充一）も発足
した。

1997年、大阪府三島郡島本町にある「ユニハイム山崎」の建設現場見学会が実施された。維持管理標準
WGから「免震建物の維持管理基準案」が提示された。法人化委員会は、国土交通省建築指導課に「法人申
請書」を提出した。

1998年には日本初の歴史的建造物の「免震レトロフィット」が「国立西洋美術館：1959年竣工」で実施さ
れた。居住者に対する免震アンケートをユニハイム山崎で初めて実施した。協会主催の「イタリアにおける
免震構造物の視察」を実施した。この年、一条工務店が「免震住宅の販売」を開始した。

サンフランシスコ市庁舎免震改修

米国視察団の歓迎会（フェアモントホテル）



105協会20年のあゆみ

1999年に技術委員会別置き試験体整備WG（主査：早川邦夫）が、「別置き試験体に関するアンケート」を行っ
た。振動解析ソフトWG（主査：酒井直己）、設計例作成WG（主査：平間光）、積層ゴムアイソレータWG（主
査：松田泰治）、ダンパーWG（主査：辻田修）、協会HPの充実を目指すメディアWG（主査：跡部義久）、建築・
設備の標準の整備のための建築・設備設計WG（主査：浮田高志）、戸建免震のための免震住宅委員会（委員長：
中澤昭伸）も発足した。エンジニアの育成を図って普及小委員会（委員長：菊地優）も発足し常設講習会を
開催した。技術委員会性能評価WG（主査：岩部直征）・実験WG（主査：髙山峯夫）では「積層ゴム支承の
オフセットせん断－引張試験」を実施した。

社団法人設立
1999年、建設省住宅局指導課傘下では最後となる社団法人となった。このとき任意団体のときの役員を二
分し、理事・監事と評議員とし、正会員の表決権も1会員1票となった。

免震告示施行
2000年、基準等作成委員会（委員長：山竹美尚）は、建築研究所の免震告示素案を検討し、5月に協会独自

の「JSSI免震建築物」技術基準を作成した。本技術基準は、応答スペクトル法により、既製品の装置類も使
用できるものとして期間限定で大臣認定を受けた。その後も免震告示の検討を続け、10月には免震構造の技
術基準を定めた平成12年建設省告示第2009号、免震装置の技術基準平成12年建設省告示第1446号、時刻歴応
答解析関係の技術基準平成12年建設省告示第1461号等が施行され、当協会もこれらの改正に寄与した。その
後も「免震建築物の技術基準解説及び計算例とその解説」の作成に参加し、技術解説の背景となった資料を
まとめ計算法や免震部材についての理解に役立つように「改正建築基準法の免震関係規定の技術的背景」を
作成した。2004年には免震構造の技術基準が一部改正され、風拘束装置、クリアランス及び挟まれ・落下防
止が規定された。

性能評価機関
2004年には指定性能評価機関となり、構造性能評価委員長に和田章、材料性能評価委員長に寺本隆幸とし
て構造評価及び材料評価を行うこととなった。

社団法人設立会場（九段会館） 中野会長、小幡法人化委員長、山口副会長
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社団法人としての活動
2000年に、初めての高層免震建築「杉並和田計画A棟」が竣工し、大型の中間階免震建築物「後楽二丁目

東地区第一種市街地再開発ビル」が竣工した。応答制御委員会（委員長：笠井和彦）が発足し、当協会は、
免震・制振を共に本格的に扱うこととなった。企画委員会（委員長：中山光男）より、「免震部建築施工管理
技術者制度」が提案され、資格制度が発足することとなった。また、今後の免震建築物のあり方などを社会
環境面から検討する社会環境部会（委員長：鈴木哲夫、2005年より久野雅祥）が設置された。各委員会を統
轄する運営委員会委員長は、武田寿一が就任した。

2001年に時刻歴応答解析法による「免震構造の設計例集」が設計例作成WG（主査：平間光）より、「免震
建物の建築・設備標準」（のちに2009年に「同標準・改訂版」）が建築・設備標準作成WG（主査：森高英夫）
より刊行した。また、免震建物がその機能を十分に発揮できるように品質確保のための検査と判定基準や標
準的な施工の方法について記述した「JSSI免震構造施工標準」が、技術委員会施工部会（委員長：原田直哉）
から刊行した。その後小冊子「施工Q&A」も刊行した。同年、資格制度委員会（委員長：西川孝夫、2006年
より長橋純男）、審査部会（委員長：公塚正行）、試験部会（委員長：館野孝信）も発足した。免震建築物の
等級を表示するための「免震建築物の耐震性能評価表示指針及び性能評価例（案）」が設計小委員会（委員長：
公塚正行）より提案され2005年に刊行された。鉛ダンパーの溶着部に不具合が発生しこれの調査検討に急遽
対応すべく、鉛ダンパー対応委員会（委員長：中野清司）が設置された。

第1回「免震部建築施工管理技術者」講習・試験（中央大学駿河台記念館）

第2回技術委員会技術報告会懇親会 運営委員会（JIA館）
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2002年には資格制度委員会更新部会（委員長：杉崎良一）も発足し、翌年に発足する「免震建物点検技術
者制度」に対応するため、点検技術者資格WG（主査：高山圭一）、点検技術者試験WG（主査：沢田研自）
が発足した。出版部会（委員長：加藤晋平）も発足した。

2003年、当協会と日本ゴム工業会とで、免震支承の基本特性、限界特性、各種依存性等についてこれまで
に得られたデータを整理し「免震材料認定に伴う実大試験資料調査に基づく積層ゴムの限界性能とすべり・
転がり支承の摩擦特性の現状」を刊行した。技術委員会耐火被覆WG（主査：保田秀樹）が免震部材に耐火
性能をもたせるための検討を開始した。2005年に主査が池田憲一に替わり2006年から防耐火部会として発足
した。免震建物点検技術者制度が開始し、点検技術者審査部会（委員長：高山圭一）、点検技術者試験部会（委
員長：沢田研自）が設置された。維持管理委員会委員長は沢田研自とし、運営委員会委員長は深澤義和とした。
協会は、2003年に10周年を迎え、記念事業委員会（委員長：西川孝夫）を設け、記念調査部会（委員長：

関松太郎）、記念フォーラム部会（委員長：三田彰）、広報部会（委員長：須賀川勝）、国際シンポジウム部会
（委員長：岡本伸）も併設した。「アジアに於ける免震・制振建築の役割と期待」と題して記念フォーラムを
早稲田大学で、同じ題目で国際シンポジウムを東京工業大学長津田校舎でそれぞれ150名が参加して行われた。
また、国際アイディアコンペも実施し「21世紀の構造システム」と題して、稲田達夫、打越瑞昌、笠井和彦、
金箱温春、壁谷沢寿海、小堀徹、中田安洋、福和伸夫、三田彰の諸氏にご参加願い、加藤晋平、関松太郎、
小山実の司会で座談会を開催した。この年の総会で、創立10周年記念功労賞表彰が行われた。

記念フォーラム（広州大学周先生他、早稲田大学井深大記念ホール）

座談会（建築家会館） 10周年記念功労賞表彰（明治記念館）
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2004年には、教育普及部会（委員長：早川邦夫）が2003年十勝沖地震における地震後のアンケートを初め
て免震建物居住者へ実施した。この年に発生した2004年新潟県中越地震における免震建物調査のため、調査
団（団長：和田章）を派遣した。「時刻歴応答解析による免震建築物の設計基準・同マニュアル、設計例」が
技術委員会設計基準部会（委員長：北村佳久）により刊行され、時刻歴応答解析の流れが体系づけられた。

同年技術委員会応答制御部会（委員長：笠井和彦）がこれまでの制振構造を調査、整理し「パッシブ制振
構造設計・施工マニュアル」と表計算シートをまとめ刊行し、制振構造設計の道標となった。防耐火部会は、
中間階免震等の耐火設計法の構築を目指して活動し、免震支承用耐火被覆システムの試験評価方法の整備と
大臣認定取得の支援につながる手順を明確にした。この結果、支承材用の耐火被覆システムが出現した。

免震部材部会にアイソレータ小委員会（委員長：髙山峯夫）とダンパー小委員会（委員長：荻野伸行）が
設置された。1998年から活動してきた入力地震動小委員会（委員長：瀬尾和大）は、「設計用入力地震動作成
ガイドライン」を2005年に刊行し、2013年に同委員会（委員長：久田嘉章）が改訂版を刊行した。2006年、
国際委員会委員長は、斎藤大樹となった。

2008年に15周年を迎え、記念事業委員会（委員長：川口健一）を設け、調査研究部会（委員長：古橋剛）、
市民イベント実施部会（委員長：三山剛史）、同WG（主査：藤波健剛）、国際シンポジウム部会（委員長：
斎藤大樹）、コンペ部会（委員長：立道郁生）、広報部会（委員長：加藤晋平）も併設した。調査研究部会で
は研究助成制度を設け、初めて研究助成が実施された。市民イベント実施部会は、日本科学未来館で「来て！
見て！乗って！免震」を3日間にわたって実施、来場者は5,000名に達した。国際シンポジウム部会は、東京
大学生産技術研究所コンベンションホールにて「持続的社会のための地震応答制御建築物に関する国際シン
ポジウム」を開催し12カ国150名が参加した。コンペ部会は、子ども絵画コンクール、国際アイディアコンペ
を実施した。
優秀修士論文賞制度を創設し、4編が選定された。広報部会は、見学講演会（福岡市アイランドタワースカ
イクラブ、札幌市開発総合庁舎・大成札幌ビル、大阪市シティタワー大阪天満ザリバー&パークス・大阪市
中央公会堂、東京都三菱一号館）の開催と会誌記念特集号を刊行した。

2009年、高減衰ゴム系積層ゴム支承の水平2方向加力時における限界性能に関する新たな知見を得るため、
技術委員会に免震部材部会水平2方向加力時の免震部材の特性と検証WG（主査：北村春幸）を設置し、高減
衰ゴムの減衰性に起因するねじれ変形が発生し、破断ひずみが一方向加力時より減少することを確認した。
同年、技術委員会の免震設計小委員会（委員長：藤森智）では、「免震部材の接合部・取付け躯体の設計指針」
を刊行し、設計法を示した。

免震支承用耐火被覆システムの耐火試験（建材試験センター）
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一般社団法人へ移行
一般社団法人及び一般財団法人に関する法律が施行され、2009年に新法人準備会（委員長：池永雅良）を

設置、2011年4月に申請し同年8月に新法人が認可された。

一般社団法人設立後の活動
2008～2013年にかけて国土交通省の基準整備促進事業が始まり、協会及び会員企業が参加してこの事業に
協力した。協力内容は、「地震力の入力と応答の検討」、「免震建築物の規準の整備に資する検討」、「長周期地
震動に対する免震建築物の安全性検証」、「長周期地震動に対する減衰材の安全性検証」であり、免震技術の
進展に寄与した。

2011年、技術委員会耐風設計部会（委員長：大熊武司）は、2007年発足以来鋭意検討してきた成果として「免
震建築物の耐風設計指針（案）」を発表し、免震建築物の風に対する考え方を初めて具体的に示した。2012年
「免震建築物の耐風設計指針」を刊行した。同年、技術委員会防耐火部会耐火設計ガイドブック作成WG（主査：
増田直巳）により、「免震建物の耐火設計ガイドブック」も刊行した。同年、原子力関係施設に免震構造の適
用を促進すべく、原子力関係施設免震構造委員会（委員長：北山和宏）を設置した。同委員会は、免震建屋
の維持管理ガイドラインの作成、高性能免震装置の開発ロードマップの策定、B・Cクラス建屋の設計簡易指
針とガイドラインの作成を目標としている。
協会は、2013年に創立20周年を迎え、記念事業委員会（委員長：井上範夫）を設け、各事業を行った。広
報部会（委員長：加藤晋平）は、同年春に東京駅丸の内駅舎、秋に大阪市の中之島フェスティバルタワーの
見学講演会を実施した。2013年夏、4階建て免震建物の擁壁に衝突させる実験があり、協会では見学団を
E-Defenseに派遣した。

2014年11月には、記念特集号の出版を予定している。国際会議部会（委員長：斎藤大樹）は、東北大学川
内北キャンパスで第13回世界免制震会議と協会の特別セッションを開催し、海外から60名計210名が参加し
150編の論文が集まった。イベント部会（委員長：立道郁生）は、学生アイデイアコンペを実施した。全国の
大学・高専200校に案内し、30組の登録があり、応募があった19作品の中から賞を決めて表彰した。2014年9

月1日には、記念フォーラムを実施する予定である。近未来問題検討委員会（委員長：辻泰一）は、総会に検
討結果を報告し、その中の提案事項は、既設の委員会がそれぞれ検討することとした。同年、制振部材品質
基準小委員会（委員長：木林長仁）が、長周期・長時間地震動に対する必要性能や取付け部の設計などを考
慮して、「パッシブ制振構造設計・施工マニュアル第3版」を刊行した。原子力関係施設免震構造小委員会（主
査：菊地優）が設置され、ガイドライン及びロードマップの精査を行い、その結果を公開することを目指す
こととした。

減衰材の加振試験（E-Defense） 免震建物の擁壁衝突実験（E-Defense）
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事務局
1993年、創設時事務局を東京建築研究所に置く。会員有志により、事務局会議を設け、事務局をサポート
した。1996年に九段下に事務局を構える。2000年に神宮前に移転して現在に至る。
専務理事：
創設時は非常勤の専務理事を2期にわたり二階堂隆保（1993～1994年、新日鐵）、上田穆（1995～1996年、

新日鐵）を配し、協会の本格的活動開始と同時に常勤の専務理事として可児長英（1997～2013年）が就任し、
2014年に沢田研自が就任した。
事務局長：
初期は副会長の山口昭一（1993～1994年）が担当し、次いで可児長英（1995～1996年）、さらに上岡政夫 

（1997～2000年）、黒沢定弘（2001～2007年）となり、2007年から佐賀優子となった。
職員：
最初の職員は佐賀優子（1996年～）、次いで和田貴子（1997～2002年）が加わり、その後以下となる。田渕

陽子（2002～2003年）、新保香奈子（2003～2005年）、永井潔（2004～2012年、性能評価部長）、山田明子 

（2005～2006年）、奥田容子（2005～2006年）、増田陽子（2005年～）、入江麻子（2006年～）、安藤喜一郎 

（2007～2008年）、小林哲之（2009年～、2012年～性能評価部長）、沢田研自（2014年～）となった。

1996年事務局を九段下に開設（事務局会議メンバー）

2000年免震フォーラム（事務局会議メンバー、工学院大学ファカルティクラブ）
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2001年総会（事務局会議メンバー、明治記念館）

2005年総会受付（事務局）

2009年賀詞交歓会（西川会長と事務局員）

2012年永井性能評価部長送別会（山口三代目会長、西川四代目会長、事務局員）
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日本免震構造協会の創立から現在まで
1988年 協会設立の活動開始
1992年6月（仮称） 免震協会設立準備会開催、事務局を東京建築研究所（東京・新宿区信濃町）に設置
1993年6月17日 日本免震構造協会設立総会 初代会長 梅村 魁
1994年6月16日 第1回総会開催
1995年7月6日 第2回総会開催 二代会長 中野清司
1995年10月～12月 「免震構造入門」講習会を全国で開催
1996年11月1日 事務局を千代田区九段に移転
1997年2月 法人化の申請
1998年1月29日 年頭懇談会・賀詞交歓会開催
1999年2月23日 解散・設立総会開催
1999年4月1日 法人設立許可
1999年6月17日 社団法人設立記念講演会と披露パーティー開催
1999年10月1日 第1回技術報告会開催
2000年5月31日 「JSSI免震建築物」一般認定取得
2000年6月15日 総会開催 三代会長 山口昭一
2000年9月17日 事務局を渋谷区神宮前に移転
2000年10月13日 第1回「免震部建築施工管理技術者」講習・試験実施
2000年10月17日 「免震建築物と免震部材に関する告示」発行
2001年5月 免震建築物の技術基準解説講習会開催
2001年8月31日 免震関係規定の技術的背景発行
2003年1～11月 創立10周年記念事業「記念フォーラム」、「国際アイデアコンペ」、「国際シンポジウム」開催
2003年2月16日 第1回「免震建物点検技術者」講習・試験実施
2004年12月24日 国土交通大臣指定性能評価機関（指定番号：国土交通大臣第23号）
2004年9月28日 「免震建築物の技術的基準改正告示」発行
2005年11月13日 第1回「免震部建築施工管理技術者」更新講習会
2006年6月8日 総会開催 四代会長 西川孝夫
2007年11月25日 第1回「免震建物点検技術者」更新講習会
2008年1月18日 賀詞交歓会開催

2008年5～9月   創立15周年記念事業「国際アイディアコンペティション」、「子ども絵画コンクール」、「国際シンポジウム」、「免震構造・制振構造に関わる優秀修士
論文賞」発表

2011年8月1日 一般社団法人許可
2011年9月13日 一般社団法人になって初めての総会開催

2013年9月24～27日 創立20周年記念事業
 「13th World Conference on Seismic Isolation, Energy Dissipation and Active Vibration Control of Strucures commemorating JSSI 20th Anniversary, Sendai Japan」
2014年6月11日 総会開催 五代会長 和田 章
2014年9月1日 記念式典開催

活動概要
●技術報告会
第1回技術報告会 東京工業大学百年記念館 1999年10月1日
第2回技術報告会 日本青年館 2000年10月1日
第3回技術報告会 東京工業大学百年記念館 2003年4月15日
第4回技術報告会 東京工業大学百年記念館 2006年11月2日
第5回技術報告会 東京工業大学百年記念館 2009年4月23日
第6回技術報告会 東京理科大学神楽坂校舎記念講堂 2012年5月16日

●研究助成事業
第1回2009年度免震構造・制振構造に関わる研究助成事業
免震用積層ゴムの経年変化特性に関する研究（福岡大学 代表者：高山峯夫）
座屈拘束ブレースの力学性能に及ぼす芯鋼材－拘束材間クリアランスの影響（北海道大学 代表者：緑川光正）
第2回2010年度免震構造・制振構造に関わる研究助成事業
型ダンパーを用いた制振補強建物の耐震性能評価
－エネルギー法に基づいたダンパー補強建物の換算Is値－（明治大学理工学部 代表者：小林正人）
新規銅系超弾性合金を用いた引張制振ブレースの開発（京都大学大学院工学研究科 代表者：荒木慶一）
第3回2011年度免震構造・制振構造に関わる研究助成事業
免震部材の多軸連成力学モデルの開発（北海道大学大学院工学研究院　代表者：菊地　優）
超音波を用いた免震積層ゴムの非破壊検査法に関する基礎的検討（（株）竹中工務店 代表者：大畑勝人）
第4回2012年度免震構造・制振構造に関わる研究助成事業
せん断パネルダンパーの累積損傷評価と制振構造設計に関する研究（長崎大学大学院工学研究科システム科学部門　代表者：玉井宏章）
免震層変形限界の設定が免震建物応答に及ぼす影響に関する研究（京都大学大学院工学研究科建築学専攻 代表者：大西良広）
第5回2013年度免震構造・制振構造に関わる研究助成事業
ばね鋼ダンパーによる中低層建築物の残留変形抑止と早期機能回復に関する研究（東京電気大学未来科学部建築学科　代表者：山川　誠）
被災建物の目視点検を補助する変形記憶型の制振デバイス（京都大学防災研究所地震防災研究部門 代表者：倉田真宏）

●優秀修士論文賞
第1回　免震構造・制振構造に関わる優秀修士論文賞
1）ダイナミックマスによる周期伸長効果を利用した建物質量同調制震に冠する研究 日本大学 牛坂伸也（清水建設（株））
2）鉛プラグ入り積層ゴムの大地震時における熱・力学連成挙動の解明
　  ～エネルギーの釣合に基づく応答予測式の提案～ 

東京理科大学 本間友規（鹿島建設（株））

3）ブレース型ダンパー接合部の影響を考慮した損傷制御構造の耐震性評価 東京工業大学 高橋聡史（鹿島建設（株））
4）剛性偏心した木造戸建住宅の制振部材による捩れ応答制御と地震応答評価法 東京工業大学 山崎義弘（東京工業大学 修士課程2年）
第2回2009年免震構造・制振構造に関わる優秀修士論文賞
1）履歴減衰と粘性減衰を併せもつ制振ダンパーの解析モデル化手法 東京工業大学 西澤恵二
2）高減衰積層ゴムの熱・力学的連成挙動の免震建物応答への影響評価 東京理科大学 早川修平
3）エネルギーの釣合に基づく変動風力を受ける超高層免震建物の応答予測手法 東京理科大学 鈴木悠也
第3回2010年免震構造・制振構造に関わる優秀修士論文賞
1）鉄筋コンクリート骨組への座屈拘束筋違の接合方法に関する研究 東京工業大学 野々山昌峰
2）強度のばらつきを考慮した地震応答解析による座屈拘束ブレース接合部の耐久要求値 京都大学 久米建一

日本免震構造協会の年表
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3）鋼材ダンパー、粘弾性ダンパーを用いた実大5層建物の実験に基づく架構の構造特性と
　  ダンパーの制振効果に関する考察 

東京工業大学 馬場勇輝

第4回2011年免震構造・制振構造に関わる優秀修士論文賞
1）履歴型ダンパーと粘性型ダンパーを直列連層配置した超高層鋼構造建物の制振設計に関する研究 東京理科大学 添田幸平
2）水平二方向入力時の履歴型・粘性型減衰機構を持つ高減衰積層ゴムの捩れ応答の検討 東京理科大学 下沖　航
3）粘性・オイルダンパーをもつ実大5層建物の実験結果に関する解析的考察 東京工業大学 山際　創
第5回2012年免震構造・制振構造に関わる優秀修士論文賞
1）パルス性地震動に対する建築物の最大応答変形評価と損傷制御法に関する研究 京都大学 南　博之
2）免震部材の多様性を考慮した免震建物の設計用地震荷重分布
　  －非線形モーダルアナリシスによる地震応答構造の分析－ 

明治大学 松田紳吾

3）粘性ダンパーの基本性能と限界性能および制振効果に関する研究 東京工業大学 西島正人
第6回2013年免震構造・制振構造に関わる優秀修士論文賞
1）幅広いタイプの地震動に頑強な免震と連結制振のハイブリッド構造 京都大学 村瀬　充
2）ピン接合形式二重鋼管ブレースの座屈拘束設計法 京都大学 金城陽介
3）変位依存・速度依存ダンパーが高さ方向に不均等に配置された制振構造建物の地震応答予測に関する研究 東京工業大学 藤田雄一郎

●資格制度
第1回「免震部建築施工管理技術者」講習・試験実施 2000年10月13日
第2回「免震部建築施工管理技術者」講習・試験実施 2001年9月30日
第3回「免震部建築施工管理技術者」講習・試験実施 2002年10月6日
第4回「免震部建築施工管理技術者」講習・試験実施 2003年10月5日
第5回「免震部建築施工管理技術者」講習・試験実施 2004年10月10日
第6回「免震部建築施工管理技術者」講習・試験実施 2005年10月9日
第7回「免震部建築施工管理技術者」講習・試験実施 2006年10月8日
第8回「免震部建築施工管理技術者」講習・試験実施 2007年10月7日
第9回「免震部建築施工管理技術者」講習・試験実施 2008年10月12日
第10回「免震部建築施工管理技術者」講習・試験実施 2009年10月4日
第11回「免震部建築施工管理技術者」講習・試験実施 2010年10月3日
第12回「免震部建築施工管理技術者」講習・試験実施 2011年10月2日
第13回「免震部建築施工管理技術者」講習・試験実施 2012年9月30日
第14回「免震部建築施工管理技術者」講習・試験実施 2013年10月13日
第15回「免震部建築施工管理技術者」講習・試験実施 2014年10月12日

第1回「免震建物点検技術者」講習・試験実施 2003年2月16日
第2回「免震建物点検技術者」講習・試験実施 2004年2月1日
第3回「免震建物点検技術者」講習・試験実施 2005年2月12日
第4回「免震建物点検技術者」講習・試験実施 2006年2月11日
第5回「免震建物点検技術者」講習・試験実施 2007年1月27日
第6回「免震建物点検技術者」講習・試験実施 2008年1月26日
第7回「免震建物点検技術者」講習・試験実施 2009年1月24日
第8回「免震建物点検技術者」講習・試験実施 2010年1月23日
第9回「免震建物点検技術者」講習・試験実施 2011年2月5日
第10回「免震建物点検技術者」講習・試験実施 2012年1月28日
第11回「免震建物点検技術者」講習・試験実施 2013年1月26日
第12回「免震建物点検技術者」講習・試験実施 2014年1月25日

第1回「免震部建築施工管理技術者」更新講習会 2005年11月13日
第2回「免震部建築施工管理技術者」更新講習会 2006年11月12日
第3回「免震部建築施工管理技術者」更新講習会 2007年11月11日
第4回「免震部建築施工管理技術者」更新講習会 2008年11月9日
第5回「免震部建築施工管理技術者」更新講習会 2009年11月8日
第6回「免震部建築施工管理技術者」更新講習会 2010年11月7日
第7回「免震部建築施工管理技術者」更新講習会 2011年11月6日
第8回「免震部建築施工管理技術者」更新講習会 2012年11月4日
第9回「免震部建築施工管理技術者」更新講習会 2013年11月10日
第10回「免震部建築施工管理技術者」更新講習会 2014年11月9日

第1回「免震建物点検技術者」更新講習会 2007年11月25日
第2回「免震建物点検技術者」更新講習会 2008年11月30日
第3回「免震建物点検技術者」更新講習会 2009年11月29日
第4回「免震建物点検技術者」更新講習会 2010年11月28日
第5回「免震建物点検技術者」更新講習会 2011年11月27日
第6回「免震建物点検技術者」更新講習会 2012年11月25日
第7回「免震建物点検技術者」更新講習会 2013年11月24日
第8回「免震建物点検技術者」更新講習会 2014年11月22日

●フォーラム、シンポジウム、ワークショップ
◇免震フォーラム
第1回 「免震建築物の現状と将来」 建築会館ホール 1994年8月31日
第2回 「ユーザー・オーナー向け「阪神・淡路大震災を経て免震構造をさらに考える」 工学院大学 1995年9月4日
第3回 「免震再検証:「建築と免震、レトロフィットと免震」 建築会館ホール 1996年8月30日
第4回 「免震構造の耐震改修への適用:「免震構造は建物を救えるか」 工学院大学 1997年9月1日
第5回 「地域安全性と免震建築」-設計の実際と可能性を探る- 工学院大学 1998年9月1日
第6回 「建築と免震」-その優位性を探る- 工学院大学 1999年9月1日
第7回 「性能設計時代の免震建築」-その可能性を探る- 工学院大学 2000年9月1日
第8回 「地震活動期における免震建築物を考える」 工学院大学 2001年8月31日
第9回 「免震住宅の課題と実現に向けて」 -集合住宅を取りまく環境フォーラム- 工学院大学 2002年9月2日
創立10周年記念事業 「記念フォーラム」 早稲田大学井深大記念ホール　－アジアにおける免震・制振建築の役割と期待－  

2003年1月20日

第10回 「企業のリスクマネージメントは如何にあるべきか（地震時のビジネス継続に関して）」 工学院大学 2005年9月9日
第11回 「首都直下地震の被害低減に向けての免震構造の適用性を探る」 工学院大学 2006年9月11日
第12回 「原点に立ち戻って免震建築を再考する」 工学院大学 2007年9月7日
第13回 「建物の長寿命化と免制震構造」-今後のリスクを乗り越えて- 工学院大学 2010年9月1日
第14回 「東北地方太平洋沖震に対する応答制御建築物（中間報告）」
　基調講演 －東日本大震災からの復興過程－ 

工学院大学
 

2011年9月1日
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第15回 「巨大地震に対して免震・制振建築はどうあるべきか」
　基調講演 －首都直下地震の姿に迫る－
　基調講演 －東日本大震災から学ぶ今後の免震構造のあり方－ 

工学院大学 2012年8月31日

◇シンポジウム、ワークショップ
免震シンポジウム「地域安全と免震」-免震は建物を救う- 神戸国際展示場 1999年1月14日
戸建て免震住宅シンポジウム 工学院大学 2002年9月2日
創立10周年記念国際シンポジウム　
「アジアにおける免震・制震建築の役割と期待」 東京工業大学 2004年11月17～19日

国際ワークショップ
「地震災害軽減のための建築物の免震・制振技術」 中国南京市 2008年11月18～20日

創立15周年記念国際シンポジウム 東京大学生産技術研究所
「持続的社会のための地震応答制御建築物に関する国際シンポジウム」 コンベンションホール 

2009年9月16～18日

創立20周年記念事業
13th World Conference on Seismic Isolation, Energy Dissipation and Active Vibration Control of Structures 

東北大学 仙台川内キャンパス 2013年9月24～27日

《協賛》
パッシブ制振構造シンポジウム2000 東京工業大学 2000年3月10日、11日
パッシブ制振構造シンポジウム2001 東京工業大学 2001年12月14、15日
パッシブ制振構造シンポジウム2002 東京工業大学 2002年12月13、14日
パッシブ制振構造シンポジウム2004 東京工業大学 2004年11月15、16日
「応答制御建築物調査委員会報告会」 NSビル 2012（平成24年）1月26日
「応答制御建築物の今後の取組みに向けて」 工学院大学 2013（平成25年）2月28日

●講習会
◇臨時講習会
「免震構造入門」　1995（平成7）年
東京（10月30日）、札幌（11月6日）、仙台（11月10日）、大阪（11月17日）、名古屋（11月22日）、福岡（12月1日）、東京（12月4日）
「新しい免震構造設計」- 免震建物の設計はどう変わるのか - 工学院大学 2000年9月18日
パッシブ制振構造設計・施工マニュアル講習会 東京 2003年10月1日
パッシブ制振構造設計・施工マニュアル講習会 大阪 2003年10月10日
パッシブ制振構造設計・施工マニュアル講習会 大阪 2003年10月10日
パッシブ制振構造設計・施工マニュアル第3版 講習会 食品衛生センター 2013年11月1日
積層ゴムアイソレータのISO説明会 建築家会館 2003年9月3日
告示免震建築の構造計算例と免震部材標準品リスト-2005-の解説 けんぽプラザ 2005年5月20日

「免震構造講習会」-免震建築物の設計を考える-
 東京工業大学 

 ディジタル多目的ホール 
2005年11月1日

報告会 -東北地方太平洋沖震に対する応答制御建築物調査- 新宿NSビル 30階「ホールA」 2012年1月26日

報告会 -東北地方太平洋沖震に対する応答制御建築物調査-
 大阪府建築健保会館　 

 6階 ホール 
2012年4月23日

報告会「応答制御建築物の今後の取組みに向けて－東北地方太平洋沖地震での課題－」 工学院大学 2013年2月28日

◇常設講習会
第1回「免震構造設計の実際」 JSSI会議室 1997年3月21日
第2回「免震構造設計の実際」 大阪 1997年3月25日
第3回「免震構造設計の実際」 JSSI会議室 1997年6月26日
第4回「免震構造設計の実際」 JSSI会議室 1997年7月24日
第5回「免震構造設計の実際」 JSSI会議室 1997年9月18日
第6回「免震構造設計の実際」 JSSI会議室 1998年3月18日
第7回「免震構造設計の実際」 JSSI会議室 1998年7月23日
第8回「免震構造設計の実際」 JSSI会議室 1999年2月18日
第9回「免震構造設計の実際」 JSSI会議室 1999年7月29日

◇専科講習会-1
第1回「積層ゴムアイソレータ JSSI会議室 1997年12月11日
第2回「ダンパー」 JSSI会議室 1998年4月23日
第3回「積層ゴムアイソレータ」 シニアワーク 1998年12月10日
第4回「軟弱地盤に建つ免震構造を考える」 シニアワーク 1999年5月19日、6月23日
第5回「免震建築の領域拡大を考える」 シニアワーク 1999年12月10日
第6回「新しい免震部材-すべり・転がり系支承-の可能性を考える」 シニアワーク 2000年4月24日

◇専科講習会-2
第1回「パッシブ制振構造設計・施工マニュアル講習会」 工学院大学 2003年10月1日
第2回「パッシブ制振構造設計・施工マニュアル講習会」 大阪府建設交流館 2003年10月10日
第3回「パッシブ制振構造設計・施工マニュアル講習会」 工学院大学 2005年9月30日
第4回「パッシブ制振構造設計・施工マニュアル講習会」 大阪府建築保全会館 2005年10月14日
第1回「パッシブ制振構造の設計・計算講習会」 建築家会館大ホール 2007年11月15、22、29日
第2回「パッシブ制振構造の設計・計算講習会」 けんぽプラザ 2008年5月28、29日
第3回「パッシブ制振構造の設計・計算講習会」 建築家会館大ホール 2010年11月15、16日

第4回「パッシブ制振構造の設計・計算講習会」 キャンパス・
 イノベーションセンター東京 

2012年7月2、3日

第1回「免震建築の詳細設計法と免震部材（積層ゴム）の性能に関する講習会」 建築家会館大ホール 2007年6月29日
第2回「免震建築の詳細設計法と免震部材（積層ゴム）の性能に関する講習会」 建築家会館大ホール 2007年7月20日
第3回「免震建築の詳細設計法と免震部材（ダンパー）の性能に関する講習会」 建築家会館大ホール 2008年1月25日
第4回「免震建築の詳細設計法と免震部材（ダンパー）の性能に関する講習会」 建築家会館大ホール 2008年3月14日

第1回「改訂/免震建物の建築・設備標準」解説講習会 建築家会館大ホール 2010年1月28日
第2回「改訂/免震建物の建築・設備標準」解説講習会 建築家会館大ホール 2010年3月10日

「時刻歴応答解析法」、「免震部材の接合部の設計」解説講習会 建築家会館大ホール 2010年3月24日
「免震建物の耐火設計ガイドブック」解説講習会 食品衛生センター　5階講堂 2012年4月18日

第1回「免震建築物の耐風設計指針」解説講習会（東京会場） 工学院大学 2012年9月21日
第2回「免震建築物の耐風設計指針」解説講習会（大阪会場） 大阪府建築健保会館 2012年10月18日
第3回「免震建築物の耐風設計指針」解説講習会（東京会場） 新宿NSビル「ルーム2」 2013年6月14日
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第4回「免震建築物の耐風設計指針」解説講習会（東京会場） 新宿NSビル3階「3-G」 2014年9月19日

第1回「免震エキスパンションジョイントガイドライン」講習会 工学院大学 2013年4月26日
第2回「免震エキスパンションジョイントガイドライン」講習会 新宿NSビル「ルーム3」 2013年5月24日

「免震建築物のための設計用入力地震動作成ガイドライン」講習会 工学院大学 2014年1月14日

・改正基準法免震関係規定の技術的背景講習会
第1回「免震構造の設計例と解説」 お茶の水スクエア 2001年11月29日
第2回「免震構造の設計例と解説」 工学院大学 2002年5月16日

・「改正基準法に基づく免震部材のあり方について考える」 建築家会館 2003年6月20日
・イブニングセミナー（免震普及会対象） JIA館小ホール 2002年2月11日
・イブニングセミナー JSSI会議室 2003年3月19日
・イブニングセミナー JSSI会議室 2004年2月11日
・イブニングセミナー JSSI会議室 2004年10月1日
・イブニングセミナー JIA館1階ホール 2005年7月29日
・イブニングセミナー JSSI会議室 2006年3月10日
・ショートセミナー「免震構造を巡るトピックス」 建築家会館大ホール 2007年12月12日

◇専科講習会-3
「K-NET柏崎の」強震記録をどのように理解したら良いか」講習会 日本免震構造協会会議室 2008年3月21日
「中国における免制振技術の研究と応用事例について」講演会 建築家会館大ホール 2008年5月22日
耐震設計セミナー「高耐震性を目指した免震性能向上への取り組み」  
Efforts in achieving advanced safety by enhancing seismic isolation performance 

住宅金融公庫すまい・るホール 2009年5月22日

●普及活動の事例
◇工場見学会
昭和電線電纜（株）相模原  1994年7月14日
（株）ブリヂストン・横浜  1994年11月18日
（株）ブリヂストン・横浜  1996年5月15日
昭和電線電纜（株）相模原  1996年5月22日
オイレス工業（株）足利工場  1998年5月15日
横浜ゴム（株）平塚製造所及び免震建物  1998年11月27日
（株）ブリヂストン・横浜  1999年3月10日
清水建設（株）技術研究所「新風洞実験棟」  2005年11月21日
（株）ブリヂストン・横浜  2006年10月23日

◇免震建築見学会
北里大学病院  1996年10月30日
静岡新聞社  1996年11月12日
ユニハイム山崎  1997年2月12日
第1、2回国立西洋美術館（免震レトロフィット）  1997年8月28日
第3回国立西洋美術館（免震レトロフィット）  1997年9月4日
富山市松井北陸免震マンション見学・講習会  1997年11月21日
（株）ブリヂストン横浜YTCビル  1999年3月10日
九州大学医学部病院  1999年4月9日
鉄建建設（株）本社ビル（免震レトロフィット）  1999年4月16日
東京都豊島区役所本庁舎（免震レトロフィット）  1999年6月3日
国立国会図書館支部上野図書館（免震レトロフィット）  1999年11月12日
後楽二丁目東地区第一種市街地再開発ビル  2000年3月25日
中央合同庁舎第3号館耐震改修（免震レトロフィット）  2002年3月13日
山梨県庁舎本館耐震改修（免震レトロフィット）  2002年5月23日
（仮称）恵比寿一丁目ビル【創立10周年記念事業】  2002年9月5日
中伊豆町新庁舎  2002年11月8日
FRT iDCビル【創立10周年記念事業】  2002年11月25日
鹿島田駅東部地区第一種市街地再開発事業 住宅A棟【創立10周年記念事業】  2003年4月8日
外務本省庁舎耐震改修工事（免震レトロフィット）【創立10周年記念事業】  2003年8月21日
東京工業大学高層免震棟・慶應義塾大学来往舎【創立15周年記念事業】 国際シンポジウム テクニカルツアー 2004年11月19日
13-ウエルブ六甲道4番街再開発ビル【創立10周年記念事業】  2003年11月11日
神戸六甲道免震部材講習会・見学会  2003年11月11日
Tokyo Times Tower  2004年3月2日
Renaissance Tower  2004年3月2日
室町三井新館  2004年8月26日
目白ガーデンヒルズ  2005年6月23日
大崎駅東口第3地区第一種市街地再開発事業1街区施設建築物建築工事  2005年12月7日
三田第一生命ビルディング  2005年12月17日
戸建て免震住宅  2006年2月9日
品川区立浜川中学校校舎（免震レトロフィット）  2006年8月25日
鎌倉鶴岡八幡宮「舞殿」（免震レトロフィット）  2006年9月22日
三の丸地区免震レトロフィット改修工事現場  2006年12月5日
奥村組本社ビル（免震レトロフィット）  2007年3月7日
明治屋銀座ビル耐震改修工事（免震レトロフィット）  2007年7月11日
札幌開発総合庁舎（免震レトロフィット）・大成札幌（制震）【創立15周年記念事業】  2008年11月21日
シティタワー大阪天満ザ・リバー＆パークス・大阪市中央公会堂【創立15周年記念事業】  2009年6月5日
新宿センタービル（SCB）長周期地震動対策工事  2009年6月5日
東京工業大学緑が丘1号館（免震レトロフィット）  2009年9月4日
代々木ゼミナール本部校（代ゼミタワー）・清水建設技術研究所（本館・風洞実験棟・安全安震館） 
【創立15周年記念事業国際シンポジウム　テクニカルツアー】  

2009年9月17日

三菱一号館【創立15周年記念事業】  2009年11月27日
東京駅丸の内駅舎【創立20周年記念事業 第1回見学講演会】  2013年5月14日
「中之島フェスティバルタワー」【創立20周年記念事業 第2回見学講演会】  2013年10月18日
「名古屋大学減災館」  2014年5月23日
東北大学　青葉山キャンパス「人間・環境系実験研究棟、マテリアル・開発系実験研究棟」  
【創立20周年記念事業 第3回見学講演会】  

2014年7月4日
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◇イベント等協賛、後援
《協賛》
危機管理産業展2010 東京ビッグサイト 2010年10月6日～8日
危機管理産業展2011 東京ビッグサイト 2011年10月19日～21日
危機管理産業展2012 東京ビッグサイト 2012年10月17日～19日
危機管理産業展2013 東京ビッグサイト 2013年10月2日～4日
中部ライフガードTEC2013「防災・減災・危機管理展」 ポートメッセなごや2号館 2013年5月24、25日
《後援》
第11回不動産ソリューションフェア 東京ビッグサイト 2009年11月26、27日
第12回不動産ソリューションフェア 東京ビッグサイト 2010年11月26、27日
第13回不動産ソリューションフェア 東京ビッグサイト 2011年11月10、11日
第14回不動産ソリューションフェア 東京ビッグサイト 2012年10月16、17
平成23年度 耐震改修優秀建築物等表彰（（財）日本建築防災協会）  2011年4月
平成24年度 耐震改修優秀建築・貢献者等表彰（（財）日本建築防災協会）  2012年4月
平成25年度 耐震改修優秀建築・貢献者等表彰（（財）日本建築防災協会）  2012年4月
第17回「震災対策技術展」 パシフィコ横浜 2013年2月7、8日

◇展示
・第10回日本地震工学シンポジウム免震展示コーナー  1998年11月25～27日
・東京消防庁 本所防災館 防災週間  2002年9月1～7日
・親建新聞社 街と住まいづくり博NAGANO 長野県エムウェーブ 2006年8月26、27日
・日本技術士会 第33回技術士全国大会　 工学院大学 2006年9月5～8日
・危機管理産業展2006　 東京ビッグサイト 2006年10月24～26日
・第12回日本地震工学シンポジウム 東京工業大学大岡山キャンパス 2006年11月3～5日
・親建新聞社 まちづくりメッセ2006 東京ビッグサイト 2006年11月15～17日
・日本建築学会大会「免震構造に関する展示会」 福岡大学 2007年8月29～31日
・親建新聞社 省エネ住まいEXPO 2007 長野県ビッグハット 2007年10月5、6日
・危機管理産業展2007 東京ビッグサイト 2007年10月17～19日

・宮城県沖地震対策研究協議会等 震災対策技術展 みやぎ産業交流センター 
 夢メッセMIYAGI 

2007年10月31、11月1日

・「震災対策技術展／自然災害対策技術展」 パシフィコ横浜 2008年1月31日、2月1日
・日本建築学会大会（中国）免震フェア 広島大学 2008年9月18日～20日
・危機管理産業展2008 東京ビッグサイト 2008年10月8～10日
・第3回「震災対策技術展/自然災害対策技術展」 宮城　夢メッセMIYAGI 2008年11月5、6日
・日本建築学会大会（東北）免震フェア 東北学院大学 2009年9月26日～28日
・危機管理産業展2009 東京ビッグサイト 2009年10月21日～23日
・日本建築学会大会（北陸）免震フェア 富山大学 2010年9月9日～11日
・日本建築学会大会（関東）免震フェア 早稲田大学 2011年8月23日～25日
・すまい・建築・都市の環境展Ecobuild 2011 東京国際フォーラム 2011年9月26日～28日
・第13回不動産ソリューションフェア 東京ビッグサイト 2011年11月10、11日
・第14回不動産ソリューションフェア 東京ビッグサイト 2012年10月16、17日
・日本建築学会大会（関東）免震フェア 早稲田大学 2012年8月23日～25日

◇実地震体験会
普及委員会・スターツCAM協力
東洋大学 2013年12月17日
前橋工科大学 2013年12月20日
明星大学 2014年1月10日
早稲田大学 2014年1月20日
千葉工業大学 2014年1月21日
神奈川大学 2014年1月24日

◇その他
トーゼン産業（株）「免震継手可動確認試験」見学会 1997年3月14日
第1回活断層視察会（神奈川県） 2004年5月
第2回活断層視察会（千葉県） 2005年11月
第3回活断層視察会（栃木県） 2007年11月2、3日
2008年岩手・宮城内陸地震被害状況調査 2008年11月13～15日
Eディフェンス実大制振ビル加振実験 2009年3月19日
第5回視察会（岐阜県根尾谷断層・京都大学防災研究所・奥村記念館） 2009年10月18、19日
《後援》
同調粘性マスダンパー公開実験（東北大学青葉山キャンパス　建築実験所） 2009年6月26日

●海外免震構造視察
《主催》
米国免震構造調査 1994年4月
米国免震構造調査 1996年4月
イタリア免震構造調査 1998年9月

《後援》
ニュージーランド免震建物調査 1997年3月

●図書の刊行など
◇協会編
会誌「MENSHIN」No.1～No.85  1993年9月～2014年8月
「免震構造の設計に関する技術基準（案）」  1996年6月14日
「免震部材のJSSI規格」  1997年6月
「JSSI免震建築物」-旧建築基準法38条による一般認定-  2000年5月31日
「免震部材JSSI規格-2000-」  2000年6月15日
「免震建物の維持管理基準」  1997年6月
「免震建物の維持管理基準-2001-」  2001年5月31日
「免震建物の維持管理基準-2004-」  2004年8月
「免震建物の維持管理基準-2007-」  2007年8月
「免震建物の維持管理基準-2010-」  2010年9月
「免震建物の維持管理基準-2012-」  2012年10月
第1回「技術報告会梗概集」  1999年10月1日
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第2回「技術報告会梗概集」  2000年10月6日
第3回「技術報告会梗概集」  2003年4月15日
第4回「技術報告会梗概集」  2003年4月15日
第5回「技術報告会梗概集」  2009年4月
第6回「技術報告会梗概集」  2012年5月
「免震材料の規格値一覧」  2000年5月31日
ビデオ:大地震に備える-免震構造の魅力  2000年9月1日
「免震構造の性能評価表示指針（案）」  2001年6月20日
「免震建物の建築・設備標準-2001-」  2001年6月20日
「免震建物の建築・設備標準-2009-」  2009年12月
「免震部材標準品リスト-2001-」  2001年9月20日
「免震部材標準品リスト-2005-」  2005年2月
「免震部材標準品リスト-2009-」  2009年11月
「パッシブ制振構造設計・施工マニュアル」  2003年10月
「パッシブ制振構造設計・施工マニュアル-2005年版-」  2005年9月
「パッシブ制振構造設計・施工マニュアル-2005年版-第2刷」  2007年7月
「パッシブ制振構造設計・施工マニュアル-2013年版-第3版-第1刷」  2013年11月
「JSSI免震構造施工標準-2000-」  2000年5月31日
「免震施工Q&A30」  2003年10月5日
「免震部建築施工管理技術者名簿-2001-」  2001年5月1日
「免震部建築施工管理技術者名簿-2002-」  2002年6月28日
「免震部建築施工管理技術者名簿-2003-」  2003年7月7日
「免震部材の接合部・取付け躯体の設計指針」  2009年7月
「免震部材の接合部・取付け躯体の設計指針-第2刷」  2014年1月
「ユーザーズマニュアル」  2001年6月
「ユーザーズマニュアル」  2007年10月
「会員名簿」（毎年11月、2004年で発行停止）
「積層ゴムの限界性能とすべり・転がり支承の摩擦特性の現状」  2003年8月
「時刻歴応答解析による免震建築物の設計基準・同マニュアル及び設計例」　  2005年11月
「時刻歴応答解析による免震建築物の設計基準・同マニュアル及び設計例」改訂版  2010年3月
「免震建築物のための設計用入力地震動作成ガイドライン」  2005年11月
「免震建築物のための設計用入力地震動作成ガイドライン-改訂版-」  2014年1月
「免震建築物の耐震性能評価表示指針及び性能評価例」  2005年11月
「設計・施工に役立つ問題事例と推奨事例-点検業務から見た免震建物」  2007年7月
「社会環境部会活動報告書（免震建物と地震リスク、環境問題、地震防災）」  2007年12月
ビデオ：大地震に備える-免震構造の魅力-  2000年9月1日
DVD：大地震に備える-免震構造の魅力-  2006年8月
DVD：大地震に備える-免震構造の魅力-（英語版）  2006年11月
DVD：大地震に備える-免震構造の魅力-（改訂版）  2014年2月
「免震建物の耐火設計ガイドブック」  2012年3月
「免震建築物の耐風設計指針」  2012年9月
「応答制御建築物調査委員会報告書」（東北地方太平洋沖地震に対する応答制御建築物調査・報告書） 2012年1月26日
「応答制御建築物の今後の取組みに向けて」（東北地方太平洋沖地震での課題）  2013年2月28日
免震エキスパンションジョイントガイドライン  2013年4月

◇他社出版
「免震構造入門」 オーム社 1995年9月1日
「免震積層ゴム入門」 オーム社 1997年9月1日
「免震建築の設計とディテール」-ディテール133号別冊- 彰国社 1997年7月
「改訂新版 免震建築の設計とディテール」 彰国社 1999年12月10日
「はじめての免震建築」 オーム社 2000年9月1日
「免震建築物の技術基準解説及び計算例とその解説」 工学図書出版 2001年5月1日
「JSSI免震構造施工標準-2001-」 経済調査会 2001年7月2日
「JSSI免震構造施工標準-2005-」 経済調査会 2005年7月
「JSSI免震構造施工標準-2009-」 経済調査会 2009年8月
「JSSI免震構造施工標準-2013-」 経済調査会 2013年7月
「改正建築基準法の免震関係規定の技術的背景」 ぎょうせい 2001年8月30日
「免震建築物の技術基準解説及び計算例とその解説」 工学図書出版 2001年5月1日
「考え方・進め方 免震建築」 オーム社 2005年5月
「How to Plan and Implement Seismic Isolation for Buildings」
（「考え方・進め方 免震建築」オーム社　英語版）  

2013年4月

「免震建築物の技術基準解説及び計算例とその解説（戸建て免震住宅）」 日本建築センター 2006年2月
「耐震改修ガイドライン」 日本建築防災協会 2006年2月
「RESPONSE CONTROL AND SEISMIC ISOLATION OF BUILDINGS」 Taylor＆Francis 2006年6月
「免震建築 -部材の基本から設計・施工まで-」 オーム社 2010年12月
「免震建築の基本がわかる本」 オーム社 2013年6月

●調査報告書等
「JSSI 技術委員会 免震部材小委員会 実験WG スケール効果確認試験報告書」  2001年11月15日
「免震構造の設計例集」  2001年6月
「JSSI 耐火被覆WG 2003年度活動報告書（案）」  2004年6月24日
「JSSI 耐火被覆WG 2004年度活動報告書」  2005年7月24日

・（社）建築研究振興協会からの委託業務
「免震構造の適用性に関する検討報告書」  1996年3月
・国土交通省国土技術政策総合研究所に係る調査事業
「建築物における応答低減手法の分類と応答低減効果に関する調査業務」  2003年2月
「建築物における応答制御の信頼性確保に関する調査業務」  2004年2月
「長周期・長時間継続地震動に対する免震建築物の応答性状と安全余裕度に関する調査業務」  2005年3月29日
「既存免震建築物の地震時安全性能に関する関する実態調査業務」  2005年3月29日
「長周期・長時間継続地震動に対する既存免震建築物の安全性に関する調査業務」  2006年3月29日
「限界耐力計算における免震建築物の地震時応答の適正度に関する調査業務」  2006年3月29日
「免震構造用各種ダンパーの特性とその評価法に関する実態調査業務」  2006年3月30日
「工学的基盤の傾斜が表層地盤の地震動増幅に与える影響検討」報告書  2008年3月
・NEDO 免震用装置及びシステムに係る調査事業  2007年3月
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・（財）住宅保証機構に係る調査事業
「住宅瑕疵担保覆行法に基づく住宅瑕疵担保責任保険引受けに必要な「免震建築物」に係る現場審査方法等の検討について」 2008年3月24日
・国土交通省建築基準整備促進事業
平成20年度「12 免震建築物の基準の整備に資する検討」報告書  2009年3月
平成21年度「12 免震建築物の基準の整備に資する検討」報告書  2010年3月
平成22年度「12 免震建築物の基準の整備に資する検討」報告書  2011年3月
平成21年度「10 地震入力と応答に関する基準の合理化に関する検討」報告書  2010年3月
平成23年度「27-3 長周期地震動に対する免震建築物の安全性検証方法に関する検討」報告書  2012年3月
平成24年度「27-3 長周期地震動に対する免震建築物の安全性検証方法に関する検討」報告書  2013年3月
平成25年度「27-3 長周期地震動に対する免震建築物の安全性検証方法に関する検討」報告書  2014年3月
・ISO/TC45国内審議委員会
平成21年度JIS原案「JIS K 0000 建築免震用積層ゴム支承－適用及び仕様」他全2件作成委員会幹事委嘱・委員派遣 2011年11月
免震・制振構造実験研究分科会「免震建物擁壁衝突実験」見学会  2013年8月

●海外調査報告書
「米国に於ける免震建物の現況構造調査報告」  1994年6月16日
「米国免震構造調査報告-免震とレトロフィット」  1996年8月30日
「ニュージーランド免震構造調査報告」-免震のオリジンを訪ねて-  1997年5月
「イタリアの免震構造の現況調査報告」  1999年2月20日

●日本免震構造協会賞（敬称略）
◇功労賞・技術賞・作品賞
第1回 2000年
功労賞 中野清司、跡部義久　※第1回は公募せず
第2回 2001年
技術賞 1）周期三秒前後の建物免震に関する一連の研究 （株）大林組、（株）ブリヂストン
 2）超高層免震 大成建設（株）、昭和電線電纜（株）
作品賞 1）稲城市立病院 稲城市、（株）共同建築設計事務所、（株）東京建築研究所、（株）設備工学研究所
 2）第一生命府中ビルディング （株）日本設計
 3）NSW山梨ITセンター 日本システムウェア（株）、（株）白江建築研究所、（株）ダイナミックデザイン
第3回 2002年
技術賞 1）レトロフィット免震に関する一連の研究 大成建設（株）
 2）特別賞　免震住宅の普及化への取り組み （株）一条住宅研究所、（株）一条工務店
作品賞 1）興亜火災神戸センター （株）竹中工務店
 2）角川書店新本社ビル （株）角川書店、（株）大林組
 3）特別賞　沢の鶴資料館 沢の鶴（株）、（株）黒田建築設計事務所、（株）大林組
第4回 2003年
技術賞 1）非同調マスダンパー効果を持つ中間層免震構造の設計法の開発 （株）日建設計、東京理科大学 北村春幸
 2）風による免震部材挙動と免震建物風応答評価 鹿島建設（株）、（株）ブリヂストン
 3）特別賞　慶應義塾大学理工学部　創想館 慶應義塾大学　トキコ（株）、（株）大林組
作品賞 1）山口県立きららスポーツ交流公園多目的ドーム（きらら元気ドーム） 山口県、（株）日本設計
 2）慶應義塾大学　日吉　来往舎 慶應義塾、清水建設（株）、清水建設（株）
 3）特別賞　SBSスタジオ棟 静岡放送（株）、大成建設（株）
第5回 2004年
技術賞 1）建物上部に大型タワーを搭載する免震建物に関する一連の取組み （株）エヌ・ティ・ティファシリティーズ
 2）＜普及賞＞村上市庁舎免震改修工事 村上市、鹿島建設（株）
作品賞 1）兵庫県立美術館 兵庫県、安藤忠雄建築研究所、木村俊彦構造設計事務所、（株）大林組
 2）プラダ ブティック青山店　 プラダ ジャパン株式会社、（株）竹中工務店
 3）セ・パルレ中央林間 （株）日建ハウジングシステム
 4）ポーラ美術館 （株）ポーラ化粧品本舗、（株）日建設計、（株）竹中工務店
 5）＜特別賞＞大阪市中央公会堂保存・再生   大阪市、（株）坂倉建築研究所、（株）平田建築構造研究所、（株）東京建築研究所、

清水建設（株）
第6回 2005年
技術賞 1）履歴減衰型免震部材の統一的復元力モデルの開発 北海道大学 菊地　優、山本祥江、清水建設（株）
 2）フリープラン・長寿命・高耐久を実現した日本初の超高層PCaPC 免震建物 鹿島建設（株）、小田急建設（株）
作品賞 1）マブチモーター本社棟 マブチモーター（株）、日本アイ・ビー・エム（株）、（株）日本設計、清水建設（株）
 2）清水建設技術研究所新本館 清水建設（株）
 3）九州国立博物館 （株）菊竹清訓建築設計事務所、（株）久米設計、鹿島建設（株）、大成建設（株）
第7回 2006年
功労賞 1）免震構造の普及推進に尽力 山口昭一
技術賞 1）＜特別賞＞パーシャルフロート免震構造の開発 清水建設（株）
作品賞 1）慶應義塾大学（三田）南館 慶應義塾大学、大成建設（株）、（株）日立製作所
 2）信濃毎日新聞本社ビル 信濃毎日新聞（株）、（株）日建設計、鹿島建設株（株）
 3）ホテル　エミオン　東京ベイ スターツCAM（株）、（株）日本設計、前田建設工業（株）
 4）＜特別賞＞国際医療福祉大学附属熱海病院 （株）医療福祉建築機構、（株）大林組
第8回 2007年
技術賞 1）柱脚周りに限定された補強機構を用いた中間層免震レトロフィット （株）日建設計
作品賞 1）国立新美術館 （株）黒川紀章建築都市設計事務所、（株）日本設計、鹿島建設（株）、清水建設（株）
 2）東京建設コンサルタント新本社ビル （株）東京建設コンサルタント、（株）松田平田設計、清水建設（株）
 3）味の素グループ高輪研修センタ 味の素（株）、（株）久米設計、大成建設（株）
第9回 2008年
技術賞 1）灯台レンズ用免震装置 （株）奥村組
 2）＜特別賞＞ゲージ振り子の原理に基づく新しい転がり型免震装置の開発 東京大学 川口健一、大矢俊治、岡部（株）
作品賞 1）ソニーシティ   ソニー生命保険（株）、（株）プランテック総合計画事務所、 

オーヴ・アラップ・アンド・パートナーズ・ジャパン・リミテッド、 
（株）アルファ構造デザイン事務所、清水建設（株）

 2）多摩美術大学図書館（八王子キャンパス）   多摩美術大学八王子キャンパス設計室、（株）伊東豊雄建築設計事務所（株）、 
佐々木睦朗構造計画研究所、鹿島建設（株）

 3）日産先進技術開発センター　事務棟 日産自動車（株）、（株）日本設計、清水建設（株）
 4）＜特別賞＞武蔵野市防災・安全センター 武蔵野市、（株）日建設計、大成建設（株）
 5）＜特別賞＞セラミックパークMINO   （株）川口衞構造設計事務所、永田構造設計事務所、（株）磯崎新アトリエ、 

東急建設（株）
第10回 2009年
技術賞 1）日本大学理工学部駿河台校舎5号館の免震レトロフィット 日本大学、清水建設（株）
 2）＜特別賞＞高い座屈安定性を有する積層ゴム支承の力学挙動解明と実用化 東京都市大学　研究開発チーム
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作品賞 1）シスメックステクノパークR＆Dタワー （株）竹中工務店
 2）代々木ゼミナール本部校　代ゼミタワー 高宮学園、大成建設（株）
 3）木津川市庁舎 木津川市、（株）日本設計、三井住友建設（株）
 4）慶應義塾日吉キャンパス　協生館 慶応義塾、（株）環境デザイン研究所、（株）三菱地所設計、金箱構造設計事務所
 5）＜啓発普及功績賞＞奥村記念館 （株）奥村組
第11回 2010年
技術賞 1）三越本店本館バリアフリー工事～「都市型免震レトロフィット」～の実現 （株）三越（株）横河建築設計事務所、清水建設（株）
 2）既存超高層建築の長周期・長時間地震動対策の技術開発とその実施 大成建設（株）、明治安田生命保険相互会社
 3）エネルギ吸収効率を最大化するON/OFF制御型オイルダンパの開発と実用化 鹿島建設（株）
 4）＜特別賞＞超高層免震建物用大型免震支承部材の実大性能試験の実施 （株）竹中工務店、東京工業大学 和田　章
作品賞 1）ろうきん肥後橋ビル 近畿労働金庫、（株）日建設計、（株）錢高組
 2）（株）前川製作所新本社ビル 大成建設（株）、（株）前川設計一級建築士事務所
第12回 2011年
功労賞 1）免震構造の普及推進に尽力  須賀川勝、中山光男
技術賞 1）＜奨励賞＞二重構造による連結制振構造「デュアル・フレーム・シス （株）大林組
 　  テム」の超高層RC造建物への展開 
作品賞 1）大林組技術研究所新本館（スーパーアクティブ制震構造） （株）大林組
 2）三菱一号館 三菱地所（株）、（株）三菱地所設計
 3）富士ゼロックスR＆Dスクエア 富士ゼロックス（株）、清水建設（株）
第13回 2012年
特別賞 1）石巻赤十字病院 石巻赤十字病院、（株）日建設計、鹿島建設（株）
技術賞 1）＜特別賞＞阿佐ヶ谷「知粋館」 （株）構造計画研究所、清水建設（株）、カヤバシステムマシナリー（株）
作品賞 1）ソニー（株）　ソニーシティ大崎 ソニー（株）、（株）日建設計、鹿島建設（株）、カヤバシステムマシナリー（株）
 2）オリックス本町ビル （株）竹中工務店
 3）＜特別賞＞サウスゲートビルディング   西日本旅客鉄道（株）、ジェイアール西日本コンサルタンツ（株）、 

（株）安井建築設計事務所
第14回 2013年
技術賞 1）繰返し大変形下の積層ゴム力学特性変化と地震応答評価法に関する 鹿島建設株式会社（株）、東京理科大学 北村春幸
 　  一連の研究
作品賞 1）ホテル近鉄京都駅 （株）近鉄ホテルシステムズ、（株）日建設計、（株）奥村組
 2）溶接会館 （社）日本溶接協会、鹿島建設（株）
 3）シティホールプラザ「アオーレ長岡」   長岡市、隈研吾建築都市設計事務所、江尻建築構造設計事務所、 

大成・福田・中越・池田共同企業体
第15回 2014年
功労賞 1）免震構造の普及推進に尽力 寺本隆幸
技術賞 1）東北地方太平洋沖地震を経験した免震U型ダンパーの残存疲労性能の 新日鉄住金エンジニアリング（株）、（株）日建設計、東京工業大学 山田　哲
 　  調査及び残存疲労性能評価法の確立
 2）「岐阜市民病院」免震・制振技術を活用した特殊工法による病院の改築 （株）山下設計
作品賞 1）東京駅丸の内駅舎保存・復原   東日本旅客鉄道（株）東京工事事務所、（株）ジェイアール東日本建築設計事務所、 

（株）東京建築研究所、鹿島建設（株）
 2）清水建設本社　 清水建設（株）
 3）中之島フェスティバルタワー （株）朝日新聞社、（株）日建設計、近畿大学、（株）竹中工務店

◇日本免震構造協会普及賞受賞
2010年

1）（株）一条工務店、2）スターツCAM（株）、3）THK（株）、4）ナイス（株）、5）（株）オーム社、6）臨済宗建長寺派　紫雲山　常楽院 千葉義坦、
7）（株）東京建築研究所、8）財団法人小千谷総合病院、9）日本郵政（株）一級建築士事務所、10）（株）松村組、11）CERA建築構造設計一級建築士事務所 世良信次、
12）独立行政法人住宅金融支援機構、13）三菱地所（株）
2011年

1）杉沢　充、2）小幡　学、3）三浦義勝、4）鈴木哲夫、5）鳥居次夫、6）小山　実、7）猿田正明
2013年

1）チュリス西麻布耐震改修工事　チュリス西麻布管理組合、2）石燈籠の免震改修－靖國神社大灯篭－清水建設（株）、
3）高崎市総合保健センター　高崎市立中央図書館　医療保健センター（仮称）・新図書館建設事業グループ、
4）地下空洞直上に建つ市庁舎の免震レトロフィット　裾野市役所、5）ヨーロッパハウス　大成建設（株）
2014年

1）  木造建物の免震レトロフィット－製粉ミュージアム本館－ 清水建設（株）、2）御茶ノ水ソラシティ　大成建設（株）
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事務局のあゆみ

「光陰矢のごとし」、1996年8月より免震構造協会に勤めて、早いもので18年がたちました。振り返れば、日
建設計を辞めて好きな習い事でもして、少しゆっくりしようかと思っていた時に、元上司の寺本さんよりお
話があり、免震構造協会に勤めることになりました。あれから、本当にいろいろなことがありました。皆さ
んに支えられ、何とかここまで来られたように思います。また、自分では日建設計を卒業したつもりでしたが、
日建設計に守られていることも知りました。
それでは、東京建築研究所に間借りしていた「信濃町時代」、事務所から千鳥ヶ淵の桜が見えた「九段時代」、
現在の「青山時代」に分けて振り返ってみたいと思います。

「信濃町時代」
東京建築研究所の2階の会議室で、委員会を開催していました。近くに評判の鰻屋さんがあり、よく委員会

の食事を頼んでいました。東京建築研究所の佐藤友紀さんから、事務の引継ぎをしながら、9月1日の「免震
フォーラム」と11月の事務所移転準備に追われていました。私がはじめての職員なので、給与計算とか社会
保険の手続きとか、はじめてのことばかりで、周りの人に助けていただきました。帰りに信濃町駅から見える、
パークハイアット東京の華やかな灯りを見るのが好きでした。

「九段時代」
1996年11月に、事務所が九段下に移りました。事務局の入っていたビルの前には、頑丈そうな日債銀の大
きな建物がありました。借りていた部屋は、うなぎの寝床のような長い部屋で、真っ白な壁ばかりが目立つ
ので、家から「モネの睡蓮」を持ってきて飾りました。この年の冬は、精神的につらかった。次から次へと
仕事が押し寄せてきました。年が変わり、1997年4月からは、可児さんが専務理事となり、上岡政夫さん、和
田貴子さんが入局し、派遣社員の清 畝傍さんと、事務局も5人と賑やかになりました。
3階にはJSCAがあり、本間事務局長・飯塚さんには、大変お世話になりました。
難題の会員データベースは、可児さんと秋葉原のラオックスに行き、データベースのソフト選びをしました。
店員さんの勧めで、マイクロソフトのアクセスに決めました。このアドバイスが、大変助かりました。
まだこの頃は、委員会の案内をファクシミリで送っていた時代です。懐かしい。上岡さんが、一生懸命パソ
コンのキーボードを打っている姿が今でも思い出されます。
九段にいたのは、4年なのですが、もっと長く感じられます。思い出に残っているのは、春の千鳥ヶ淵のお
花見、秋には、日債銀の前の銀杏が舞い、映画のワンシーンのようにきれいでした。よく立ち寄った靖国神
社前の老舗洋菓子店「ゴンドラ」のパウンドケーキとクッキーは懐かしい味です。

「青山時代」
2000年9月に、事務所が神宮前に移りました。都会的な町並みは、よくテレビドラマの撮影場所となってい
るようです。とてもいい環境です。さて、引っ越しした年に、資格認定事業（免震部建築施工管理技術者）
がスタートし、なんと630名の応募があり、3会場で試験を実施することになりました。走りながら揃えてい
くという感じで、毎日残業続きで、この年が今までで一番忙しい年でした。このあと、性能評価・資格制度（点
検技術者）・表彰などの事業もはじまりました。
そして、2011.311を迎えます。JIA館もかなり揺れました。上の階は、パソコンが倒れてきたそうですが、

2階は、物は倒れませんでした。はじめて、経験した大地震でした。少し日がたって、西川会長より「東北地
方の会員にお見舞いメールを。」と指示が出て、会員の方からその時の状況を教えていただきました。地震後、
協会も防災グッズを揃えました。近い将来、免震ビル・免震住宅に住みたいと思います。

事務局のあゆみ
事務局長　佐賀優子
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回顧
事務局で仕事をした人も、黒澤定弘さん・永井　潔さん・安藤喜一郎さん・田渕陽子さん・新保香奈子さん・
山田明子さん・故奥田容子さんとメンバーも代わりました。
入局した人が、皆さん口を揃えて言うことは、「思っていたより忙しい」ということでした。

最後に．．．
やはり、最後に山口昭一さんと可児さんと故中山光男さん（元・鴻池組）、三人の存在なくして20周年は語

れない。山口さんは、免震構造協会を立ち上げ、今まで常に変わることなく協会を見守ってくださいました。
また、可児さんは、「免震普及」のために、労を惜しまず、誠実にやってこられました。そばにいて、持って
いるエネルギーが違うのかとも感じます。中山さんは、資格制度と性能評価の立ち上げの中心人物で、あの
行動力・実行力はすごいものがありました。本当に、よく面倒を見ていただきました。可児さんが、テレビ
出演の依頼があれば中山さんにお願いしようと仰っていましたが、残念ながらかないませんでした。中山さ
んのよく通る声が、聞こえてきそうです。
「佐賀さん、肩の力を抜いて頭柔らかく、無理するなよ」と。
免震構造協会に勤めて、たくさんの人との出会いと別れがありました。またいい出会いがありますように。

20周年を迎えられ、お世話になりました会員の皆様及び関係者の皆様に感謝申し上げます。

現在の事務局メンバー
今年の6月で、会長と専務理事が代わりましたが、西川前会長にお願いしまして、加わっていただきました。
今回のイラストは、絵を描くのが得意な友達にお願いして、描いてもらいました。
（皆さん、実際より少し若い？）

小林哲之
（性能評価部長）

沢田研自
（専務理事）

和田　章
（会長）

西川孝夫
（前会長）

可児長英
（顧問、前専務理事）

佐賀優子
（事務局長）

入江麻子 増田陽子

イラスト：迎　奈緒子
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委員会報告

免震部建築施工管理技術者講習・試験は、今年で15回目となりました。
本年度は、10月12日（日）にベルサール渋谷ファースト（東京）にて行われました。受験申込者は472名で、
受験者は455名でした。欠席17名のうち、9名は、台風19号の影響により欠席となりました。
受験者数につきましては、平成22年度570名、23年度554名、24年度501名、25年度564名と四年連続して500

名を超えていましたが、本年度は若干受験者が減少したことになります。なお、これまでの全登録者数は、
3700余名となりました。
免震部建築施工管理技術者講習・試験は、「施工管理技術者/試験部会」8名と「施工管理技術者/審査部会」

5名が担当しています。
当日のプログラムは、4つの講習終了後に試験（70分）を実施しました。
午前中の講習は、「免震部建築施工管理技術者制度と運用について」を長橋委員長より、つづいて「免震構造
の一般知識」を谷沢委員、午後の講習は「免震部材の基礎知識」を舘野委員長、つづいて、「免震部施工の要
点」を海老原委員と中村委員が講師を担当しました。審査部会より、中島委員・丸山委員の応援もあり、滞
りなく終了いたしました。その後、資格制度委員会で採点・合否審査を行い、合格者は、403名と決定いたし
ました。合否通知は11月6日に送付しました。
また、合格者はホームページに受験番号で掲載されています。合格者には併せて登録申請の受付を行い、
来年の1月下旬には、「免震部建築施工管理技術者登録証」を発行の予定です。

平成26年度免震部建築施工管理技術者講習・試験の実施
および合格者（ホームページ掲載）発表

講習会受講者の様子

資格制度委員会委員長
長橋　純男
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名が議事録署名人になった。

◆報告事項
1）会員動向について.................................. 資料①

6月から9月までの入会は、第2種正会員1名・賛助
会員1社、会員資格喪失は、第2種正会員1名で、現
在の会員数は、第1種正会員93社・第2種正会員203名・
賛助会員93社・特別会員7団体となった。

2）性能評価事業について........................... 資料②
本年度上期は、構造新規9件・変更9件、材料5件
となっている。

3）技術者認定事業について....................... 資料③
①免震部建築施工管理技術者
平成12年にスタートし、講習・試験は今回で15回目
となる。現在の資格者は3710名となった。本年度は、
10月12日（日）にベルサール渋谷ファーストで実施
し、472名が受験する予定である。
②免震建物点検技術者
平成14年にスタートし、講習・試験は今回で13回目
となる。現在の資格者は1670名となった。本年度は、
平成27年1月24日（土）にベルサール飯田橋駅前で
行う予定である。
現在、受験申込書受け付け中である。

4）創立20周年記念事業について.............. 資料④
今までの記念事業の報告と、9月1日の記念式典及

び記念パーティーの報告があった。記念事業として
は、11月発行の記念特集号が最後の事業となる。ま
た、現時点での収支の報告があった。

5）上半期収支報告について....................... 資料⑤
4月から9月までの上半期は、経常収益計7,228万
円・経常費用計5,689万円、9月末現在の増減額は、
1,539万円である。経常収益については、会費4,318

万円、技術者認定事業収益1,717万円と性能評価事
業収益823万円、普及啓発事業収益他が3,701万円。
経常費用については、事業費支出4,619万円、管
理費支出1,069万円であった。
予算比は、経常収益69％、経常費用51％であった。

日　時：平成26年10月10日（金）15:00～17:15

会　場：  建築家会館1階大ホール　東京都渋谷区神
宮前2-3-16

出席者　会　長：和田　章
副会長：鳥井信吾、丑場英温、田中幹男
専務理事：沢田研自
理　事：  安達俊夫、市川　康、大熊武司 

勝俣英雄、神田　順、島﨑和司 

鈴木重信、立道郁生、中澤昭伸 

西村　功、能森雅己、野中康友 

古橋　剛、細澤　治、三田　彰 

山口昭一
監　事：竹内　徹、細野幸弘、三町直志
事務局：可児長英、小林哲之、佐賀優子

欠席者　理　事：  北村春幸、児嶋一雄、曽田五月也 

山崎眞司

配布資料
資料①　会員動向について
資料②　性能評価事業について
資料③　技術者認定事業について　
資料④　創立20周年記念事業について
資料⑤　上半期収支報告について 

資料⑥　  長周期・長時間地震動に関する免震建築物
の検討等業務について

資料⑦　平成26年度行事予定について
資料⑧　  新入会及び委員長と委員委嘱の承認について
資料⑨　  資格技術者に関する行動規範（案）について
資料⑩　今後の事業計画について

◇開　会
定刻になり、事務局より開会が告げられ、引き続
き、和田会長の挨拶があった。

◇定足数の報告
事務局より、本日の理事会は理事の過半数の出席

（出席21名／総数25名）があり、定足数を満たして
いるので、理事会が成立する旨が告げられた。
定款第34条により和田会長が議長となった。

◇議事録署名人
定款第37条により、和田　章代表理事と出席監事

の竹内　徹監事、細野幸弘監事、三町直志監事の3

平成26年第1回	理事会議事録
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審査委員会」委員長に笠井和彦氏、各委員会委員委
嘱4名について説明があった。審議に入り異議なく
承認された。

第2号議案　資格技術者に関する行動規範（案）に
ついて............................................................ 資料⑨
事務局より、免震部建築施工管理技術者と免震建
物点検技術者の行動規範（案）の説明があった。
1.にある「各種法令を遵守するとともに、技術者と
して他者に対して模範となるような行動に努める。」
の順番を入れ替えた方がよいとの意見があり、資格
制度委員会で再考することとなったが、これに関し
ては資格制度委員会に一任することが承認された。

第3号議案　今後の事業計画について....... 資料⑩
事務局より、会員増強について・性能評価事業に
ついて・新規事業についての説明があった後、出席
した理事及び監事全員から様々な意見をいただいた。
下記に要旨を抜粋した。若い世代への技術の引継
ぎ・教育、免震の普及活動、地道な活動の継続、新
しいメディアのツールの利用、英訳本の発行など、
これらを踏まえ、さらに検討していくことが了承さ
れた。

①会員増強について
・  学生などにも対象を広げて準会員をつくってはど
うか。
・  会員増強で不動産業（デペロッパー）を会員対象
とすることも考えられる。

②性能評価事業について
・  材料の性能評価はアピールポイントになるのでは
ないか。
・免震構造評価のサンプルを示す必要がある。
・現状では、収支が厳しいのではないか。
・事前相談を密にやるとよい。

③新規事業について
・  ダンパー類の残存性能に関するガイドラインを作
成する。
・  免震に関するQ&Aが必要、大学・工業高校など
でプレキャストコンクリート構造の講義をしてい
るところがないのと同じように、免震構造の講義

6）協会賞の応募について
作品賞11件、技術賞2件、普及賞4件の応募があっ
た。

7）第3回国連防災世界会議参加申請について
会期は、平成27年3月14日～19日（仙台国際セン

ター、新展示施設）、本年7月に応募したが、採用さ
れて参加出来るかどうかは、10月末に主催者の仙台
市から連絡がある予定である。

8）「免震建物の維持管理基準-2014-」刊行について
.....................................................................回覧

9月に刊行し、会員700円・非会員1,400円で販売
中である。

9）長周期・長時間地震動に関する免震建築物の検
討等業務について.................................. 資料⑥
以下に示す3課題について、委託元は一般社団法

人建築性能基準推進協会であり、委託費は500万円
である。長周期・長時間地震動における免震建築物
の検討は、北村佳久主査（清水建設）、免震告示
2009号第6の方法に関する検討は、古橋 剛主査（日
本大学）、免震告示第1446号（免震材料告示）に関
する検討は、髙山峯夫主査（福岡大学）がそれぞれ
担当しているとの報告があった。

10）平成26年度行事予定について............ 資料⑦
今後の行事予定は、資料⑦の通り。次回の理事会
は、3月12日の予定である。

その他
①  11月25日に、山口昭一氏の講演会を予定している。
②  スターツCAMの協力で、関東圏の大学に起震車
にて体験してもらう予定である。
③  「積層ゴムハンドブック」（日本ゴム協会）改訂
のため、協会に協力依頼が来ている。
④  高環境エンジニアリング（元・フジタ）の鳥居次
夫氏が10月4日逝去された。（65歳）

◆審議事項
第1号議案　新入会及び委員長と委員委嘱の承認に
ついて............................................................ 資料⑧
事務局より、賛助会員3社の入会と、「修士論文賞
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は行われていない。協会からハンドブックが出版
されたので、学校及び設計者の教育に使える。当
社では、全支店を回って営業マンに免震構造の教
育をしている。
・  設計者・施工者・管理技術者・点検技術者等全体
を含めて、新たな展開を考える必要がある。建物
の設計には、応答制御の考えが有効であることを
示し、免震部材にエネルギー吸収させて上部の建
築を守るなど、もっと面白みのある教育資料を用
意し、設計者及や建築家と耐震性能を議論するよ
うな場が必要である。超高層の制振補強なども同
じであり、教育の中に組み込んでほしい。既存の
ルールを守るだけで設計者とは言えないことを伝
えるべきである。
オイルダンパーのストロークとクリアランスの幅
の大小関係などについて、真剣に議論する必要が
ある。免震構造の設計事例を集めることも必要で
ある。
今後は、免震だからこそできる建築を提案すべき
である。

④維持管理について
・  メーカーなどと組んで維持管理システムを考える、
例えば最近の水没などから見て、建築主からの点
検要請システムを作る。

⑤教育について
・  技術を受け継ぐことが重要、知識に関する伝承も
重要。
・  免震講義に際し協会提供のビデオは役だっている。

YOU TUBEにのせるのもよい。アカデミックに
もっと使ってもらうとよい、学生教育へのコンテ
ンツになる。
・  先日出版されたハンドブックを使うなどして、免
震入門の講習会などのエンジニア教育が必要であ
る。

⑥協会の知名度向上およびアピールについて
・  普及スピードが速すぎると思われる、もう少しゆっ
くりでもいい、地震時の安全性について、どのレ
ベルを目標にすべきかなどよく考える必要がある。
高層免震建物について再度考える必要がある。免
震構造の普及のために力を注ぎ社会にもっとア

ピールして欲しい。
・  免震建物のモニタリングがしたい、その結果を用
いBCPにからめて建築主に助言できることが必
要。もつと世間に近い協会が必要である、協会の
これまでの歴史を活用してPRの対象をしっかり
定めるべきである。
・  日本の免震や制振の実務の基準類を英訳して世界
へ発信すべきである。

⑦その他
・  建築物の建設に当たり、どういうクライテリアで
どのくらい安全性を求めるかなど建築主や建築家
が、免震構造に求められる性能をどうするのかの
意識を持つことが重要。
・  構造専業事務所のエンジニア不足に対処する必要。
・  理事の中に女性がいない、女性のエンジニアを育
てやがて理事とするのも一案である。

以上ですべての議案の審議並びに報告を終了した。

◇閉　会
平成26年10月10日

議　　長（代表理事）　和田　　章
議事録署名人（監事）　竹内　　徹
議事録署名人（監事）　細野　幸弘
議事録署名人（監事）　三町　直志
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日本免震構造協会では、平成16年12月24日に指定性能評価機関の指定（指定番号：国土交通大臣　第23号）を受け、
性能評価業務を行っております。また、任意業務として、申請者の依頼に基づき、評定業務を併せ行っております。
ここに掲載した性能評価及び評定完了報告は、日本免震構造協会の各委員会において性能評価及び評定を完了し、

申請者より案件情報開示の承諾を得たものを掲載しております。

建築基準法に基づく性能評価業務のご案内
◇業務内容 
建築基準法の性能規定に適合することについて、一般的な検証方法以外の方法で検証した構造方法や建築
材料については、法第68条の26の規定に基づき、国土交通大臣が認定を行いますが、これは、日本免震構
造協会等の指定性能評価機関が行う性能評価に基づいています。

◇業務範囲 
日本免震構造協会が性能評価業務を行う範囲は、建築基準法に基づく指定資格検定機関等に関する省令第
59条各号に定める区分のうち次に掲げるものです。
①第2号の2の区分（構造性能評価）
建築基準法第20条第一号（第二号ロ、第三号ロ及び第四号ロを含む）の規定による、高さが60mを超える
超高層建築物、または免震・制震建築物等の時刻歴応答解析を用いた建築物
②第6号の区分（材料性能評価）
建築基準法第37条第二号の認定に係る免震材料の建築材料の性能評価

◇業務区域
日本全域とします。

◇性能評価委員会
日本免震構造協会では、性能評価業務の実施に当たり区分毎に専門の審査委員会を設けています。
①構造性能評価委員会（第2号の2の区分） 原則として毎月第1水曜日開催
②材料性能評価委員会（第6号の区分） 原則として毎月第1金曜日開催

◇評価員
 構造性能評価委員会 材料性能評価委員会
 委員長 壁谷澤寿海 （東京大学） 委員長 髙山　峯夫 （福岡大学）
 副委員長 田才　晃 （横浜国立大学） 副委員長 曽田五月也 （早稲田大学）
 　〃 山崎　真司 （東京電機大学） 委員 田村　和夫 （千葉工業大学）
 委員 楠　　浩一 （東京大学）  西村　功 （東京都市大学）
  小山　信 （建築研究所）  山崎　真司 （東京電機大学）
  島﨑　和司 （神奈川大学）    

  曽田五月也 （早稲田大学）    

  土方勝一郎 （芝浦工業大学）    

  元結正次郎 （東京工業大学）    

◇詳細案内
詳しくは、日本免震構造協会のホームページをご覧下さい。
　URL: http://www.jssi.or.jp/

日本免震構造協会　性能評価及び評定業務
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（2014.7.1～2014.9.30）

運営委員会
委員長　鳥井　信吾

今年度は新体制（18名中8名が
新メンバー）にて第1回が7月25

日に開催され、各委員より自己
紹介、抱負などの表明があり、事
務局より協会会員・組織・各事
業の状況が報告され内容が確認
された。その中で、協会創立20

周年記念事業について、経緯や
意義、内容について報告があり、
尽力された関係者への謝意が確
認された。また、和田新会長の
もと開催された会長副会長会議
の内容の一部としてHP刷新の件
等が重要事項として報告された。
第2回は9月24日に開催され、協
会賞や資格試験等に関する報告、
確認がされ、資格技術者の行動
規範や会員制度、性能評価のあ
り方を含めた新規事業などにつ
いて活発な意見交換がなされた。
なお、長周期・長時間地震動に
関する免震建築物の検討等業務
についての報告では、「長時間」
という表現について確認すると
ともに、地震等の自然現象に関
わっていく技術者の姿勢や理念
を、広く社会に提言として広め
ていくことなどが合意された。

技術委員会
委員長　北村　春幸

免震構造の本格的な普及の契
機となった1995年阪神淡路大震
災から20年を経ようとしている
が、我々の免震技術は世界に誇
れるものに育ってきている。そ
れは、2003年十勝沖地震、2004

年新潟県中越地震、2005年福岡
県西方沖地震、2011年東日本大

震災など、頻繁に発生する被災
地震における免震建物の観測記
録や被害を教訓として活用すべ
く、精力的に活動してきた成果
であると言える。今後とも、信
頼される免震技術の進歩・発展
に努力していきたい。

免震設計部会
委員長　藤森　智

●設計小委員会
委員長　藤森　智

免震建物における対津波構造
設計マニュアル（案）の作成中
であるが、当面来春開催の第7回
技術委員会までにマニュアルの
骨子をまとめる予定である。
本マニュアルのベースは津波
避難ビルガイドラインとなるが、
耐震構造とは異なる免震構造の
特性を考慮した安全側の設計思
想とする。現在は、構造計画と
設計・設計例・フェールセーフ
機構・既存免震建物調査等の項
目について、検討作業中である。

●入力地震動小委員会
委員長　久田　嘉章

2014年7月7日 に 第86回、2014

年9月26日に第87回入力地震動小
委員会を開催し、新規の委員会
としての活動内容と分担の確認、
および、関連する話題を委員か
ら提供頂いた。また9月24、25日
には北海道に免震レトロフィッ
トの現場見学を行い、当委員会
から3名が参加した。

●設計支援ソフト小委員会
委員長　酒井　直己

長周期地震動に対する検討
ツールとして、免震建物の時刻
歴応答解析を行った結果を用い
てレインフロー法による計数を
行い、履歴ダンパーの疲労に対

する余裕度を判定するソフトの
完成を目指して検討作業を進め
ている。

耐風設計部会
委員長　大熊　武司

耐風設計指針の英文化につい
て、フォーマット・作業の進め
方を確認し、英文原案を作成中。
近く刊行が予定されている建築
物荷重指針改訂版の「解説書」作
成に係わる風疲労WGに対する協
力体制について検討・確認した。

施工部会
委員長　原田　直哉

1年間の活動休止のあと、9月
より活動を再開した。今後の免
震施工品質確保に向けた活動の
方向についての意見交換を実施
した。標準的な施工については
現行のJSSI施工標準でほぼ網羅さ
れているようだが、詳細な内容
の不足や、設計に起因する施工
上の問題増等の指摘があった。
引き続き、討議を進めていく予定。

免震部材部会
委員長　髙山　峯夫

●アイソレータ小委員会
委員長　髙山　峯夫

アイソレータ小委員会では、引
き続き弾性すべり支承に関して
規格案の検討を行っている。積
層ゴムについてはJISが制定され
ており、その中に示された要求
性能などと同等なものを作成し
たいと考えている。

●ダンパー小委員会
委員長　荻野　伸行

東北地方太平洋沖地震におけ
る応答制御建築物調査委員会の
鋼材ダンパー及び鉛ダンパーの
変状対策については、鉛ダンパー

委 員 会 の 動 き
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のグリース耐久試験の他、最終
報告書の作成作業を継続実施し
ている。また、耐震要素実大動
的加振装置の設置検討WGにおけ
る各ダンパーの試験機スペック
に関する検討も本小委員会で検
討を進めている。

応答制御部会
委員長　笠井　和彦

パッシブ制振評価小委員会
委員長　笠井　和彦

制振部材品質基準小委員会
委員長　木林　長仁

最近、制振構造として実務的
に適用例が増えている、「質量ダ
ンパー」に関する力学原理およ
び設計事例の紹介を7/25（11名）、
9/26（12名）に行った。これ等の
内容を取りまとめ、力学原理、設
計上の留意点、設計事例4件を内
容とする講習会を10月31日に開
催することとした。

防耐火部会
委員長　池田　憲一

免震装置の維持管理について
の議論を実施した。免震装置の
耐火性能評価に関する議論を継
続した。免震装置の耐火構造認
定追加に関する条件及び手続き
方法についての検討を継続。オ
イルダンパーの耐火性について
の確認実験の詳細検討継続。

普及委員会
委員長　須賀川　勝

運営幹事会を9月17日（水）に
開催し、具体的な普及活動につい
て意見交換をした。この時点で実
施する予定だった工場見学会は、
再調整の結果来年に延期となった
が、昨年6大学で試行した起震車
による地震体験会をスターツ
CAM（株）のご協力で年内に実施

する。またHPの有効活用など各部
会の動きは下記の通りである。

教育普及部会
委員長　前林　和彦

一般の方やディベロッパー、地
方の設計事務所などを対象に、免
震普及のための新たな取組みに
ついて検討を行った。免震を含
めた防災知識全般を問う問題を
協会HPに掲載する案や、具体的
免震設計事例に関する質疑回答
集をまとめて展開する案などに
ついて、引き続き検討して取り
まとめていく。

出版部会
委員長　加藤　晋平

出版部会の全体会議は7月30日
（水）に開催された。8月26日（火） 
発行予定の会誌85号の進行状況
の確認、次の86号の内容及び執
筆依頼について検討した。
国際委員会の活動の一環とし
て定期的に海外の研究者・技術
者に免震・制振技術に関する
ニュースレターを発行するとの
依頼があり、MENSHINの記事の
引用となるので今後の対応につ
いても検討した。

社会環境部会
委員長　久野　雅祥

8月28日に第38回委員会を開催
した。「（仮）免震構造と社会・経 

済」をHPに掲載することを進め
ているが、既に掲載している「免
震建物と非免震建物の揺れ方比
較表」に併せた起震車による実
験を行い、動画を撮影した。今
後編集の上HPに掲載する。

国際委員会
委員長　斉藤　大樹

免震建築の普及は世界的な広

がりを見せているが、必ずしも
国際的な協調が十分に図られて
いるとはいえない。多くの事例
と震災経験を有する日本がリー
ダーシップをとって、共通の設
計の枠組みを積極的に提示して
いく必要があると考える。国際
委員会では、設計の基本概念や
事例データベースを英文化して
ニュースレターやホームページ
を通じて海外に発信するととも
に、海外の免制震技術の動向に
関する情報収集を進めている。

資格制度委員会
委員長　長橋　純男

資格制度委員会（運営幹事会
及び6部会で構成）は、当協会が
認定する「免震部建築施工管理
技術者」および「免震建物点検
技術者」の資格に関わる講習・
試験及び更新講習会の実施、及
びその合否判定の事業を担当し
ている。
今年度最初の講習・試験『第

15回免震部建築施工管理技術者
講習・試験』を10月12日（日）に
控え、7月23日（水）及び9月10

日（水）に当委員会運営幹事会
を開き、諸準備の確認を行った。
なお、今年度開催予定の講習・
試験及び更新講習会の日程は下
記の通りである。

10月12日（日）　第15回免震部
建築施工管理技術者講習・試験 

（ベルサール渋谷ファースト）
11月9日（日）　第10回免震部
建築施工管理技術者更新講習会 

（ベルサール神保町）
11月22日（土）　第8回免震建
物点検技術者更新講習会 （ベル
サール八重洲）

1月24日（土）　第13回免震建
物点検技術者講習・試験 （ベル
サール飯田橋）
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維持管理委員会
委員長　林　　章二

維持管理委員会は「免震建物
維持管理基準」の改定に向けて7

月2日に第3回委員会を開催した。
免震建物の維持管理基準が制定
されて18年が経過し、点検項目
が追加されることで改訂が行わ
れてきた。免震建物の適正な普
及のため、点検項目を簡素化し、
かつ要領を得たものに集約する
ことを旨として検討をおこなっ
た。審議結果に基づいた素案の
修正を7月末に終了し、8月31日
に「免震建物の維持管理基準　
－2014－」を刊行した。また、合
わせて「免震で安心－ユーザー
ズマニュアル」を維持管理基準
の改定に沿った内容に修正した。

原子力関係施設免震構造委員会
委員長　北山　和宏

2014年8月25日に小委員会（主
査：菊地優・北海道大学教授）を、
2014年9月19日 に2014年 度 第1回
委員会をそれぞれ開催した。原
子力関係免震構造建物を対象と
した「設計ガイドライン」、「施工・
維持管理ガイドライン」および
「免震構造の高性能化に向けた開
発ロードマップ」について、担
当WG内で作成された素案を審議
した。また「免震型緊急時対策
所設計基準（案）」の原案が提示
され、審議を行った。この基準
（案）では、緊急時対策建物とし
て満足すべき目標性能を整理し
て、免震構造による応答低減効
果を確保しながら合理的な構造
設計を行うことを目指している。

記念事業委員会
委員長　井上　範夫

これらの20周年記念事業を締
めくくる行事として、2014年9月

1日に、明治記念館において記念
フォーラムを開催した。最初に、
井上記念事業委員会委員長より
挨拶があり、20周年記念事業と
して、広報部会、イベント部会、
国際会議部会を設立して約2年間
の活動を行ってきた内容が報告
された。続いて、和田会長から
の挨拶と、可児顧問（元専務）か
らの「当協会の20年の歩み」に
ついての紹介があり、さらに、こ
れまで本協会の発展に貢献して
くださった企業と個人の方々を
記念功労者として表彰させてい
ただき、その授与式を行った。
その後、宇宙航空研究開発機構
の森田秦弘教授から「イプシロ
ンロケットの挑戦」というタイ
トルで記念講演をしていただい
た。これらの記念行事の終了後
に、記念パーティが開催され、多
くの方々のご参加をいただいて
盛大に記念行事を終了すること
ができた。なお、この記念行事
の詳細については、11月発刊の
「MENSHIN」20周年記念特集号
で紹介されるので、それをご覧
いただきたい。
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委員会活動報告（2014.7.1 ～ 2014.9.30）

日付 委員会名 開催場所 人数

7月1日 技術委員会/免震部材部会/アイソレータ小委員会 事務局会議室 13
7月2日 維持管理委員会 〃 9
7月3日 普及委員会/教育普及部会 〃 8
7月7日 技術委員会/免震設計部会/入力地震動小委員会 〃 12
7月15日 技術委員会/防耐火部会/オイルダンパー耐火性能WG 〃 9
7月18日 技術委員会/免震部材部会/ダンパー小委員会 〃 11
7月22日 技術委員会/免震設計部会/設計支援ソフト小委員会 〃 6
7月22日 技術委員会/耐風設計部会 〃 6
7月23日 資格制度委員会/運営幹事会 〃 9
7月24日 技術委員会/応答制御部会/パッシブ制振評価小委員会/制振普及WG 〃 5
7月25日 運営委員会 〃 17
7月25日 技術委員会/応答制御部会/制振部材品質基準小委員会 〃 11
7月28日 技術委員会/防耐火部会/耐火認定WG 〃 8
7月28日 国際委員会 〃 6
7月30日 普及委員会/出版部会/「MENSHIN」85号編集WG 〃 4
7月30日 普及委員会/出版部会 〃 11
7月31日 普及委員会/運営幹事会 〃 7
8月1日 技術委員会/免震設計部会/設計小委員会 建築家会館3F大会議室 10
8月5日 技術委員会/防耐火部会 事務局会議室 15

8月6日
技術委員会/免震部材部会/アイソレータ小委員会/耐震要素実大動的加振装置の設置
検討WG　

〃 14

8月20日 普及委員会/教育普及部会 〃 9
8月22日 記念事業委員会 〃 12
8月25日 原子力関係施設免震構造委員会/小委員会 日本原燃　会議室 18

8月27日 技術委員会/防耐火部会/オイルダンパー耐火性能WG
食品衛生センター5階

小会議室
10

8月27日 技術委員会/応答制御部会/パッシブ制振評価小委員会/制振普及WG 事務局会議室 8
8月28日 技術委員会/防耐火部会/耐火認定WG 〃 8
8月28日 普及委員会/社会環境部会 〃 5
9月5日 技術委員会/免震部材部会/ダンパー小委員会 〃 12
9月9日 技術委員会/耐風設計部会 〃 8
9月10日 資格制度委員会/運営幹事会 〃 8
9月11日 資格制度委員会/施工管理技術者試験部会 建築家会館3F小会議室 6
9月16日 技術委員会/免震設計部会/設計支援ソフト小委員会 事務局会議室 5
9月17日 普及委員会/運営幹事会 〃 7
9月19日 原子力関係施設免震構造委員会 日本原燃　会議室 23
9月24日 運営委員会 事務局会議室 19
9月25日 技術委員会/防耐火部会/耐火認定WG 〃 10
9月26日 技術委員会/免震部材部会/アイソレータ小委員会 建築家会館3F大会議室 12
9月26日 技術委員会/免震設計部会/入力地震動小委員会 建築家会館1Fホール 12
9月26日 技術委員会/応答制御部会/制振部材品質基準小委員会 事務局会議室 12
9月26日 表彰委員会 建築家会館3F大会議室 8
9月29日 技術委員会/応答制御部会/パッシブ制振評価小委員会/制振普及WG 事務局会議室 6
9月30日 技術委員会/施工部会 〃 12
9月30日 技術委員会/免震設計部会/設計小委員会 建築家会館3F大会議室 12
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入　会

会員種別 会員名 業種または所属

賛助会員 （株）ERIソリューション 設計事務所／総合

･･〃 ゲルブ・ジャパン（株） メーカー／免震材料（アイソレータ、ダンパー）

会員の資格喪失

会員種別 会員名 業種または所属

第2種正会員 田中　弥寿雄

※田中　弥寿雄氏は、2014年7月19日ご逝去されました。

会員数
（2014年10月31日現在）

第1種正会員 93社

第2種正会員 203名

賛助会員 95社

特別会員 7団体
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会員動向

入会のご案内

会員の特典など

入会ご希望の方は、次項の申込書に所定事項をご記入の上、事務局までご郵送下さい。
入会は、理事会に諮られます。理事会での承認後、入会通知書・請求書・資料をお送りします。

お分かりにならない点などがありましたら、事務局にお尋ねください。

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18 JIA館2階

一般社団法人 日本免震構造協会 事務局

TEL：03-5775-5432 
FAX：03-5775-5434

E-mail：jssi@jssi.or.jp

会員種別 入会金 年会費

300,000円
（1口）

300,000円

免震構造に関する学術経験を有する者で、本協
会の目的に賛同して入会した個人
理事の推薦が必要です

5,000円 5,000円

免震構造に関する事業を行う者で、本協会の事
業を賛助するために入会した法人

100,000円 100,000円

本協会の事業に関係のある団体で入会したもの

第1種正会員

第2種正会員

賛助会員

特別会員

免震構造に関する事業を行う者で、本協会の目
的に賛同して入会した法人

別　途 ―

総会での
議決権

会誌送付部数 講習会・書籍等

有／1票
4冊／1口

10冊／2口
20冊／3口

会員価格

有／1票 1冊 会員価格

無 2冊 会員価格

第1種正会員

第2種正会員

賛助会員

委員会
委員長

可

可

不可

委員会
委　員

可

可

可
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〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18  JIA館 2階

一般社団法人 日本免震構造協会 事務局（平日9:30～18:00）

TEL：03-5775-5432　FAX：03-5775-5434
E-mail：jssi@jssi.or.jp

第１種正会員・賛助会員・特別会員への入会は、次頁の申込み用紙に記入後、郵便にてお送り

ください。入会の承認は、理事会の承認を得て入会通知書をお送りします。その際に、入会通

知書・請求書等を同封します。

一般社団法人 日本免震構造協会 入会申込書〔記入要領〕

 

２．代表者／第１種正会員の場合

下記の①または②のいずれかになります

３．担当者は、当協会からの全ての情報・資料着信の窓口になります。

４．建築関係加入団体名

５．業種：該当箇所に○をつけて下さい｛　　　｝欄にあてはまる場合も○をつけて下さい

６．入会事由・・・例えば、免震関連の事業展開・○○氏の紹介など

例えば・・・・・・総会の案内・フォーラム・講習会・見学会の案内・会誌「ＭＥＮＳＨＩＮ」・会

３団体までご記入下さい

その他は（　　　）内に具体的にお書き下さい

費請求書などの受け取り窓口

１．法人名（口数）・・・口数記入は、第１種正会員のみです。

記載事項についてお分かりにならない点などがありましたら、事務局にお尋ねください。

第１種正会員につきましては、申込み用紙の代表権欄の代表権者または指定代理人の□に　を

①代表権者　・・・法人（会社）の代表権を有する人

例えば、代表権者としての代表取締役・代表取締役社長等

こちらの場合は、別紙の指定代理人通知（代表者登録）に記入後、申込書と併せて送付し

て下さい

②指定代理人・・・代表権者から、指定を受けた者

代表者／賛助会員の場合

賛助会員につきましては、代表権者及び指定代理人の□ 欄は記入不要です。

代表権をもっていない方をご登録いただいても構いません。例えば担当者の上司等

入れて下さい
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会員動向

1. 免震建物  2. 制震建物  3. 非免制震（番号をご記入ください）

氏　　　名

所属・役職

担当者

代表者

法　人　名（口　数）

□代表権者

□指定代理人

業種

○をお付けください

会員種別
○をお付けください

申　込　日（西暦）

申込書は、郵便にてお送り下さい。

資本金・従業員数

設立年月日（西暦）

建築関係加入団体名

入会事由

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

氏　　　名

所属・役職

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

ふ　り　が　な

年　　　　　月　　　　　日

万円　　・ 人

A：建設業

B：設計事務所 

C：メーカー

D：コンサルタント

E：その他

a.総合　b.建築　c.土木　d.設備　e.住宅　f.プレハブ

a.総合　b.専業　｛1.意匠　2.構造　3.設備｝

a.免震材料 ｛1.アイソレータ　2.ダンパー　3.配管継手

｛4.EXP.J　5.周辺部材｝

b.建築材料（　　　　　） c.その他（　　　　　   ）

a.建築　b.土木　c.エンジニアリング　d.その他（ ）

a.不動産　b.商社　c.事業団　d.その他（ ）

*会員コード

*入会承認日
*本協会で記入します。

第1種正会員

〒

〒

E-mail

－ FAX－ － －

FAX － －

賛助会員 特別会員

（　　　　口）

印

印

年　　　月　　日 月　　　　日

※貴社、会社案内を1部添付してください

E-mail

－ －

一般社団法人 日本免震構造協会 入会申込書

担当者が勤務している事務所の建物
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一般社団法人 日本免震構造協会「免震普及会」に関する規約

平成11年2月23日
規約第1号

　社団法人日本免震構造協会免震普及会（以下

「本会」という。）は、社団法人日本免震構造

協会（以下「本協会」という。）の事業目的と

する免震構造の調査研究、技術開発等について

本協会の会報及び活動状況の情報提供・交流を

図る機関誌としての会誌「MENSHIN」及び関

連事業によって、免震構造に関する業務の伸展

に寄与し、本協会とともに免震建築の普及推進

に資することを目的とする。

第１（目的）

　入会手続きの完了した者は、本会員として名

簿に登載し、本会員資格を取得する。

第７（登録）

　本会の目的違背行為、詐称等及び納入金不

履行の場合は、本会会員の資格喪失するもの

とする。

第８（資格喪失）

　本会員は、本協会の会員に準じて、次のよ

うな特典等を享受することができる。

　① 刊行物の特典頒付

　② 講習会等の特典参加

　③ 見学会等の特典参加

　④ その他

第１０（会員の特典）

　本会の目的達成のため及び本会員の向上の

措置として、セミナー等の企画実施を図るも

のとする。

第１１（企画実施）

　日本免震構造協会会誌会員は、設立許可日

より、この規約に依る「社団法人日本免震構

造協会免震普及会」の会員となる。

附則

　会誌は、１部発行毎に配付する。

第９（会誌配付）

　本会員になろうとする者（個人又は法人）は、

所定の入会申込書により申込手続きをするもの

とする。

第３（入会手続き）

　会員となる者は、予め、入会金として１万円

納付するものとする。

第５（入会金）

　納入した会費及び入会金は、返却しないもの

とする。

第６（納入金不返還）

　会費は、年額１万円とする。会費は、毎年度

前に全額前納するものとする。

第４（会費）

　本会を「（社）日本免震構造協会免震普及会」

といい、本会員を「（社）日本免震構造協会免震

普及会会員」という。

第２（名称）
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一般社団法人 日本免震構造協会「免震普及会」入会申込書

申込書は、郵便にてお送り下さい。

申　込　日

氏　　　名
ふ　り　が　な

勤　務　先

自　　　宅

連　絡　先

住　　　所

連　絡　先 TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

会　社　名

（西暦） 年　　　月　　　日 月　　　　日

印

所属・役職

住　　　所

〒　　　－

A：建設業　　 B：設計事務所 　　C：メーカー（　　　　　　　  ）

A：勤務先　　　 B：自　宅

D：コンサルタント　　 E：その他（　　　　　　　  　　　　　　）

〒　　－

業　　　種

会誌送付先

*コード

*入会承認日

*本協会で記入します。

該当箇所に○を

お付けください

該当箇所に○を

お付けください

業種Cの括弧内

には、分野を記

入してください
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会員登録内容に変更がありましたら、下記の用紙にご記入の上FAXにてご返送ください。

●登録内容項目に○をおつけください

1．担当者　　2．勤務先　　3．所属　　4．勤務先住所

5．電話番号　　6．FAX番号　　7．E-mail　　8．その他（　　　　　　　　　　）

送信先　一般社団法人 日本免震構造協会 事務局 宛

F A X　 0 3 － 5 7 7 5 － 5 4 3 4

※代表者が本会の役員の場合は、届け出が別になりますので事務局までご連絡下さい。

送付日（西暦） 年　　　月　　　日

会員登録内容変更届

会 社 名

（ ふりがな ）

担 当 者

勤務先住所

会 員 種 別 ：

発 信 者 ：

勤 務 先 ：

T E L ：

所 属

T E L

F A X

E - m a i l

第1種正会員　　第2種正会員　　賛助会員　　特別会員　　免震普及会

〒　　　　　－

（　　　　　）

（　　　　　）

●変更する内容 （名刺を拡大コピーして、貼っていただいても結構です）
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インフォメーション

12/29 ～ 1/2 年末年始の休暇

日 月 火 水 木 金 土
2
9
16
23

3
10
17
24

4
11
18
25

5
12
19
26

6
13
20
27

7
14
21
28

1
8
15
22

日 月 火 水 木 金 土
2
9
16
23
30

3
10
17
24
31

4
11
18
25

5
12
19
26

6
13
20
27

7
14
21
28

1
8
15
22
29

2月

3月

2/25 会誌NO.87発行

3/12 理事会（建築家会館）

3/14-18 第3回国連防災世界会議参加（仙台メディアテーク）

日 月 火 水 木 金 土
2
9
16
23
30

3
10
17
24
31

4
11
18
25

5
12
19
26

6
13
20
27

7
14
21
28

1
8
15
22
29

12月

日 月 火 水 木 金 土
1
8
15
22
29

2
9
16
23
30

3
10
17
24
31

4
11
18
25

5
12
19
26

6
13
20
27

7
14
21
28

1月
1/5 仕事始め

1/15 新年賀詞交歓会（東京：明治記念館）

1/24 平成26年度免震建物点検者講習・試験（東京：ベルサー

ル飯田橋）

は、行事予定日など行事予定表（2014年12月～ 2015年3月）











































159インフォメーション

I n f o r m a t i o n

一般社団法人

1,200部／回

※原稿・フィルム代は、別途掲載者負担となります。
※通年掲載の場合は、20％引きとなります。正会員以外は年間契約は出来ません。

当協会にご一任下さい。
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日本免震構造協会が創立した2年後の1995年に兵庫
県南部地震が起こりました。当時私も関係建物の被害
状況の調査の為、地震直後に空路及び海路を利用して
現地に入り、凄まじい被害に驚き写真を撮るのもはば
かる状況であったことを記憶しております。この地震
の際に免震建物の被害がなかったこともあり、その後
飛躍的に免震建物が建設されるようになり、新潟県中
越地震や東北地方太平洋沖地震の際にも免震構造の病
院等で機能が維持され、免震建物の評価もより高まっ
たと思われます。
今号の日本免震構造協会20周年記念特集号は、20年

を振り返って「免震に思う」及び「免震・制震建築の
発展」等の特別寄稿による特集と2年間にわたって開

催された創立20周年記念事業の内容をまとめた構成と
なっております。
「協会20年のあゆみ」では、実験を厳しく見つめる
若かりし頃の先輩方の写真が印象的でしたし、これら
の実験を通して免震が確立され発展してきたことがう
かがわれました。
最後に執筆にご協力頂いた各界の皆様、記念事業委

員会の委員長はじめ各部会委員長、各委員、編集作業
にあたって広報部会を支えて下さった協会事務局の皆
様の協力で創立20周年記念特集号は発行されましたこ
とをここに深く感謝致します。

記念事業委員会　広報部会　委員長
　　　　　　　出版部会　委員長　　加藤　晋平

編集後記

～ 免 震 構 造 の 魅 力 ～

大地震に備える

免震建築の普及のため、建築主向けに免震構造を分かり易く解説したもの
（約9分）

価格（税込）： 会　員 ￥2,000
  非会員 ￥2,500
  アカデミー ￥1,500

発 行 日 ： 2014年3月

販 　 売 ： Taylor & Francis

［日本語版］
価格（税込）： 会　員 ￥1,500

非会員 ￥2,000
アカデミー ￥1,000

発 行 日 ： 2006年11月

発 行 日 ： 2006年12月

［英語版］

国際委員会は2000年よりCIB（建築研究国際協議会）のTG44
（Performance Evaluation of Buildings with Response Control 
Devices）の活動もしておりましたが、今回その成果として免制
振に関する世界の現状を記した書籍がTaylor&Francis社より出
版されました。各国の技術基準比較と設計・解析方法などの紹
介、免震建物の地震応答観測結果、装置の紹介、各国の設計例
データシートなどが示されている。　　　　　　　　（英語版）
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至赤坂

JR総武線

日本青年館

外苑前駅

JIA館

国立競技場前駅
都営地下鉄大江戸線

千駄ヶ谷駅

東京メトロ銀座線

食品衛生センター

◆最寄駅

秀和レジデンス

月星化成

神宮前3

青山3

外苑前

新川屋

　地下鉄　銀座線 外苑前駅
　　　　　3番出口より徒歩10分
　　　　　大江戸線 国立競技場前駅
　　　　　徒歩10分
　J R　　 総武線 千駄ヶ谷駅より
　　　　　徒歩15分

熊野
神社 イノセ

青山ベルコモンズ

酒店

神宮
球場

国立
競技場

非会員価格
会員価格

発行年月内　　　　容タイトル

免震部材の接合部・取付け
躯体の設計指針
≪改訂版≫

免震部材の接合部や取付け躯体の設計をする際のガイドライン

免震建築物のための設計用
入力地震動作成ガイドライン
≪改訂版≫

【A4版・82頁】
￥1,500

￥2,000
2014年1月

内　　　　容 発行年月
会員価格
非会員価格

会誌「MENSHIN」
【A4版・約90頁】

免震建築・技術に関わる情報誌、免震建築紹介、免震建築訪問記、設計例、部材の性能、
免震関連技術等

￥2,500

￥3,000

免震部材標準品リスト
≪改訂版≫－2009－ 【A4版・760頁】

￥3,500

￥4,000

大臣認定された免震部材で、免震建築物の設計に必要な部材ごとの性能基準値を一覧表に
まとめたもの（CD-ROM付き）

免震建物の維持管理基準
≪改訂版≫－2014－ （ユーザーズマニュアル付）

免震層・免震部材を中心とした通常点検・定期点検など、免震建物維持管理のための点検
要領などを定めた協会の基準

【A4版・35頁】

￥700

￥1,400
設計・施工に役立つ問題事例
と推奨事例ー点検業務から
見た免震建物ー 画、免震部材、維持管理について解説。

免震建物の点検時に発見される設計や施工に起因する不具合事例について、推奨事例も含
めて解説。チェック編と解説編から構成。建築計画、構造計画、配管・配線計画、施工計

【A4版・20頁】

￥500

￥1,000

積層ゴムの限界性能とすべり・
転がり支承の摩擦特性の現状

積層ゴムアイソレーターの限界性能、すべり・転がり支承の摩擦特性に関する実データを
集積し調査結果をまとめたもの

【A4版・46頁】
￥1,500

年4回発行
2月､5月､
8月､11月

2009年11月

2014年8月

2007年8月

2003年8月

パッシブ制振構造設計・
施工マニュアル
≪第3版　第1刷≫－2013年版－

【A4版・565頁】
わが国で唯一の制振構造専門の設計・施工指針
第2版をより分かり易くした改訂版 ￥5,0002013年11月

時刻歴応答解析法により免震建築物の耐震安全性を検証する際の設計マニュアル
【A4版・206頁】

￥2,000

￥2,500
2010年3月

免震建築物の
耐震性能評価表示指針
及び性能評価例 【A4版・225頁】

免震建築物の地震に対する性能を時刻歴応答解析法により評価する具体的な方法を示すも
ので、性能評価例付き

￥2,000

￥2,500
2005年11月

JSSI 時刻歴応答解析による
免震建築物の設計基準・
同マニュアル及び設計例≪改訂版≫

免震建物の建築・設備標準
－2009－

免震建物の建築や設備の設計に関する標準を示すもの
【A4版・87頁】

￥1,000

￥1,500
2009年12月

一般社団法人日本免震構造協会出版物のご案内 2014年10月1日

免震・制振構造ハンドブック
【朝倉書店】

￥7,800

￥7,992
2014年10月

免震構造施工標準
－2013－

【経済調査会】

￥2,300

￥2,571
2013年7月免震構造の施工に関する標準を示すもので免震部建築施工管理技術者必携のもの

【A4版・117頁】

【オーム社】

￥4,800

￥5,400
2010年12月免震構造に携わる実務者必携の書。部材の基礎知識から免震構造の設計、免震層の施工、

維持管理に関する実践的知識までを系統的に、かつ、平易に解説 【B5版・310頁】

免震構造
－部材の基本から設計･施工まで－

建築の設計に携わる方々のために「免震と制震の技術」について実際的に解説した待望の
総合的成書

【B5版・296頁】

住宅）

免震建築物の技術基準解説及び
計算例とその解説（戸建て免震

【日本建築センター】

￥3,550

￥4,100
2006年2月*1

主に戸建て免震住宅に関して平成16年国土交通省告示第1160号により改正された「免震
告示」の解説書

【A4版・195頁】

*1　協会の販売は2006年5月～

協会編集書籍のご案内（他社出版）
タイトル

￥2,000

￥3,000
免震建物の耐火設計ガイドブック 免震建物の耐火設計・免震装置の構成材料の温度特性・装置の耐火性・耐火被覆方法等に

関する実務書 【A4版・185頁】 2012年3月

￥2,000

￥3,000
主に免震建築物の設計実務に携わる構造技術者が入力地震動について理解を深めようとする
際の指標となるもの 【A4版・123頁】 2014年1月

￥2,000

￥3,000
免震建築物の耐風設計指針 高層建築物や塔状比の大きな建築物への免震構造適用の増加に伴い必要性が高まってきた

免震エキスパンションジョイント
ガイドライン

免震構造の耐風設計指針・解説と関連技術情報を整備 【A4版・151頁】

免震エキスパンションジョイントの地震時の損傷防止のためのガイドライン。エキスパンシ
ョンジョイントの目標性能を示すとともに、設計、製作、施工、検査、維持管理上の留意点

2012年9月

【A4版・134頁】をまとめた。

￥2,000

￥3,000
2013年4月

大地震に備える
～免震構造の魅力～
【日本語・DVD】

免震建築の普及のため建築主向けに免震構造を分かり易く解説したもの
【DVD　7分30秒】

￥2,000
￥2,500

※Academy
￥1,500

2014年3月

大地震に備える 【ナレーション・字幕/英語】
～免震構造の魅力～
【英語・DVD】

免震建築の普及のため建築主向けに免震構造を分かり易く解説したもの
【DVD　約9分】

￥1,500
￥2,000

※Academy
￥1,000

2006年11月

地震から建物を守る免震
【和文、英文版】

免震建築の普及のため一般向けに免震構造を説明したカラーパンフレット
【A5版・6頁】 2009年9月

30部まで無料
（31部以上
1部￥100）

ユーザーズマニュアル 免震建物を使用または所有されている方への注意点をまとめたカラーパンフレット
【A4版・2ツ折】

2007年10月
30部まで無料
（31部以上
1部￥50）

免震のすすめ
これから建物を建てようとする方々向けに大地震から人命・財産・日常生活を守る免震建
物を分かり易く解説、メリット・装置の役割・コストと性能などを記したカラーパンフレ
ット

30部まで無料
（31部以上
ご相談）

2005年8月
【A4版・3ツ折】

免震建築の基本がわかる本
【オーム社】

￥2,800

￥3,024
2013年6月

建築家、建築構造技術者など免震建築の関係者対象の技術書。
Ｑ＆Ａ方式で、免震建築、特に事務所やマンションなどのビルもの全般にわたり、免震の
基本的なところから計画・設計・施工・維持管理など幅広く解説。 【A5版・190頁】

【Ohmsha】

￥5,950How to Plan and Implement 
Seismic Isolation for Buildings

￥6,696
2013年4月考え方進め方免震建築の英語版

【A5判・123頁】
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